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への連絡をおこなった。
〇高校からの出前講義
〇高校パンフレットなどの掲示、閲覧

6）「進路について考えようだより」
「進路だより」にせず、「まずは考えてみよう」という提案にしたいと思い、このタイト
ルにした。（図2）「進路は全員に関　係のある、進む路（みち）」として、不定期に発行を
し、過去のものも閲覧できるように工夫して掲示を行った。また多言語（中国語、韓国語、
フランス語など）でも読めるよう翻訳をしたものも一緒に掲示した。（図3）主に学活の内容
やアンケート結果などを載せ、関心を高めるようにし、進学に偏らないようにした。

2. 職員研修
本校は学習コース制のクラスになっており、各クラス2～ 3人の担任がいる。どのコー

スにも3年生が在籍し、しかも進路が多岐に渡る。職員は昼の中学校以上に進路に関する
スキルと知識が必要となるため職員研修を行い、進路指導にあたった。
・就労支援事業所などへの視察
　 なのみ学園（就労移行支援、就労継続支援B型、自立訓練）と　ゆうゆう舎（就労継続支援A

型）　へ見学、視察。

図2　進路だより（2025年9月 19日付） 図3　進路だより（2025年 10月2日付）
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・軽食喫茶みらい（就労継続支援B型）での昼食。
・福祉サービスへのつなぎ方などの研修
・高校、高等技術専門校への視察（進路担当）

Ⅲ. 成果

今年度は20名の生徒が高校見学会に参加した。昨年度までは学校の取り組みとしてお
こなっていなかったので実際に高校に行ったことが初めてだという生徒もいた。漠然と高
校に行こうと考えていた生徒が、進学の意向を決めたり、行きたいと思っていた高校を見
学したら合わないようだと新たな道を考え始めたりする生徒もいた。　　　　
結果として、今のところ、本年度の卒業生は5名を予定している。開校してから1番
の卒業生の数の多さとなった。（図4）

Ⅳ . 考察

本実践を通して、生徒が進路について考える機会を継続的に設けることは、将来への見
通しをもつうえで有効であることが分かった。特に、生徒が自分自身の将来を具体的にイ
メージできるようにおこなった見学やコース別学活などは実際に進路を考える上で大きな
きっかけとなった。さらに、本校生徒の特徴として挙げた「目標をもちにくい」「人間関
係の構築への不安」「自己決定の苦手さ」といった課題においても、個々の生き方や人生
設計を考えるキャリア教育の視点から進路の考え方を位置づけたことも意義があったと考
える。卒業予定者数が開校以来最多となったことからも生徒が次のステージへ進もうとす
る意欲を高める一助となったことがわかる。卒業生だけでなく在校生も進路について考え
ることで来年度以降の学校生活の学習内容や将来したいことを早くからイメージする生徒
が増えた。
また、職員側も高校進学だけではない進路の知識、自分たちの意識改革など多くのこと
を共有することができた。学活に対する話し合いを通してお互いのスキルを高め、さらな
る生徒支援につないだ。

図4　本校の卒業生の数の推移
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Ⅴ. 課題

生徒の進路は本当に多岐にわたり、さらに大人の生徒が多いため、本人の意識や家族環
境、経済力に左右されるものも大きい。そのためすべての生徒が将来を見据えた目標をも
てるまでには至っていない。進路だけでなく人間関係の構築や自己決定力などの課題への
支援も必要である。
また、本校が関係機関にまだ知られていないことも大きな課題であることがわかった。
夜間中学の活動を発信し、認知度を高めることも進路開拓につながっていく。　　
開校5年目となる来年度、さらなる分析を行い本校の進路指導、進路支援を改善しなが
ら継続して進めていきたい。この福岡きぼう中学校にたどり着いた生徒たちの学びときぼ
うの灯を消さないよう全力を尽くしたい。
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〈実践報告〉

日常生活に直結する知識や技能を主とした学習内容を通した学習指導
―「生活単元」による基礎教育保障の実践―

明石浩司（福岡市立福岡きぼう中学校 主幹教諭 

令和8年度より同校教頭）

Ⅰ. 本校の現状と教育的課題

本校は令和4年度に九州初の公立夜間中学校として開校し、今年度で4年目を迎えた。
教育活動は徐々に定着しているが、生徒の多様な背景に応じた学習保障の在り方が重要な
課題となっている。生徒は10代から80代までと年齢層が幅広く、2割が外国籍である。
また、不登校経験者が多く、発達特性や精神的困難を抱える生徒も少なくない。
入学目的や学習歴は大きく異なる。高校・大学進学を目指す生徒がいる一方で、ひらが
なや基礎計算から学び直すことを希望する高齢生徒もいる。外国籍生徒は日本語習得と卒
業資格取得を目標としている。このような実態のもとでは、一律の指導では十分な学習保
障は困難であり、個々のニーズに応じた教育活動の構築が不可欠である。
本校は、安心できる居場所としての役割を果たすと同時に、生徒が社会へ踏み出す力を
育成する学校であることを目指している。そのため、日常生活に直結する知識・技能を中
心とした「生活単元」を教育活動の柱として位置付けた。

Ⅱ. 生活単元を基盤とした教育実践

1. 個別化された学習活動の導入
学習到達度の差に対応するため、令和6年度より国語・数学・社会・理科・英語の全教
科にベーシックコースおよび日本語指導コースを設置した。従来は数学・英語のみであっ
たが、基礎から学び直したいという要望の高まりを受け、全教科へ拡充した。
原則として1教科3時間連続の授業形態をとり、少人数で丁寧に指導することで、生徒
が自ら発言し、考えを表現する機会を保障している。日本語理解が十分でない生徒には習
得段階に応じた支援を行い、学習参加を可能にしている。

2. 教科横断的カリキュラムの実施
学校行事を単発で終わらせるのではなく、SDGsと関連付けて体系化した。社会・理

科・家庭科等を横断する単元を構成し、実生活との接続を明確にしている。ダイアログや
ワークショップを多く取り入れ、主体的・対話的で深い学びを実現することを目指してい
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る。また、ICT活用を進め、情報収集や発表活動を通して表現力の向上を図っている。今
年度の計画は以下のとおりである（表1）。さらに、JICAベトナム教師海外研修で得た学び
を「国際理解教育」として教科横断的学習に取り入れた。外国籍の生徒にとって自らの経
験や背景を語ることができる貴重な自己表現の場となった（表2および図1）。

表 1　SDGｓと学校行事（令和7年度）

SDGｓ 行事予定 職員研修
4月
5月

・エンカウンター（教育相談・学活）
・ICT説明会（学習・評価・進路）
・自然教室（募集・渉外/企画・研修）
・教育相談（教育相談・学活・進路）

4月3日　・生徒理解
5月 16日・基礎教育保障について
（福岡大学　添田 祥史先生）

5月30日・他校視察
（北九州市立ひまわり中）

6月
7月

・平和学習（人権・道徳）
・暴力団排除教育（教育相談・学活）
・情報モラル教室（教育相談・学活）
・防災教室（保健・安全）
・検診・健康診断（保健・安全）
・熱中症予防（保健体育科）

6月3日　・他校視察等
（千葉松戸一中みらい分校）
（NPO「カタリバ」）

6月9日　・他校視察
（佐賀県立彩志学舎中）

6月 18日～ 7月4日　見学
（自主夜間中学　福岡「よみかき教室」）

7月2日　・心理学
（障がい及び精神疾患）

7月 14日・心のサポーター
7月22日・コンプライアンス
7月23日・キャリア教育
7月24日・宇宙教育
7月28日・メンタルヘルス

8月
9月

10月
11月
12月

・高校見学（進路）
・SSW　福祉学習（教育相談・学活）
・わたしらしく生きる（人権・道徳）
・キャリア教育（進路）
・男女共同参画（人権・道徳）
・博物館学習（社会科）
・教育相談（教育相談・学活・進路）
・修学旅行（募集・渉外/企画・研修）

8月20日・高校見学
9月9日　・人権教育
（自主夜間中学　福岡「よみかき教室」
大塚　正純先生）

1月
2月

・リサイクル教育（家庭科・社会科）
・エネルギー教育（社会科・理科・技術科）
・国際理解教育（社会科・日本語指導）
・美術館見学（美術科）

2月 13日　・他校視察等
（文部科学省）
（千葉真砂中かがやき分校）

2月27日　・他校視察等
（NPO「虹のかけはし」）
（静岡ふじのくに中）

3月 1～ 17 SDGｓについて（社会科）
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表2　国際理解教育単元計画（令和7年 10月～令和8年2月）

（全8時間）
単元を貫く問い「持続可能な社会を実現するために私たちは何ができるでしょうか。」
時 学習課題と問い 学習活動 資料など
1
地理

学習課題：「ベトナムの特徴と日本との
結びつきを理解する」
問い：「ベトナムと福岡県はどんなつな
がりがあるだろう？」

・世界地図からベトナムの位置を確認する。
・ 身の回りにあるベトナムのものから、福
岡市や日本とどのようなつながりがある
か考察する。

・写真
・タブレット
・グラフ
・ワークシート

2
地理
（本時）

学習課題：「ベトナムの課題と日本の協
力を結びつけて考える」
問い：「ベトナムの急速な工業化により、
どのような課題があるだろう？」

・ ベトナムが抱える課題（急速な工業化、
医療問題、森林率の減少）を資料から考
察する。

・ JICAの支援により、どのような課題が解
決されるか考察する。

・写真
・タブレット
・グラフ
・ワークシート

3
行事

学習課題：「JICAの取り組みを課題解決
の方法と結び付ける」
問い：「JICAの支援により、どんな課題
が解決できるだろうか？」

・ 前時に考察したJICAの取り組みを、視察
を通して、より具体的に考察する。

・様々な国の料理を食べる。

・JICA九州視察
・ワークシート

45
公民

学習課題：「2030SDGｓゲームにより、
持続可能な社会について考える」
問い：「持続可能な社会とは何か？」

・2030SDGsゲームを行う。 ・ 2030SDGs
ゲーム

6
公民

学習課題：「持続可能な社会の実現に、
自分たちはどう関われるか考える」
問い「持続可能な社会の実現に向けてわ
たしたちはどのように関わり行動すべき
か？」

・ 2030SDGsゲームからSDGsの本質を学ぶ。
・ ベトナムをはじめアジアの課題をふりか
えり、課題解決を考察する。

・ 持続可能な社会の実現に自分はどのよう
に関われるか考察する。

・写真
・ワークシート

7
総合

学習課題：「『お国自慢』を通して、それ
ぞれの国の良さを理解する」

・ 日本、中国、ボリビア、フランスにルー
ツを持つ生徒と、ベトナム、マラウイに
行ったことのある教員がプレゼンを作成
し発表する。

・感想をワークシートに記入する。

・プレゼン
・ワークシート

8
家庭

学習課題：「ベトナム料理を作ることで、
文化のちがいを理解し、これからもいろ
いろな国の文化を学ぶ力をつける」

・調理実習でベトナム料理を作る。 ・材料

図 1　国際理解教育展開計画（令和7年 10月～令和8年2月）
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3. 成人基礎教育を土台とした指導計画
成人基礎教育の視点から、衣食住、健康保持、社会生活、職業生活、家庭生活に関わる
知識・技能を教科内容に組み込む計画を進めてきた。単なる学力向上にとどまらず、社会
参画と自己実現を支える力の育成を重視してきた。
特に「生活力」を重要な概念として位置付けた。生活力とは、①目標設定力、②計画実
行力、③挑戦力である。学級活動やキャリア学習、高校体験入学、日本語指導などを通し
て、社会へ踏み出す力の育成を図っている。

 

 

Ⅲ. 指導の実際：社会科「今日のニュース」による「生活単元学習」

社会科では、基礎教育保障の観点から「生活単元」を重視し、日常生活と社会科内容を
往還させる授業づくりとして「今日のニュース」を位置付けたものである。「今日のニュ
ース」は毎時間冒頭の20分を基本とし、内容によっては1時間を通して扱うこともある。
単なる時事解説にとどめず、ニュースを起点に教科内容へと接続する構成をとっている。
例えば、衆議院議員選挙の報道から日本の政治の仕組みへ、関税引き上げの話題から戦後
の貿易史へ、ウクライナ問題から地域主義や東西冷戦へ、地球温暖化・エネルギー問題か
らSDGsへと展開する。このように、教科書の内容を「後追い」で確認するのではなく、
現実社会の出来事から学習課題を立ち上げることで、学習内容が日常生活と密接に結びつ
いていることを生徒自身が実感できるようになった。
また、外国籍生徒を含む多様な学習者に配慮し、「やさしい日本語」でニュースを再構
成して提示することで、理解の保障と参加の機会を広げた。結果として、ニュースそのも
のへの関心が高まり、自ら情報を調べたり意見を述べたりする姿が増加した。何より顕著
であったのは学習意欲の向上である。社会科授業に関するアンケートでは肯定的回答が
100％となり、「社会が身近に感じられる」「ニュースが分かるようになった」といった声
が寄せられた。本実践は、生活に根ざした学びを通して基礎教育を保障する一つの有効な
方策であると考える。今年度の指導計画と「今日のニュース」は以下のとおりである（表
3・4）。
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表3　指導計画
社会

月 SDGs ホップ 1 ステップ2 ジャンプ3 ベーシック

4月
17

今日のニュース
世界の姿

今日のニュース
日本列島の誕生

今日のニュース
近現代

今日のニュース
世界の国々

5月 今日のニュース
アジア州

今日のニュース
飛鳥時代

今日のニュース
近現代

今日のニュース
世界の国々

6月 16
13

ヨーロッパ州
防災学習

奈良時代
防災学習

人権と憲法
防災学習

アジア州
防災学習

7月 11
3

今日のニュース
アフリカ州

今日のニュース
平安時代

今日のニュース
人権と憲法

今日のニュース
ヨーロッパ州

8月 5
8
10

今日のニュース
北アメリカ州

今日のニュース
鎌倉時代

今日のニュース
国の政治

今日のニュース
アフリカ州

9月 今日のニュース
南アメリカ州

今日のニュース
鎌倉時代

今日のニュース
国の政治

今日のニュース
アフリカ州

10月 5
8
10

オセアニア州
福岡の歴史

室町時代
福岡の歴史

地方自治
福岡の歴史

北アメリカ州
福岡の歴史

11月 今日のニュース
日本の特色

今日のニュース
世界の歴史

今日のニュース
裁判所

今日のニュース
南アメリカ州

12月 3
今日のニュース
日本の特色

今日のニュース
安土桃山時代

今日のニュース
経済のしくみ

今日のニュース
オセアニア州

1月 12
今日のニュース
日本の特色

今日のニュース
江戸時代

今日のニュース
国際社会

今日のニュース
日本の都道府県

2月 7
日本の特色
エネルギー

近現代
産業革命

今日のニュース
エネルギー

今日のニュース
日本の都道府県

3月 17
日本の特色

SDGs
近現代
SDGs

SDGs
今日のニュース
日本の都道府県

※「生活単元」を含む授業は赤文字にする。

表4　主な「今日のニュース」
月 日 主な内容

4月 9日 60か国からの輸入品の関税引き上げ
17日 JR九州 クイーンビートルを韓国企業へ売却～韓国について～
21日 福岡市屋台承継訴訟 高裁で逆転敗訴　～条例とは～
22日 フランシスコ教皇死去　～ローマ教皇とカトリック～
25日 歴史振り返り（何があった日か）　～源平合戦と国際連合～

5月 1日 昭和の時代を振り返る（特別号）　～昭和の歴史～
2日 菊池恵楓園 志村康さん死去～ハンセン病について正しく知ろう～
19日 消費税減税・廃止 世論調査　～消費税とは～
19日 レオ 14世 教皇就任ミサ
23日 備蓄米を安く販売検討　～お米の流通～
23日 ロイヤルホスト馬出店閉店へ　福岡の歴史と米軍～
30日 日鉄 八幡電炉転換決定　～八幡製鉄所～

6月 2日 福岡県 津波高予測初公表　～災害について～
4日 出生数70万人割れ　～少子高齢化と人口ピラミッド～
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月 日 主な内容
4日 長嶋茂雄さん死去　～昭和と長嶋さん～
10日 九州で大雨　～防災について考えよう～
17日 自転車交通違反の反則金　～その乗り方大丈夫？～
23日 ホルムズ海峡封鎖問題　～西アジアと中東問題と石油～
23日 沖縄慰霊の日 平和宣言　～沖縄戦と福岡大空襲～

7月 2日 拉致被害者家族 国連担当者と面会　～拉致問題について～
3日 韓国 李在明大統領 会見　～日本と韓国～
3日 参院選公示　～選挙と政治の仕組み～
16日 広島 原爆遺骨返還　～太平洋戦争～

8月 28日 新幹線 モバイルバッテリー発煙　～ハブ空港とバッテリー～
9月 1日 ゆうちょ銀 デジタル通貨導入へ　～デジタル通貨と仮想通貨～

3日 中国 軍事パレード　～日中戦争と中華人民共和国～
5日 日米関税 15％共同声明　～関税と貿易～
10日 イスラエルがカタール攻撃　～両国の関係～
22日 自民党総裁選　～ 55年体制～
24日 石破首相 国連改革発言　～国連総会～
26日 ギネス世界記録　～ギネスとは～

10月 1日 宗像みあれ祭　～日本の世界遺産～
4日 高市氏 自民党総裁に　～自民党について～
8日 ノーベル賞 日本人受賞　～ノーベル賞の歴史～
9日 玄海原発上空の光　～ UFO　原発～
10日 公明党 連立離脱　～与党と野党～
20日 日銀 利上げ判断　～日本銀行は何するところ～
21日 高市氏 首相就任　～決選投票～

11月 10日 COP30開幕　～地球温暖化と環境問題～
17日 日中対話姿勢　～中国について～
25日 熊本 震度5強　～震度とマグニチュード～

12月 1日 黄砂予想　～黄砂はどこから～
1日 新語・流行語大賞　～過去の流行語大賞～
8日 中国機 レーダー照射　～日本の防衛～
9日 真珠湾追悼式典　～太平洋戦争～
12日 今年の漢字「熊」　～今までの漢字～

1月 6日 ベネズエラ大統領裁判　～ベネズエラってどんな国～
13日 通常国会召集　～国会の種類～
16日 B型肝炎訴訟和解　～民事裁判と裁判の仕組み～
21日 安倍元首相銃撃裁判判決　～刑事裁判と裁判の仕組み～
26日 大雪注意　～世界一の雪国日本の気候～
27日 衆院選公示　～衆議院選挙と国民審査～

2月 5日 TSMC熊本3ナノ工場　～半導体って何～
9日 衆院選 自民党大勝　～衆議院の優越～
17日 りくりゅう 金メダル　～ミラノ・コルティナとローマ文化～
31日 歌舞伎「あらしのよるに」公演　～歌舞伎の歴史～
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Ⅴ. まとめ

本実践は、成人基礎教育を土台とし、日常生活に直結する知識・技能を中心とした「生
活単元」によって基礎教育を保障しようとする試みである。夜間中学校を単なる居場所に
とどめるのではなく、学習者が次のステップへ進むための生活力を育成することが重要で
ある。
今後も組織的支援体制の充実と教員研修を通して、誰一人取り残さない教育活動の実現
を目指していきたい。
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〈報告〉
報告：第 10 回大会記念企画

―設立 10 年を振り返り、今後の 10 年を展望する―

長岡智寿子（田園調布学園大学）

Ⅰ．はじめに

基礎教育保障学会は2025年8 月 に設立10周年を迎えた。筆者ら研究大会委員会では数
年前から会場校の選定に苦心していたが、幸いにも大妻女子大学の久富陽子会員が引き受
けて下さった。アクセス面はもとより、都心の一等地に位置する素晴らしい施設を使用さ
せていただけたことの他、何よりも、会場校における実行委員会の皆様の全面的なご協力
により、無事に記念大会を実施することができた。改めて、この場を借りて御礼申し上げ
る次第である。
記念大会に向けて、研究大会委員会では会場の選定のみならず、どのように実施するこ
とが望ましいか、大会のプログラムについて議論を重ねてきた。筆者は本学会の設立に向
けた準備委員会から参画し、設立大会（2016年8月16日、国立国語研究所於）に向けて奔走し
てきたことからも、この10年間における様々な出来事が想い出されてきた。そもそも、
本学会顧問の小林文人会員の陣頭指揮がなければ、「基礎教育保障学会」として産声を上
げることはなかったのである。準備会合にて、小林会員がホワイトボードに皆の意見を書
き出され、喧々諤々と議論したことがとても懐かしく思い出される。
現在、会員数は約270名（2025年12月現在）に増え、大学や教育機関等の研究者、大学院
生の他、市民活動家やボランティアなど、実に多様な顔ぶれにより構成されている。学会
の組織運営もこれからが正念場となることを鑑み、記念大会においてこれまでの10年を
振り返るとともに、次の10年を展望するような企画を実施してはどうかと提案した。議
論の結果、本学会で扱われる主要な課題、テーマを夜間中学校、日本語教育、識字教育、
生活困窮者の学習支援活動、障がい者の基礎教育・生涯教育という5つの領域に設定し、
それぞれ会員がリレートーク形式で報告すること、その後、参加者間で意見交換を行うと
いう記念企画を実施する運びとなった。

Ⅱ．リレートークにおける5つの領域

第10回大会における記念企画のプログラム内容は図1のとおりである。ここでは、リレ
ートークにおいてテーマとした5つの領域からの報告内容を中心に紹介する（図1参照）。
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1. 夜間中学校の観点から（岡田 敏之会員）

基礎教育保障学会の現会長でもある岡田会員からは、2016年の教育機会確保法制定後
の夜間中学の設置状況と課題 、夜間中学に関する学会の取り組みについて、大阪市立夜
間中学校統合問題、文部科学省や夜間中学等義務教育拡充議員連盟への要請、学会誌及び
研究大会での発表 について紹介があった。また、夜間中学の可能性として、十分に学べ
なかった人たちの学習補償の場、学齢期の子どもたちの居場所としての機能、インクルー
シブ教育の発信であることが提起された。最後に、今後の学会の役割について次のように
まとめられた。
①夜間中学の歴史研究と今後の夜間中学のあるべき姿の追究していくこと。
② 公立夜間中学、自主夜間中学、識字教室、日本語教室等の連携による学びの保障ネッ
トワークの構築に向けた支援。
③ 現在の課題解決に向けた学術的支援、例えば、全国夜間中学校研究会等との連携や文
部科学省及び自治体への提案等について。

2. 日本語教育の立場から（野山 広会員）

野山会員からは、夜間中学の取り組みと日本語教育について義務教育機会確保法（2016

年）の3年後に成立した「日本語教育基本法（2019 年 6 月）」のこと、生活基本漢字 381 と

図 1　第 10回大会における記念企画の内容

8月30日（土）　第 10 回大会記念企画　
13：00 ～ 15：30　　F432 教室

設立 10 年を振り返り、今後の 10 年を展望する。
リレートークと参加者によるグループでの意見交換

司会・進行
長岡智寿子 （田園調布学園大学）、新井真帆（慶応義塾大学大学院）

リレートーク
１． 夜間中学の立場から　　岡田敏之（基礎教育保障学会会長）
２． 日本語教育の立場から　　野山 広（国立国語研究所）
３． 識字教育の立場から　　森 実 （大阪教育大学名誉教授）
４． 生活困窮者の学習支援の立場から　　宮嶋晴子 （九州女子短期大学）
５． 障がい者の基礎教育・生涯教育の立場から　　津田英二 （神戸大学）

グループディスカッション
本学会の今後の展開への期待 ：

遠藤知恵子（基礎教育保障学会元副会長）

まとめ
 関本 保孝 （えんぴつの会）、笹山 悦子 （愛知夜間中学を語る会）
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も関連深い「やさしい日本語」という概念の形成や広がりと、国家資格化された「登録日
本語教員」制度構築の概要等について報告があった。
また、日本語教育の可能性について、次のように日本語教育を夜間中学で行うことの是
非も含めた学習環境について問題提起があった。

①夜間中学で日本語教育を行うこと―憲法26 条2 項を踏まえつつ
②日本語教育の可能性―多文化理解の促進に繋がる日本語学級の設置法令に実現に向けて

3. 識字教育の観点から（森 実会員）

森会員からは、まず最初に次の2点を踏まえてこの10年を振り返る報告があった。
・本学会の名称について：
日本語名は「基礎教育保障学会」、英語名は 「JASBEL:　Japan Society for The Study of 

Basic Education and Literacies」となっている。Literacies（識字）という単語が英語名で
は入っている一方で、日本語名では入っていない。この理由はなぜなのか。
・会員間における互いの呼び方について：
すべての会員に対して「〇〇さん」、「〇〇会員」とし、会員間の関係性を対等なものに
することを目指してきたこと。

続けて、この間に学会として取り組んでプロジェクトを中心に、以下の報告があった。

① 日韓基礎教育共同プロジェクト（トヨタ財団 国際助成プログラム、2017～ 2019）の成果に
ついて
②識字から成人基礎教育システムへ
　 識字運動の蓄積をふまえて「成人基礎教育システム」を産み出すことが大きな課題で
あり、目標とすべきであること。 

③識字・成人基礎教育のための研究について
　・ 日本の成人基礎教育システムをつくることができるかの参考にするための諸外国に
おける成人基礎教育システムの比較研究。

　・日本におけるさまざまな潜在的学習者のニーズ研究。
　・学習内容や学習方法などのイノベーションの研究。 

4. 生活困窮者の学習支援の立場から（宮嶋晴子会員）
宮嶋会員からは生活困窮者を巡る法制度の動向について報告があった。2015（平成27）

年の「生活困窮者自立支援法」の本格的な施行により、従来の福祉制度に「自立支援」を
柱に据えた大きな転換点であったとし、自立を促す支援、すなわち、生活困窮者の主体形
成を目指す制度であり、福祉＋教育の観点が不可欠になったとし、この10年はどのよう
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な状況であったのか、以下の点について報告があった。

①基礎教育保障学会関連の研究の蓄積について
②生活困窮者の生活現実とその支援についての研究とその到達点
　「未就学や不登校で十分な基礎教育が保障されていない」 ＋「生活困窮」
　地域参加を支援し、子どもの生存権保障の前提から始まる基礎教育保障の支援
　大人（親）への基礎教育保障の補完と子どもの基礎教育保障の重要性への気づき支援
③生活困窮者の学習支援実践と研究の到達点と今後求められていること。
　 ・福祉的な支援とともに、教育的な観点も含めた支援、
　・学校教育や地域の居場所など多様な拠点において、
　・ 行政、NPO、教師、専門職、支援者（市民）、学生に至るあらゆる団体や人々によ
って、生活困窮者を学習主体形成を後押していく支援実践が求められていること。
また、その実践や研究は不足していることから、さらなる研究活動の充実が期待さ
れること。

5. 障がい者の基礎教育・生涯学習の立場から（津田英二会員）
津田会員からは『基礎教育保障学研究』の創刊号から第 8 号までに収録されている論文
の中から、「障害」に関わる記述を抜き出し、整理した内容に基づいて報告があった。

①障害者排除の実態を捉えるもの：
　 識字調査による障害者の除外、基礎教育からの障害者の制度的排除、学ぶことからの
障害者の実質的な排除といった内容。
②障害者の学びを捉える観点に言及するもの：
　  ＵＤ、障害の社会モデル、関係性構築、共生、さらには基礎教育やリテラシーの概念
への言及といった内容。

また、2022 年度、2023 年度の研究大会の特定課題研究では「リテラシーの多様性」を
テーマとし、そこでの議論に基づいた論考が「障害」をテーマとした研究を深化させるこ
とになったとし、次のようにまとめられた。

① リテラシー概念を能力問題との関係で捉え、身体性に根ざした「世界の読み解き」と
してリテラシー概念を更新しようと試みたこと。
② 基礎教育保障をすべての人の尊厳を前提とした学びの場の再構築としての構想や、教
育の普遍性を名目とした画一的な学力観やリテラシー観の問い直し、障害者やマイノ
リティーの視点から新たな教育の地平を切り拓くことの必要性を問題提起してきたこ
と。
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Ⅲ. 基礎教育保障学会の10年後に向けて：新しい課題対応への重要性

1）10年の歩みを振り返った記念企画
冒頭でも述べたとおり、基礎教育保障学会は2016年8月16日、識字教育や外国人のた
めの日本語教育等に関心を寄せる研究者や実践者が集まり、日本社会における基礎教育の
保障に向けて社会全体で取り組んでいこうと活動を開始した。とりわけ、2016年の義務
教育機会確保法の成立、翌年に施行の影響もあり、本学会は夜間中学校や成人の学習機会
を求めている人々の存在について少なからず日本社会に発信する実践の媒体にもなってき
たのではなかろうか。第10回研究大会では夜間中学校、日本語教育、識字教育、生活困
窮者の学習支援活動、障がい者の基礎教育・生涯教育という5つの領域からこの10年間の
活動を振り返り、各報告者によりそれぞれの観点から課題と展望が端的に提起された。リ
レートーク後のグループディスカッションにおいても会員間で様々な意見が提出され、対
面での研究大会として貴重な時間となったのではないだろうか。その後、本学会への今後
の期待として、遠藤 知恵子会員（元副会長）より、「Think Globally、 Act Locally」という
メッセージにおいてコメントがあった。二時間半の時間枠を目一杯、使い切ることにな
り、有意義な時間となった。

2）成人の基礎教育の新しい課題への対応
さて、ここで学会発足から10年を経た現在、基礎教育保障をめぐるこの間の社会の動
向から強く思うことは、日本社会における成人の基礎教育の在り方についてである。森報
告においても提示されたように、日本にて識字・成人基礎教育機会を求めている人々は次
の3つに大別されよう。①かつて子どもの頃に学校で教育を十分受けられなかった未就
学・義務教育未修了の人たち、②現在不登校、もしくは最近不登校のままで学校を形式的
に卒業した比較的若い人たち、③海外から日本に来て日本語や日本社会の制度、自分の持
つ権利などについて学びたい人たち、である（森2025、p.58より）。これらの人たちはどの
ように暮らし、どのような学習機会を望み、または、実際に学んでいるのか、調査を行う
ことが必要ではないかというものであった。
特に、①の義務教育未修了者の存在は日本社会の中ではあたかも存在しないかのように

「見えない存在」として扱われてきた。そのため、本学会にて添田会員らが中心となって
特定課題研究として取り組んだ「国勢調査活用プロジェクト」は、具体的に2020年の国
勢調査のデータをもとに各都道府県の状況を提示することになり、有効であったと考え
る。②については、文部科学省の報告（2026年1月）では小・中学校における不登校児童生
徒数は約35万人と過去最多となっている。また、③については昨今のグローバル化の社
会情勢の中で、就労の機会を求めて移住してくる人たちも増加傾向にある。それゆえ、母
国での社会文化的要因も重なり、①、②とは背景が異なっているケースも多く、外国人の
ための日本語教育から多文化理解、または、多文化共生という視点が求められてくる（詳
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しくは野山会員からの報告を参照）。
ここで提起しておきたいことは、諸外国では成人の基礎教育の制度が検討を重ねながら
整備され、既に様々な実践が蓄積されてきていることである。簡単な文字の読み書き、計
算に加え、基礎的なデジタルスキルの習得が不可欠となり、成人を対象に ICTを活用した
学習活動が定着してきている。合わせて生活課題（役所や医療機関に関する情報へのアクセス、
公共交通機関における利用の仕方など）への対応についても学ぶ包括的なプログラムが用意さ
れている。そこで獲得されていく「リテラシー」とは、もはや文字の読み書き能力として
の識字のみならず、デジタルリテラシーやメディアリテラシーなど、質の異なるリテラシ
ーを意味している。特に、開発途上国においては安価なデジタル端末の普及により、有線
によるデジタル化を飛び越えて、急激に社会のデジタル化が進みつつある。デジタル端末
を活用し、映像を含むデジタル情報を読み解く能力としてのデジタルリテラシーは「文字
の読み書き」としての「識字」という訳語をあてることが困難になりつつあるといえよ
う。このことはユネスコが2000年代から「リテラシーの多元性」概念を提起しており、
デジタルリテラシーの習得は文字の読み書きに困難を抱える人々にとっても市民社会への
参画を促し、社会を変革する機会と力をもたらすものであることを問うてきた。同時に、
このような概念の変遷は、従来型の文字の読み書き学習に限定されたリテラシーの限界を
指摘するものとしても受け止められよう（坂本・長岡2025）。
翻って日本社会ではどうだろうか。日本社会では成人の基礎教育の機会保障に向けて多
方面からの活動が展開されているとはいえ、その学習課題については社会的な課題と照ら
し合わせて捉え直していくことが必要である。世界の動きと同様に、知識基盤社会の成立
に伴い、情報や知識が私たち人間の経済活動、文化活動の中心的な資源となり、いうまで
もなく、教育活動や研究活動における新しいイノベーションの推進が期待されている。さ
らには、現代は情報通信技術（ICT=Information and Communication Technology）が発展し、
情報の流通が急速に高度化した社会でもある。その特徴は、①インターネットの普及によ
り、情報が広く、かつ、迅速に共有されること、②社会のデジタル化が進み、生活のあら
ゆる側面に影響を与えていること、③同時に、私たちの日常生活におけるコミュニケーシ
ョンの在り様が、日々、急速に多様化していること、である。
このような社会の動向からも、今後、デジタルスキルの習得がますます、大きな課題と
なっていくことは不可避であろう。このようなことを提示すれば、「（読み書きが困難な人に
おいては）デジタルスキルなどよりも、まずは読み書き学習を優先にすべきだ。順序が間
違っているのではないか」と批判が聴こえてきそうである。確かにデジタル化に速やかに
移行することが困難な人びとも少なからず存在することから、格差（デジタル・ディバイド）
も拡大傾向にある。しかしながら、テクノロジーの進展は生活のさまざまな分野に浸透
し、私たちの学習、生活、仕事、交流、他者とのコミュニケーションのあり方を変えると
同時に、社会の課題においても積極的に意義が見出されてきている。基礎的なデジタルス
キルの習得とともに、多くの成人にとって、様々な生活課題へ対応する包括的アプローチ
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が有益であることに他ならない。読み書きが困難な人たちのみならず、高齢者、障害を抱
えている人や難病に苦しむ人々などの社会への参画を拡げ、共に生きる社会の創造に活用
していくことが可能である。本学会の今後の10年を展望するにあたり、より柔軟な発想
により成人の学習活動が展開されていくことが求められていることを改めて記し、本報告
を締めくくることとしたい。

追悼
本学会の創設に際してご教示いただいた小林文人会員（顧問）が2026年6月9日、逝去
されました。心より、哀悼の意を申し上げます。
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〈報告〉
第 10 回大会記念企画

設立 10 年をふりかえり、今後の 10 年を展望する
　―夜間中学の観点から―

岡田敏之（世界人権問題研究センター）

1. はじめに

基礎教育保障学会は、2016年8月21日、立川市の国立国語研究所での設立大会にて産
声を上げた。あれから10年、本学会では「人が人として生きていくための基礎教育をす
べての人へ」というコンセプトのもと、研究者、実践者、当事者、行政関係者等幅広いネ
ットワークを構築し、新しい「学会」のかたちを追究してきた。そして、2022年には日
本学術会議の協力学術研究団体に指定されるなど、学術的地位も確立している。今回のリ
レートークでは、この10年の歩みを振り返りつつ、そこから見出される今後の基礎教育
保障のあり方や方向性を探っていきたい。私からは夜間中学の現場が抱える課題と未来の
教育について述べていく。

2. 教育機会確保法制定後の夜間中学の設置状況と課題

奇しくも、「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する
法律（教育機会確保法）」が施行されたのが、本学会設立年の2016年の12月であり、これは
夜間中学の歴史において極めて大きな転換点となった。長年にわたり増設が停滞していた
夜間中学は、この10年間で約2倍の62校へと急増した 。しかし、この数字を「十分」と
捉えることはできない。いまだに設置すら検討されていない自治体があったり、県内に一
校も存在しない地域が残されたりしている事実は、学びの機会不平等の解消がまだまだ道
半ばであることを示している。形式的な設置数のみならず、実質的な学びの保障を全国規
模で実現するには、いまだ程遠い状況にあると言わざるを得ない 。

3. 夜間中学に関する学会の取組

この10年間、本学会は夜間中学の拡充と質的向上のために多角的な活動を展開してき
た。2022年以降、文部科学省や夜間中学等義務教育拡充議員連盟への要請書の提出活動
は、以下のように毎年継続して行ってきた。それぞれ、現場からの声をもとに学術的視点
から夜間中学の条件整備や制度改善の必要性について提言を行ってきた。
　2022年　大阪市の夜間中学統廃合に関する要望書（天王寺・文の里中学校の存続に向けて）
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　2023年　夜間中学の条件整備に関する要望書
　2024年　夜間中学のあり方に関する要請書
　2025年　夜間中学の制度改善に向けた要請書

さらに、研究大会や学会誌『基礎教育保障学研究』を通じ、夜間中学に関する研究発表
や実践発表により、現場の教育実践を理論的に裏付け、その知見を実践に活かすなど、実
践と理論の往還の役割を果たしてきた。

4. 夜間中学の可能性

夜間中学が有する可能性は、従来の「学習保障の場」という枠組みにとどまらず、現代
社会における多様な教育課題に応答する重要な教育資源として再評価されるべき段階にあ
る。つまり、「学習保障」はもとより、「学齢期の子どもの居場所」「インクルーシブ教育
の発信拠点」の観点からも、その意義と可能性を改めて整理することが求められている。

（1）これまで十分に学べなかった人たちの学習保障の場としての機能
夜間中学は、戦後の混乱期などにより、昼間に学校に通うことができない学齢期の子ど
もや義務教育を修了できなかった学齢経過者を主な対象として出発したが、その後、社会
構造の変化とともに対象となる学習者層は大きく広がってきた。様々な理由から本国で義
務教育を修了せずに日本で生活を始めることになった人たちや、形としては中学校を卒業
していても不登校や病気、経済的理由などにより十分に学ぶことができなかった人たちが
そうである。こうした人たちにとって、夜間中学は自己の人生を再構築するためのかけが
えのない場となっている。

（2）学齢期の子どもたちの居場所としての機能
夜間中学の生徒たちは、学ぶべき時に学べなかったからこそ、学びの大切さを知ってお
り、主体的に学んでいる。私自身、京都市の洛友中学校の校長経験から言えることは、学
びのエネルギーを失いかけていた不登校の子どもたちも、そのような多様な大人たちと共
に学ぶ中で大きな刺激を受け、改めて学ぶ意義について考えることができたことは間違い
ない。また、人生経験豊かな大人や多様な考え方・価値観の人たちに声をかけられたり、
一緒に行動したりすることにより、新たな活躍できる場が見つけられたり、自信を持ち直
したりできるようになる。つまり、自尊感情や自己有用感が高まり、多様性を尊重するこ
とができるようになる。
現在、私は三重県の「県立みえ四葉ヶ咲中学校」に関わっている（アドバイザーとして月

1回訪問させてもらっている）。この学校は、夜間中学コースに昼間部と夜間部、学びの多様
化学校コースにも昼間部と夜間部、合計4つのコースを設定し、夜間中学の生徒40名と学
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びの多様化学校の生徒30名が、ほとんどの授業（約8割）で交流しながら学んでいる。様
子を見ていると、誰が夜間中学の生徒で誰が多様化学校の生徒か分からないくらい、笑顔
で学び合っている。これまで、学校にほとんど登校することができなかった子どもがこん
な笑顔で、毎日楽しく登校できるようになったと思えば、こちらも笑顔になってくる。お
そらく、夜間中学の生徒も「なんでこの子が不登校だったんだ？」と思いながら接してい
ると思われる。当然、先生方の支援もあっての環境だが、このような環境は、従来の学校
で傷つき、自信を失った子どもたちにとって、安心して自己を回復できる「居場所」とし
て機能している。
特に重要なのは、多様な他者との関係性の中で生まれる学びの相互作用である。夜間中
学に通う学齢経過者の多くは、自らの意思で学びに向き合っており、その真摯な姿勢は子
どもたちに強い影響を与える。学びに対する主体性や粘り強さ、他者を尊重する態度な
ど、教室の中で自然に共有される価値観は、子どもたちにとって新たな学びの意味づけを
可能にする。また、人生経験の豊かな大人との対話や協働は、子どもたちの視野を広げ、
将来への展望を持つ契機ともなる。このように、夜間中学は単なる「代替的な学校」では
なく、従来の教育では得難い学びの経験を提供する場であり、学びの再構築を支える重要
な教育環境である。

（3）インクルーシブ教育の発信拠点
インクルーシブ教育は、すべての人が排除されることなく共に学ぶことを目指す理念で
あり、その実現には教育システムそのものの変革が求められる。夜間中学は、これまでの
過程において、すでに多様な学習者を包摂する教育実践を積み重ねてきた。年齢、国籍、
学習歴、障害の有無などが異なる人々が同じ教室で学び、それぞれのニーズに応じた支援
が行われる環境は、まさにインクルーシブ教育の理念を体現するものである。
さらに、夜間中学における教育実践は、「学習者を既存の授業システムに適応させる」
のではなく、「授業する側が学習者に合わせていく」という発想に基づいている。この視
点は、今後の学校教育全体にとって極めて重要である。画一的な教育モデルでは対応しき
れない多様なニーズが顕在化する現代において、夜間中学の実践は、柔軟で包摂的な教育
のあり方を示す先導的事例と位置づけることができる。また、その実践知を体系化し、他
の教育機関へと還元していくことにより、インクルーシブ教育の理念を社会全体に広げて
いくことが可能となる。

5. 今後の課題（学会としての役割）

以上のように、夜間中学は「学びの保障」「居場所の提供」「包摂的教育の実践」という
三つの側面において、現代社会が直面する教育課題に対する有効な応答を提示している。
「夜間中学は時代を映す鏡」を言われているように、それぞれの時代背景の中で学びを保
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証されなかった多様な人たちを受け入れてきた。この学会においても、多くの研究者が、
それぞれの時代背景や夜間中学の教育のあり方を分析し、その有用性や課題についても考
察してきた。その成果を活かし、今後の夜間中学のあり方はもちろん、学校教育や社会教
育のあり方についても提案ができればと思っている。さらには、公立夜間中学、自主夜間
中学、識字教室、日本語教室などの連携による学びの保障のネットワーク構築に向けた支
援と共に、全国夜間中学研究会等との連携、文部科学省及び自治体への提案も含め、夜間
中学の拡充に向けて学術的な支援を続けていきたい。
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〈報告〉
第 10 回大会年記念企画

設立 10 年をふりかえり、今後の 10 年を展望する
―日本語教育の立場から―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　野山 広（国立国語研究所）

1. はじめに

昨年（2025年）の第10回研究大会当日のリレートークの際には、当日配布した関連資料
を参考にして頂きながら、日本語教育の立場から、以下のような内容の報告・発表を行った。

1.  夜間中学の取り組みと日本語教育について―日本語教育関連の法制定や論文の動向
を踏まえつつ

2. 日本語教育の可能性（日本語教育を夜間中学で行うことの是非も含めた問題提起）
　（1）問題提起： 夜間中学で日本語教育を行うことの是非も含めて 

―憲法26条2項を踏まえつつ
　（2） 日本語教育の可能性－多文化理解の促進に繋がる日本語学級の設置法令に実現に

向けて
3. 今後の展望－最終的には日本語教育に関する環境整備の更なる充実を
　　⇒  地域全体で連携・協働しながら、言語・学習環境の整備を実施、展開していく

ことがますます肝要

ここでは、上記の資料、発表概要を踏まえつつ一部加筆・補足して、1の話を中心に報
告する。なお、日本語教育の動向に関連して大会の際に触れた「やさしい日本語」（1）や
「登録日本語教員」（2）については、この場では詳しく触れないこととしたい。

2.  夜間中学の取り組みと日本語教育について 

―日本語教育関連の法制定や論文の動向を踏まえつつ
2016年の8月に国立国語研究所において基礎教育保障学会の設立大会が開催された。そ

の際のリレートークの際にも、本学会のミッション等について、学際的・実践的観点から
意見交換を行った。そのミッションの一つが、同年12月に制定された教育機会確保法の
内容（特に以下の第3条第4号）を踏まえつつ、基礎教育保障の基盤構築に向けた基礎資料
（リテラシーに関する情報）の収集・蓄積に向けて、1948年以来実施されていない国レベルの
識字調査を近い将来実施することであった。日本語教育の立場からみても、言語学習支援
の環境整備やその支援活動・実践の充実に向けて、最重要課題の一つと捉えられるリテラ
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シーに関する調査の在り方や方法を追究することはミッションとなり、その調査の実現に
向けて、パイロット（試行）調査の実施、蓄積含めて少しずつ漸進しているところである
（野山2017, 2022; 野山他2026）。
ここでは、夜間中学の取り組みと日本語教育に関連して、まず、文部科学省のHPを参

照しながら、教育機会確保法（「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等
に関する法律」）と日本語教育推進法（「日本語教育の推進に関する法律」）に焦点を当てる。

（1）教育機会確保法の成立とその条文（第3条第4号）について

第3条（基本理念）第4号
「義務教育の段階における普通教育に相当する教育を十分に受けていない者の意思
を十分に尊重しつつ、その年齢又は国籍その他の置かれている事情にかかわりなく、
その能力に応じた教育を受ける機会が確保できるようにするとともに、その者が、そ
の教育を通じて、社会において自立的に生きる基礎を培い、豊かな人生を送ることが
できるよう、その教育水準の維持向上が図られるようにすること」（下線部分は筆者によ
る）

上記の条文、第3条第4号の「その年齢又は国籍その他の置かれている事情にかかわり
なく」という記述は、これまでに成立した関連の法律を見ても無かった内容であり、今後
の多様な言語・文化背景の人々に対する基礎教育の保障や、その基盤となる共生社会の構
築に向けて、極めて画期的な、ターニングポイントとなるような法律が成立したと考えら
れよう。この場を借りて、長年に亘り、この法律の成立に関わったさまざまな方々に対し
て、改めて感謝申し上げたい。
この法律が成立して約3年が経過した2019年の6月には、以下のような日本語教育に関
する基本法が成立した。

（2）日本語教育の推進に関する法律（日本語教育推進法）について
1）法律の目的　
法律の主な目的について、三つあげるとすれば、「外国人等が日本語を学ぶ機会を保障
すること」「日本語教育を通じて「外国人の生活の安定と向上」および「多文化共生社会
の実現」に資すること」「国・地方公共団体・教育機関・事業者・市民が協働して推進す
るための基本的枠組としてこの法律を定めること」などがあげられよう。

2）法律の要点
法律の要点としては「「外国人への日本語教育を国・自治体の責務」として明記し、地
域・教育機関・企業・市民の協働体制を制度化したこと」「実務、体制構築に向けて目指
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していくこととして、「地域日本語教育の拠点形成」、「日本語教師資格制度（登録日本語教
員制度）の整備」、「企業・地域（自治体等）での日本語教育、学習支援の正当化」、「財政的
裏付けによる施策の持続性」など」があげられる。

3）法律の特徴
この法律の特徴としては、「外国人が生活・就労・学習のために必要な日本語教育を

「国家の責務」として位置づけた初めての法律」であること。また、責務を果たすために、
①国・自治体・教育機関・企業・市民の「多層的な責務や役割を明記」、②「学習機会保
障」の理念の明示、③「推進体制の構築」の制度化を目指すことが明記されていることで
ある。

この法律を踏まえた今後の課題としては、制度の整備、充実に向けて、実態に即した
「日本語教員資格制度」「地域日本語教育の拠点づくり」などの展開と、「実効性ある財政
支援」などがあげられよう。

（3）2つの基本法に通底していることについて
ここでは、教育機会確保法と日本語教育推進法の理念、目的等を踏まえて、これらの基
本法に通底していることに焦点を当てる。
既に述べたように、2019年の6月に日本語教育推進法が成立した。この法律の目的の一
つは「外国人等が日本語を学ぶ機会を保障すること」である。教育機会確保法の「その年
齢又は国籍その他の置かれている事情にかかわりなく～」（第3条第4号）と重なる部分が
あると捉えられる。
次の目的として、日本語教育を通じて「外国人の生活の安定と向上」および「多文化共
生社会の実現」に資すること、と掲げていることについても、「その年齢又は国籍その他
の置かれている事情にかかわりなく」という記述の根本概念と通底していると捉えられる。
その次の目的として「国・地方公共団体・教育機関・事業者・市民が協働して推進する
ための基本的枠組としてこの法律を定めること」とあるが、教育機会確保法も、地域の多
様な関係者が基礎教育の保障に向けた諸活動を連携・協力（協働）しながら推進するため
の基本的枠組みとして定められたところがあり、その意味では、地域のさまざまな状況を
認識しつつも、法律の想い描く多様性を重んじる共生社会づくりのビジョンの根底にある
学びの場の確保、保障に対する考え方が通底していると思われる。

（4）『基礎教育保障学研究』における日本語教育関連の論文に関して（表1参照）

1）全体的な潮流について―概要について
現場の多様性への適応に関しては、地域日本語教育でのUD導入や、夜間中学・自主夜
間中学の実践知を通じ、学習者の生活・背景に沿う環境調整と協働が肝要であること等が
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各論文を通して主張されている。
測定・評価の再設計に関しては、日本語（読字）能力の「できる記述」や日本語リテラ

シー調査の設計原理を見直し、政策に橋渡しする視点の強化が肝要であること等が主張さ
れている。
子ども・若者支援との接続に関しては、日本語支援がやがては進学・教科学習・再学習
支援へと広がり、こうした連携・協働が繋がっていくことにより、制度外支援の役割と制
度化の課題が可視化されつつあることが窺える。

2）日本語教育の関連論文の整理・総括
まず、論文の対象の広がりについては、夜間中学・地域教室・自主夜間中学・識字教室
など、制度内外を横断している。また、対象となる学習者については、海外にルーツを持
つ子ども・若者・成人へと広域化している。
次に、調査・研究方法（メソドロジー）については、「ナラティブ研究」「教室リストや政策文書

の分析」「意識調査・自由記述分析」「できる記述」の数量分析など、多角化の傾向にある。
その次に、論文で提言、提示された知見の主な傾向としては、「人材確保と役割分担（創

刊号）」、「評価基準の再設計（第3号、第6号）」、「制度接続の課題（第4号）」、「人権・UD視
点の導入（第7号、第8号）」などがあげられる。
さいごに、提言・示唆としては、「日本語教育の持続可能な基盤づくりには「制度化」

「基盤構築」の維持・充実」「アクションリサーチ的な横断・縦断的な実態調査の実施、展
開と政策への応用・援用、接続（期待される最重要な調査の一つとしてリテラシーに関する調査も
含まれる）」「人権・UD的な視点の確認と理解の促進」「人材の確保、教材・学習環境の整
備」などがあげられよう。

2. 日本語教育の可能性（日本語教育を夜間中学で行うことの是非も含めた問題提起）

（1）問題提起：夜間中学で日本語教育を行うことの是非―憲法26条第2項を踏まえつつ
夜間中学で日本語教育を実施することの是非に関しては、以下の条文＝憲法26条第2項
を踏まえると、既に述べた教育機会確保法の第3条第4号にあるように「その年齢又は国
籍その他の置かれている事情にかかわりなく」、現場の多様な言語・文化背景の学習者が
日本語支援を要望しているとしたら、彼ら（彼／彼女）を対象に日本語の教育／学習支援
を実施することが必要であり、こうした環境を提供することが保障されているものと考え
られる。この場合、「国民」という用語の解釈にもよるが、ここでは広義の解釈をするこ
とにより、「国民」の意味を「コミュニティで生活する（国籍を超えた）住民」と同義と解
釈した上で述べている、ということについて了解いただきたい。

憲法26条第2項：「すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女
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に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする」

つまり、この条文の広義の解釈により、換言すれば「コミュニティで生活する（国籍を超えた）
住民」に教育を受ける／学ぶ権利を保障し、保護者にはその教育を受ける義務を課すもので
あり、義務教育は無償であることが明示されているものと捉えることも可能であろう。
教育機会確保法第3条（第4号）と憲法26条（第2項）を踏まえただけでは、日本語教育
を夜間中学で行うこと（日本語を学ぶための場を確保すること）を「是」とする（容認する）に
は、法律的根拠が不十分ということであれば、以下の条約も根拠の一つとして加えること
ができよう。

（2）「児童の権利に関する条約」の28条を踏まえつつ
1989年11月に「児童の権利に関する条約」が国連総会において採択され、日本では、

1994年の3月に国会において批准、5月に公布された。この条約の28条には、以下のよう
に、子どもの学習権（教育の権利）に関する記述がある（外務省のHPを参照・引用）。

第28条
1　 締約国は、教育についての児童の権利を認めるものとし、この権利を漸進的に
かつ機会の平等を基礎として達成するため、特に、

　（a） 初等教育を義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとする。
　（b）  種々の形態の中等教育（一般教育及び職業教育を含む。）の発展を奨励し、すべて

の児童に対し、これらの中等教育が利用可能であり、かつ、これらを利用す
る機会が与えられるものとし、例えば、無償教育の導入、必要な場合におけ
る財政的援助の提供のような適当な措置をとる。

　（c）  すべての適当な方法により、能力に応じ、すべての者に対して高等教育を利
用する機会が与えられるものとする。

　（d）  すべての児童に対し、教育及び職業に関する情報及び指導が利用可能であり、
かつ、これらを利用する機会が与えられるものとする。

　（e） 定期的な登校及び中途退学率の減少を奨励するための措置をとる。
2　 締約国は、学校の規律が児童の人間の尊厳に適合する方法で及びこの条約に従
って運用されることを確保するためのすべての適当な措置をとる。

3　 締約国は、特に全世界における無知及び非識字の廃絶に寄与し並びに科学上及
び技術上の知識並びに最新の教育方法の利用を容易にするため、教育に関する
事項についての国際協力を促進し、及び奨励する。これに関しては、特に、開
発途上国の必要を考慮する。

日本では、残念ながら、いまだ多様な言語・文化背景の学習希望者に対して、十分な対
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応がなされていないと言えよう。文部科学省や教育の現場（教育委員会、夜間中学、日本語学
習支援関係者など）には、学習権の保障に向けて、地域住民の一人である日本語学習希望者
に対しては、国籍を超えたて適切な学びの場を提供し、教育を享受できるような環境整備
の充実に向けた役割を果たすことが期待されていると考えられる。実態としては、なかな
か理想通りに役割（責任）は果たされず、必要な政策・施策はいまだ実現、展開されるこ
となく、環境整備の充実についても進展していない状況にある、と思われる。
この状況は憲法98条2項「国際法規－誠実な遵守」を踏まえるならば、大きな問題であ

り、日本語を学びたい人の需要に応える学びの場を確保して学習権の保障を図ることは、
最重要課題の一つと考えられる。

（2） 日本語教育の可能性を探る 

―多文化理解の促進に繋がる日本語学級の設置法令に実現に向けて
日本語教育とは、異文化間教育や多文化教育の実践課題の一つと捉えられる（野山2017, 

2022; 野山他2026）。そのことや、既に述べた日本語教育推進法の法律の目的「外国人等が
日本語を学ぶ機会を保障すること」「日本語教育を通じて「外国人の生活の安定と向上」
および「多文化共生社会の実現」に資すること」「国・地方公共団体・教育機関・事業
者・市民が協働して推進するための基本的枠組としてこの法律を定めること」などを踏ま
えると、夜間中学や地域の日本語教育の現場における日本語教育／学習支援の充実は、ひ
いては多文化理解の促進に繋がり、共生社会の構築にも貢献するものと考えられる。
こうした充実、学びの場の確保、維持を図っていくためには、夜間中学の設置にとどま
らず、その現場における日本語学級の設置に関する法令の成立も今後期待されよう。

3. 今後の展望―最終的には日本語教育に関する環境整備の更なる充実を

令和8（2026）年1月に「夜間中学設置促進説明会 夜間中学の現状と文部科学省の取組
について」が開催された。以下、その時の資料を踏まえて、日本語教育に関する環境整備
の更なる充実について考えたい。その資料の「夜間中学の設置促進等に係る政府方針等」
の頁の中に、菅内閣総理大臣答弁（令和3年1月25日衆議院予算委員会）や教育振興基本計画
（令和5年6月16日閣議決定）が改めて掲載されている（ここではその文書を以下に引用する）。こ
の答弁や計画についてはこの資料同様、政府の重要な方針として、これまで、さまざまな
ところで引用されてきたものと捉えられる。

「夜間中学は、高齢の方や不登校経験者など、十分な教育を受けられなかった方々
に対して、また、日本で生活する外国人の方々を受け入れる重要な役割を果たしてい
ると認識しております。 引き続き、夜間中学の教育活動を支援するとともに、今後5
年間で全ての都道府県・指定都市に夜間中学が少なくとも1つ設置される、このこと
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を目指し、全国知事会や指定都市市長会の協力を得て、取り組んでいきたい、このよ
うに思います。」菅内閣総理大臣答弁（令和3年1月25日衆議院予算委員会）

「夜間中学の設置・充実 ・学齢経過者であって小・中学校等における就学の機会が
提供されなかった者の中に、就学機会の提供を希望する者が多く存在することを踏ま
え、夜間中学の設置を促進するとともに、夜間中学における就学機会の提供等の措置
を講ずる。具体的には、夜間中学は、義務教育未修了者に加え、外国籍の者、入学希
望既卒者、不登校となっている学齢生徒等の多様な生徒を受け入れる重要な役割を担
っていることから、教育機会確保法等に基づき、全ての都道府県・指定都市に少なく
とも一つの夜間中学が設置されるよう促進するとともに、夜間中学の教育活動や広報
の充実、 受け入れる生徒の拡大を図るなど、教育機会の確保等に関する施策を総合的
に推進する。」教育振興基本計画（令和5年6月16日閣議決定）

これらの内容を改めて振り返り、踏まえるならば、1、2章でも触れたように、地域全
体で連携・協働しながら、日本語を学びたい人々（年齢又は国籍その他の置かれている事情に
かかわりなく、その学習希望者）の需要に応えるため、言語・学習環境の整備・充実を図って
いくことがますます肝要となってこよう。

参考資料：当日の配布資料の一部

表 1：『基礎教育保障学研究』創刊号～第8号日本語教育関連論文・報告要約
号 著者・題目 対象 方法 主な知見 提言・示唆

創刊号
（2017）

野山広「夜間中学に
おける日本語の教育
を支える人材に必要
な資質・能力」

夜間中学で日本語教
育に携わる人材（専
門家・コーディネー
ター・ボランティア）

既存実践の分析、
人材像の理論的
整理

「システムコー
ディネーター」の
存在が日本語教育
基盤形成の鍵

人材養成における役
割分担の明確化と制
度的支援の必要性

第3号
（2019）

伊藤秀明「読字能力
の評価尺度の再考」

CEFR A1/A2レベル
相当の外国人学習者

「できる記述」の
数量的テキスト
分析

読字能力の評価に
「社会的エージェ
ント」としての観
点が不足

読字指導で「社会的
参加」を視野に入れ
た評価基準設計が必
要

第4号
（2020）

相良好美「千葉県の
地域日本語支援と子
ども・若者支援」

千葉県内の日本語教
室・外国にルーツを
持つ子ども

教室リスト再分
析、政策比較

日本語支援が進学
準備・学力補習へ
拡張

非制度領域の支援を
制度と接続する政策
設計が課題

第4号
（2020）

小島祥美「愛知県に
おける公立夜間中学
の必要性」

学齢超過の外国人青
少年

夜間中学関係
者・学習者事例
調査

学び直し機会の欠
如が進学・生活適
応を阻害

公立夜間中学の再設
置と包括的支援体制
が急務

第6号
（2022）

野山広「日本語リテ
ラシー調査の意義と
留意点」

日本語リテラシー調
査の設計関係者

シンポジウム報
告を踏まえた論
考

調査が基礎教育保
障政策の基盤とな
る意義

調査設計に社会的包
摂視点を組み込む必
要

第6号
（2022）

前川喜平「リテラ
シー調査と政策」

外国人の日本語リテ
ラシー

政策・調査設計
の文献的検討

リテラシー調査は
政策展開の鍵

調査結果を政策へ反
映するメカニズム構
築が必要

第6号
（2022）

工藤慶一「自主夜間
中学からみた日本語
リテラシー課題」

自主夜間中学の外国
人学習者

実践事例の分析 教材・学習者背景
の多様性が課題

書記環境や教材整備、
個別対応が不可欠

第7号
（2023）

菅原智恵美「人権を
礎にした識字・日本
語教室づくり」

大阪の識字・日本語
教室のボランティア

意識調査（質問
紙・自由記述分
析）

人権視点の欠如が
活動の持続性を制
約

啓発・研修・変化の
可視化による持続的
教室運営
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第8号
（2024）

横山りえこ「地域日
本語教育における
UDの試み」

地域日本語教室の教
師と学習者

教師3名のナラ
ティブ分析

UDが学習者のみ
ならず教師実践を
活性化

UDを学習保障の枠組
みに導入することで
包括的教育を促進

注
（1）夜間中学とも関連深い地域の日本語教育の現場や自治体等では、特に2000年代以降、「やさしい日

本語」という概念の形成、広がり、実践活用等があった（佐藤2006、庵2016参照）。

（2）「登録日本語教員」という資格制度は、日本における在留外国人の増加や多文化共生社会の実現に

向けて、日本語教育の質の向上と専門性の確保を目的として、まず「日本語教育の適正かつ確実

な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関する法律」（通称： 日本語教育機関認定法）が

2023年5 月に成立し、2024年4月に施行、創設された国家資格である（文部科学省のHP参照）。

引用・参考文献
庵 功雄（2016）『やさしい日本語─多文化共生社会へ』 岩波新書。

伊藤秀明（2019）「読字能力の評価尺度の再考」『基礎教育保障学研究』第3号。

小島祥美（2020）「愛知県における公立夜間中学の必要性」『基礎教育保障学研究』第4号。

工藤慶一（2022）「自主夜間中学からみた日本語リテラシー課題」『基礎教育保障学研究』第6号。

前川喜平（2022）「リテラシー調査と政策」『基礎教育保障学研究』第6号。

野山広（2017）「夜間中学における日本語の教育を支える人材に必要な資質・能力」『基礎教育保障学研

究』創刊号。

野山広（2022）「日本語リテラシー調査の意義と留意点」『基礎教育保障学研究』第6号。

野山広・朝日祥之・横山詔一・竹本直也 著（2026）『日本の識字率はほんとうに高いのか？「当たり前」

を問い直すために』コミュニケーションの未来を創る』文学通信。

相良好美（2020）「千葉県の地域日本語支援と子ども・若者支援」『基礎教育保障学研究』第4号。

佐藤和之（2006）『外国人被災者のための「やさしい日本語」を用いた災害時の情報伝達についての研

究─研究成果報告書』。

菅原智恵美（2023）「人権を礎にした識字・日本語教室づくり」『基礎教育保障学研究』第7号。

横山りえこ（2024）「地域日本語教育におけるUDの試み」『基礎教育保障学研究』第8号。

文部科学省のHPの中のhttps://www.mext.go.jp/a_menu/nihongo_kyoiku/kyoiku/suishin_houritsu/の

「日本語教育の推進に関する法律概要」の頁参照（2026年7月7日）

文部科学省のHPの中の義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

の公布について（通知）：文部科学省の頁参照（2026年7月15日）

文部科学省の資料：【文部科学省】夜間中学の現状と文部科学省の取組について（令和8年1月19日夜

間中学設置促進説明会会議資料）の頁参照（2026年7月15日）

文部科学省のHPの中の登録日本語教員の登録申請の手引きの頁を参照（2026年7月15日）

外務省のHPの中の「児童の権利に関する条約」全文の頁参照（2026年7月11日）
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〈報告〉
第 10 回大会記念企画

設立 10 年をふりかえり、今後の 10 年を展望する
―識字の観点から―

森 実（大阪教育大学名誉教授）

はじめに

会創設のころをふりかえると、いくつかのことが思い出される。
ひとつは、学会名のことである。本学会の日本語名は「基礎教育保障学会」であり、英
語名は「Japan Society for The Study of Basic Education and Literacies」となっており、
複数形で「リテラシー」という言葉が入っている。literacies（識字）という単語が英語名
では入っている一方で、日本語名では入っていないのはなぜか、10年たった現在、改め
て考えてみることも有益であろう。
もうひとつは、互いの呼び方についてである。草創期のころに、互いの呼び方が議論に
なった。「先生」をつけて呼ぶ人もいたので、わたしは、すべての会員に対して「さん」
づけで呼ぶことを提案した。もちろん「会員」づけて呼ぶこともOKである。問題は、あ
る人を「先生」と呼び、別な人は「先生」と呼ばないということである。わたしがめざし
たのは、「さん」づけであれ「会員」づけであれ、会員間の関係を対等なものにすること
であった。この点も、10年経った現在、実際にどのように呼び合っているか、どう呼び
合うのが望ましいか、改めて考えてみてもよいであろうと思う。
この二つを前提としつつ、識字という観点からふりかえってみたい。

［1］日韓基礎教育共同プロジェクト

識字という枠組みで学会をあげて取り組んだ最大のものは日韓交流であり、その中から
生まれた日韓識字学習者共同宣言だった。
正式名称は、「日韓基礎教育共同プロジェクト（トヨタ財団　国際助成プログラム、2017～

2019）」である。この成果の一つが「日韓識字学習者共同宣言（2019年）」である。小さな
冊子もつくられた。日本語、韓国語、英語・3カ国語に訳された宣言文と宣言文作成の経
過などがまとめられている。
日韓交流の報告書もつくられた。編集・発行：基礎教育保障学会、全国文解・基礎教育
協議会『子どもの頃に学べなかったからこそ：韓国と日本の識字・基礎教育』（プロジェク
ト報告書、2021年3月刊行）である。第1部は序論として、「日韓識字学習者共同宣言」と日
韓識字・基礎教育共同プロジェクトの広がりについて、第2部は、韓国の識字・基礎教育
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について、第3部は、日本の識字・教育についてまとめられている。日韓の識字・基礎教
育についてのこれまでと現状・課題についてまとめられた一冊であり、研究としての意義
も大きい。この報告書は、わたしがその後、識字問題を研究するにあたって、くりかえし
参照することとなった。

［2］識字から成人基礎教育システムへ

学会の今後を考えると、識字運動の蓄積をふまえて、「成人基礎教育システム」を産み
出すことが、大きな課題であり、目標となるべきだ。
その必要性は次のような点にある。わたしの住んでいる大阪府など、識字学級・日本語
教室・夜間中学の連携が進んでいる地域では、成人基礎教育を推進する総合的教育制度の
必要性が明確になってきている。識字学級や地域日本語教室、自主夜間中学の多くは1週
間に1回、2時間程度でおこなわれている。これでは、もっと集中して学びたい人の要望
に応えることができない。他方で、公立の夜間中学は毎夜開設され、原則として毎晩登校
することが期待されている。しかも、夕食をゆっくり食べる時間もとれない。いずれか一
つでは、学習者のニーズに応えきれない。さらにいえば、この両方とも異なる、さまざま
な学習機会があってよいはずだ。それがここでいう成人基礎教育システムである。
そういう制度をつくり出す可能性も広がっている。中教審（第138回）では、「子供や若
者、社会人、高齢者、障害者や外国人など、誰もが年齢を問わず学び続け、一人ひとりが
求める多様な学びを互いに尊重し合いながら地域社会の担い手を育み、地域コミュニティ
の基盤を安定させる地域づくりとしての社会教育の振興が重要である」などと論じられて
いる。まだ、そのような機会をどのように保障するかという議論までは進んでいない。学
会として提案すれば、動きをつくれるかも知れない。

［3］識字・成人基礎教育のための研究

以上のようなことから、研究課題は次のようになる。
ひとつは、諸外国における成人基礎教育システムの比較研究である。諸外国では、成人
基礎教育制度が産み出されてきている。それらの実態を把握し、どうすれば日本の成人基
礎教育システムをつくることができるかの参考にする。
もうひとつは、日本におけるさまざまな潜在的学習者のニーズ研究である。識字・成人
基礎教育機会を求めている集団として、日本には大きく、①かつて子どもの頃に学校で教
育を十分受けられなかった未就学・義務教育未修了の人たち、②現在不登校、もしくは最
近不登校のままで学校を形式的に卒業した比較的若い人たち、③海外から日本に来て日本
語や日本社会の制度、自分の持つ権利などについて学びたい人たち、などがいる。この人
たちはどのように暮らし、どのような学習機会を望んでいるのかを調査するのである。
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「国勢調査活用プロジェクト」もこの中に位置づけられよう。
最後に、学習内容や学習方法などのイノベーションをいかにすすめるかという問題の研
究である。やや古いと感じられるかも知れないが、学習論として正統的周辺参加論があ
る。これは、人がさまざまな学習をするうえで、集団の存在が大きな意味をもつことを論
じている。また、日本語という言語の特性についての議論もある。わたしの知る限り、日
本語はおしゃべりで学ぶのに敵した言語である。これらの特性を活かして、新しい学習
論・教育論をつくるべきである。

おわりに

研究と現場の接点はどのようにつくられており、これからどのように広がっていくの
か。それによって、学会の方向は大きく違ってくるように思われる。学習者や潜在的学習
者の実態についても、数字だけでわかる部分は少ない。ぜひとも、一人ひとりの学習者の
姿や、学級・教室での学習の様子が浮き彫りになるような研究を期待したい。成人基礎教
育システムづくりも、その延長線上にあると革新している。よろしくお願いします。
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〈報告〉
第 10 回大会記念企画

設立 10 年をふりかえり、今後の 10 年を展望する
―生活困窮者の学習支援の立場から―

宮嶋晴子（九州女子短期大学）　

１. はじめに―生活困窮者を巡る法制度の動向も踏まえ

本学会が設立された時期と同時期の2012(H 24)年、生活保護法の改正法、生活困窮者自
立支援法が成立した。この法律は、従来の生活保護制度といった「保護」や社会保険制
度・労働保険制度といった「保険」の制度に加え、「自立支援」を柱に据えた大きな転換
点となった法律制定であった。また、「子どもの学習・生活支援事業」が位置付けられ、
①生活困窮者である子どもへの学習援助、②生活困窮者である子ども及び当該子どもの保
護者に対する子どもの生活習慣及び育成環境の改善助言、③生活困窮者である子どもの進
路選択その他の教育及び就労に関する相談対応や情報提供及び助言、並びに関係機関との
連絡調整が規定され、より福祉＋教育という観点のもと、学習支援や学習環境を整え、自
立を促す支援、すなわち生活困窮者の主体形成を目指す法的根拠を整えた制度であった。
そこで、これらの背景とともに、学会設立10年に際し、学会を中心とした研究蓄積から

「生活困窮者の学習支援」がどのように実践され、研究されてきたのかを概観してみる。

2. 基礎教育保障学会関連の研究の蓄積

2-1. 大学が地域の「子どもの貧困問題」解決に向けた拠点としての機能を果たす
2017年、学会誌第1号に嘉納英明会員が執筆された研究ノート「子どもの貧困問題と大

学の地域貢献―子どもの居場所学生ボランティアセンターの設立を中心に」がある。この
論文では、沖縄の子どもの貧困問題は全国平均より突出して深刻であることを踏まえ、大
学のカリキュラムに組み込み、地域連携しながら学生がこの地域活動に参加する授業に取
り組み、その成果として産官大による「コンソ沖縄」という学生ボランティアセンターが
設立された経緯がまとめられている。またさらに、そのセンター設置により、学生を派遣
する仕組みとしての事業が構築され、大学が地域の子どもの貧困問題解決に向けた拠点と
しての機能を果たしていた。

2-2. 生活課題を社会権としてとらえソーシャルワーク手法で取り組む学力保障
2019年、学会誌第3号に棚田洋平会員が執筆された書評、高田一宏著『ウェルビーイン
グを実現する学力保障教育と福祉の橋渡しを考える』がある。ここでは、学力の格差縮小
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のみならず、生活背景等と学力との関係性、すなわち「ウェルビーイング」の実現という
観点から学校の学力保障をしていく実践の意義があることをとらえられている。特に、同
和地区を校区に有する中学の事例では、生活課題に取り組むソーシャルワークの手法で学
校における「社会権としての学力保障」＝「人権保障」としての働きかけが重要であるこ
とを取り上げていた。

2-3. 支える側が支える自立支援の仕組みづくり
また同じく2019年、櫛部武俊会員が執筆された雑誌『住民と自治（特集：「官と民」、その

連携のあるべき姿）』の「生活困窮者支援を通じた住民の生活力形成と『官民協働』」の原稿
や『釧路市の生活保護行政と福祉職・櫛部武俊―自治にひとあり〈５〉』がある。ホームペ
ージ「インタビューサイト・ユーフォニアム」のサイトでは、「生活困窮者自立支援法に
ついて」を櫛部会員にインタビューした内容が掲載され、ここでは、生活困窮者支援にお
いて支えられる側が支える自立支援の仕組みづくりの実践をもとに、制度においては、人
の断面だけではなく、危機に至る経路を見て支援していくことが大事であること、また生
活保護の「自立支援プログラム」では、「漁網作り」などの生産活動に取り組み社会参加
していくしくみをつくることによって、地域の担い手として活躍することができ、それに
よって地域の人も生活困窮者を住民として認知していくことが自立支援においては大切だ
と述べられていた。

2-4. 教育と福祉の独自性とともに双眼的視差を活かした協働の重要性
2020年、学会誌第4号に吉田敦彦会員が執筆された論文「〈教育×福祉〉四象限マップ

の双眼的視座―教育と福祉の視差を活かした連携のために」がある。ここでは、「教育と
福祉」の連携の実践的、理論的整理としての「教育福祉論」の可視化（見取り図・マップ）
がなされ、教育と福祉の実践においては、教育的眼差しと福祉的眼差しの中核にある独自
の視点は保持されたまま、双眼的な奥行きのある像が描きだされており、教育と福祉の連
携では、それぞれが自らと相手の立ち位置と傾向（その強みと限界）をリフレクションし、
互いの独自性を尊重しつつ協働していくことの重要性が述べられていた。

2-5. 生活困難な家庭の幼児が地域活動参加においてもたらされる生存確認と主体形成
また同じく2020年、学会誌第4号に自身が執筆した実践論文「地域活動参加が生活困難

を抱えた子育て家庭の幼児にもたらす効果や影響―公営団地で試みた実践事例をもとに」
がある。ここでは、生活困難を抱えた子育て家庭の生活現実を踏まえ、1つの試みとして
公営団地集会室における支援活動に取り組み、その活動がどのように幼児に影響をもたら
しているのかをとらえていった。そこでは、活動参加への敷居を下げ、間口を広げ、疎外
感をもたずに乳幼児の親子が日常的に参加しやすい活動をつくっていくことによって、乳
幼児の衣食住を確認できる場、すなわち生存を確認の場として機能していることがわかっ



第 10回大会報告 基礎教育保障学研究　第 10号　2026.08

186

た。さらに、幼児でも作れる簡単な食事を「つくって食べる体験」の場、発達段階に応じ
た「子どもの文化」に出会わせる場、幼児自身が準備や後片付けに関わり「ともに（活動
を）つくる」場や機会となっており、幼児の主体形成の一側面をとらえることができた。

2-6. 命の営みと住民が主役となることを大切にした地域づくり
2022年、学会誌第6号に河野和枝会員が執筆された書評、谷川至孝・岩槻和也著『子ど

もと家庭を包み込む地域づくり－教育と福祉のホリスティックな支援』がある。ここで
は、教育と福祉のホリスティック、命の営みを大切にした地域づくりモデル、様々な機関
が連携して住民が主役となる地域とボランタリー組織の取り組み事例が取り上げられ、
「学校は地域の中の一機関と捉え、地域づくりではボランタリー組織が核となる役割を果
たしうる」ことに着目されていた。また、学校と地域をつなぐソーシャルワーカーの位置
づけが重要であるが、配置が不十分であるとの課題を指摘している。

2-7. 子どもの学習支援だけでなく大人の人間関係ケアから貧困の世代間再生産を脱却する
2023年、学会誌第7号に大多和直樹会員が執筆された書評、横井敏郎著『子ども・若者

の居場所と貧困支援学習支援・学校内カフェ・ユースワーク等での取組』がある。ここで
は、「子どもの貧困」の視角が「大人の貧困」問題を覆い隠し、貧困を脱却させることを
重要視する「貧困の個人主義的理解」を招き、貧困の世代間再生産（スパイラル）という
考え方が個人責任論にもとづき教育機会の問題にすり替えるものであるとの指摘から、
「学習支援のみにとどまっていては十全な支援を行うことはできない」と述べられている。
そこで、能力形成に絡め取られた「非真性社会」から人間関係のケアの場である「真性社
会」として成立させる実践の重要性が述べられていた。
　

3. これまでとこれからの「生活困窮者の学習支援」

3-1. 生活困窮者の問題構造とその理解
1つは、「問題が見えにくい」状況があり、その結果、支援対象の遡上に上らず排除さ
れている場合もあり得る。一方、生活困窮という問題のインパクトが大きいため、たとえ
ポジティブな面があってもそちらに光があたらないという状況に陥っている。結果とし
て、問題を内包してしまう構造によって、負の連鎖を生み出し、厳しい生活現実から抜け
出せなくなっている現状がある。危機に至る経路を踏まえる（櫛部2015）ことが、まず学
習支援を行っていくための前提といえる。

2つは、「生存保障を含む課題」をとらえ、実践していく必要性である。具体的には、
生活課題を社会権＝人権保障ととらえ学力保障を考えていくこと（高田2019）、生活保護か
ら社会参加を促し自立支援に取り組んでいく実践（櫛部2015）、地域活動参加実践によって
生存確認と主体形成を促していく実践（宮嶋2020）、大人の人間関係ケアから世代間再生産
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を脱却する場づくりをしていく実践（横井2023）など、命の保障をしていく実践から基礎
教育保障に取り組んでいくことが重要であることがわかった。

3-2. 生活困窮者への学習支援で大切にしていた視点
本学会の実践や研究の蓄積において生活困窮者への学習支援で大切にしていた視点と
は、命の営みを大前提とした生存権保障の視点、学力の支援に留まらない人間関係のケア
の視点、支援される側という支援の客体に陥らせるのではなく、エンパワーメントや主体
形成という自立して生きていくための主体になるための支援の視点、個別のケースワーク
に留まらずソーシャルワーク手法を用いて社会や地域と絡めながら支援をしていく視点、
ものをつくるという生産活動から社会参加する仕組みつくっていくという視点であった。

3-3. ではこの問題の解決を誰が担うのか
では、この問題の解決は誰が担うのか。本学会の蓄積では、公的な支援制度の推進とと
もに、官民協働による仕組みづくり（櫛部2015）、福祉や教育の専門職が連携しながら（高
田2019、吉田2020）、地域住民がともに関わる支援実践の創造（宮嶋2020）、さらに大学の物
的・人的資源を活用した支援（嘉納2017、横井2023）など、地域ぐるみで取り組んでいく実
践や研究が提起されている。

3-4. 本学会の実践と研究の到達点と今後に向けて
本学会が設立10年で取り組んできた実践と研究の方向性は、「生活困窮者」当事者を決

して福祉的なサービスの客体に留めて支援していくことではなく、支援者が一人一人の直
面している課題を理解し、各々の持っている力を引き出す支援、すなわち当事者を学習主
体としてとらえ、その主体形成を支えることを目指してきたといえる。そこには、実践者
と研究者がともに議論し研究に取り組む本学会だからこそ、「生活困窮者と学習支援」の
可能性を見ることができる。今後においても引き続き、実践と研究の両輪に取り組み、生
活困窮者の基礎教育保障を目指していくことが期待されている。

参考文献・引用文献
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〈報告〉
第 10 回大会記念企画

設立 10 年をふりかえり、今後の 10 年を展望する
―障がい者の基礎教育・生涯学習の立場から―

津田英二（神戸大学）

本学会がこの10年にわたり蓄積してきた研究と実践を、「障がい」という観点からふり
かえるとき、まず確認しておくべきことは、本学会が扱ってきたテーマそのものが、常に
社会の周縁に置かれてきた人々の問題と深く結びついてきたという点である。夜間中学、
識字教育、日本語教育、生活困窮者支援といった領域は、一見すると個別のテーマのよう
に見えるが、それらの背景には、貧困、労働、ジェンダー、そして障がいといった複合的
な課題が横たわっている。とりわけ「障がい」という視点からは、基礎教育保障の問題は
単なる教育機会の不足や学力の問題としてだけではなく、教育からの排除、そして社会へ
の参加そのものが制限されてきた歴史と構造の問題、さらには保障されるべき教育とは何
かという問題として捉え直される必要がある。
このような問題意識に立ち、本論では『基礎教育保障学研究』創刊号から第8号までに
収録された論文を概観する。その際、次の二つの流れに即して整理することとした。一つ
は、障がい者がいかにして基礎教育から排除されてきたのか、その実態と構造を明らかに
しようとする研究であり、もう一つは、そうした排除の状況を踏まえつつ、どのように学
びを捉え直し、保障していくのかという視点からの研究である。これら二つの流れは互い
に独立したものではなく、排除の構造を明らかにすることが、新たな学びのあり方を構想
するための前提となっているという関係にある。

1. 障がい者排除の実態とその多層的構造

まず、学会創設期から現在に至るまで継続されてきた、障がい者が教育からいかに排除
されてきたかを探る研究を整理する。これらの研究は、単なる教育機会の欠如だけでな
く、歴史的、制度的、そして実質的な側面から、障がい者が「教育の対象」から組織的に
除外されてきた構造を明らかにしている。
本学会における障がい研究の理論的基盤を提示した津田英二（2017）は、障がい者が直
面する排除を四つの側面から構造的に捉えた。第一に「義務教育制度からの排除」、第二
に「十分な教育期間の欠如」、第三に「既存の学習内容や方法の不適合」、そして第四に
「社会的課題の解決を担う主体形成からの排除」である。この整理では、排除が単なる
「未就学」の問題にとどまらず、学習者が主体として立ち上がる機会そのものを奪ってい
る問題であることを指摘した。
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歴史的な排除の構造については、1948年に行われた「日本人の読み書き能力調査」の
分析が重要な知見を提供している。横山詔一ら（2022）や江口怜（2024）は、当時の調査に
おいて「めくら、つんぼ、おし、および精神的あるいは肉体的に無能な人」（表現ママ）が
当初から調査対象から除外されていた事実を指摘した。これは、マジョリティを基準とし
た「国民のリテラシー」を定義する際、障がい者が「能力不足」を理由に最初から存在し
ないものとして扱われ、統計的にも社会的にも抹消されていたことを意味する。
さらに、排除の「複合性」についても言及が必要である。山口雅世（2019）は、精神障

がいのある親を持つ子どもの事例を通じ、障がい、貧困、虐待が複雑に絡み合う中で、既
存の分野別支援が機能せず、学習者が「支援の谷間」で実質的に放置されている実態を報
告した。問題が解体されて個別に支援されることで、生活の困難さが総合的に捉えられ
ず、根本的な課題解決から遠ざけられるという、支援制度そのものが孕む排除の構造が示
されている。
以上で概観した研究群は、障がい者の排除が制度上の不備のみならず、歴史的な調査手
法や社会支援の分断といった多層的な構造によって維持されてきたことを明らかにした。

2. 制度や実践に内在する排除の検討

次に、教育や支援の制度や実践が、新たな排除を生み出している構造を批判的に分析し
た研究を整理する。特に個別的な支援が、いかに学習者をメインストリームから遠ざける
「排除の装置」として機能する側面に着目する。
第4号の特集において高田一宏（2020）は、特別支援学校や学級への在籍者が増え続け

ている実態を「学校からの外部化」と呼び、これを「インクルージョンではなくエクスク
ルージョン（排除）」であると批判した。通常学級での学習指導や体制を見直すことより
も、個別的な支援を優先して「障がい」の認定を行う傾向は、結果的にメインストリーム
の教育における排除を温存させてしまうことが指摘された。
井口啓太郎（2023）は、社会教育の実践現場において、学習者間のリテラシーの差異が
顕在化しないようにする「合理性」が働いていることを指摘した。日常的に差異を隠蔽す
る技術が活用されることで、結果として場に合わせた行動や判断に困難がある人ほど、発
言権や他者への影響力が抑制されるという非対称的な関係性が生じている。これは「共に
学ぶ」という理念の下で、かえって障がい者の主体性が損なわれるという、実践レベルで
の排除の形を示している。
他方、千成浩（2020）が報告した韓国の「ノドゥル障碍人夜学」の事例は、排除への強

力な抵抗のあり方を示している。この夜学は、検定考試のための場から、障がい者が自ら
の現実と戦う「障がい者解放運動」の場へと変容し、そのアイデンティティを「夜学」か
ら「野学（大地の学校）」へと変化させた。そこでは、「学習者になるにはまず闘士となら
なければならない」とされた。教育を福祉的に与えられるものではなく、「路上闘争」と
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直結した政治的な保障として「学び」を捉えなおす視点が提示された。
これらの研究は、現代の制度や実践の中に潜む、巧妙な排除の力学を明らかにしようと
しており、基礎教育を「関係性」や「尊厳」から問い直す必要を提示している。

3. 関係性と尊厳の観点から捉える基礎教育保障

次に、どのように学びを捉え直し、保障していくべきかという理論的・実践的な研究に
視点を移す。その中心に位置づくのは、教育を個人の能力獲得として捉える認識を批判
し、他者との関係性の中で育まれる営みとして捉える認識へ転換することを主張する議論
である。吉田敦彦（2020）はこれを、「個人志向」から「対人志向」への転換と表現した。
猪原風希・津田英二（2023）は、言語コミュニケーションが困難な重度障がい児が通う
特別支援学校での実践を通じ、「人間として尊厳を持って生きていくための教育」の内実
を探究した。この論考では、身体を通して外部のものを取り込み表出する自己形成のプロ
セスや、教師と共同で世界を読み解き働きかけていく実践そのものが、基礎教育の根幹と
して位置づけられている。それにより、従来の「読み書き」の枠に収まらない、生命的な
尊厳の回復としての学びの保障という観点が示されている。
具体的な保障の手法としては、ユニバーサルデザイン（UD）や「障がいの社会モデル」

の導入が提唱されている。横山りえこ（2022, 2024）は、日本語教育の分野において、障が
いを個人の特性に起因する「医学モデル」ではなく、社会や学校のバリアに起因すると捉
える「社会モデル」の視点を強調した。学習機会の保障は、個人の欠陥を修復することで
はなく、環境の側を調整（環境整備）することによって達成されるべきであり、UD原則の
提示が、学習者のみならず教師にとっても有益な知見となるとしている。
さらに、海外の好事例を通じた制度的保障のあり方も検討されている。三宅隆史（2024）

は、アイルランドの成人障がい者に対するインクルーシブ教育を紹介した。同国では、基
準を満たしたすべての障がい者が教育プログラムに参加できるよう、個別指導、補助者の
随伴、学習支援機器の提供といった「特別な配慮」が予算措置を伴って法的に保障されて
いる。基礎教育保障のための条件として、実質的なサポート体制の確立が必要であること
を示している。
これらの研究は、学びを「能力の積み上げ」ではなく「関係性の構築」や「尊厳の回
復」として捉え直そうとしている。排除の構造を打破するためには、学習者の身体性や個
別具体的なニーズを起点とした、実質的な基礎教育保障の枠組みが必要であることが示さ
れている。

4. リテラシー概念の再検討と今後の課題

最後に、本学会の10年間の到達点として、リテラシー概念がいかに刷新され、すべて
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の人の尊厳を前提とした学びの観点が提示されてきたかという点に着目する。特に、マジ
ョリティを基準とした能力観を問い直す議論が、本学会で障がいの問題に関わって提示さ
れた独自性だと言えよう。
まず、江口（2024）は、「国家公定のリテラシー」が排除を生むプロセスについて分析し

ている。国家が規定する標準的なリテラシーは、社会で職を得るための「実用的な教育」
と結びつきやすく、マジョリティに合わせた能力獲得を学習者に強いる。この基準に従う
限り、独自の言語形態を持つろう者や視覚障がい者などは、マジョリティと同じ方法での
獲得を目標とするプロセスにおいて、必然的に「劣位」の位置に置かれ、教育や社会から
構造的に排除されることになる。
この批判に応える形で津田（2023）は、「身体性に根ざした世界の読み解き」としてのリ

テラシー観を提示している。これはフレイレの教育論に依拠し、文字の獲得を目的（能力
の尺度）とするのではなく、学習者が主体として被抑圧状況から自らを解放するための
「手段」と位置づけるものである。この論考は、リテラシーの本質は、個々の学習者が自
らの身体や五感を通して世界と対話し、その意味を把握することにあると論じた。その上
で、文字はその力を実現するための「道具」の一つに過ぎず、道具の使い方の多様性を認
めることが、すべての人に対するリテラシー保障の実質化につながると主張した。
この「身体性に根ざしたリテラシー」の具体相として、障がい当事者の視点からの報告
がなされている。渡邊健一（2024）は、全盲当事者としてAIや ICTを活用しつつも、「聞
いて触って」会得する独自のリテラシーのあり方を示し、個々に合った対面サポート体制
の重要性を論じた。また、前田浩（2024）は、手話が単なる補助手段ではなく、独自の文
化的アイデンティティを持つ「言語」として復権してきた歴史を辿り、手話によるコミュ
ニケーションの保障が、真の基礎教育保障に不可欠であることを示した。
以上のように、本学会の障がいの問題に関わる研究は、障がい者の排除を問い直すこと
を通じて、すべての人が「世界の担い手」として尊厳を持って生きていくことのできる
「共生保障」の地平を切り拓こうとしてきた。
次の10年に期待されることは、さまざまな基礎教育保障実践において現れる障がいの

問題に即した実践研究、基礎教育保障論における障がいの問題の普遍性と特殊性の整理、
そして何よりも、障がい者排除の多様な様態に即した基礎教育保障の形態や内容を明らか
にする研究の量的な展開ではないだろうか。

引用文献
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〈報告〉
第 10 回大会記念企画

設立 10 年をふりかえり、今後の 10 年を展望する
 ―本学会の今後の展開への期待―

　　　　　　遠藤知恵子（札幌遠友塾自主夜間中学 / 

北海道に夜間中をつくる会 / 

北翔大学名誉教授）

本学会は 設立から10年を迎えた。札幌で開かれた最後の設立準備会、ならびに東京で
開催された第１回研究大会での熱気を思い出しつつ、これまでに蓄積されてきた配布資料
やニューズレターをたどった。とりわけ、折々に発表された「学びを求める」人々、「学
びを必要としている」人々の声を思い起こしてみた。そこから最も心に刻んだのは、学習
とはまさにすべての人間に与えられた生存権としての人権であり、その人権を実質化する
ための環境整備の重要性である。
本学会設立趣旨には、「人が人として生きてくための基礎的な教育をすべての人へ保障
すること。そして、子どもが義務教育をきちんと受けることができる社会を基本としつ
つ、就学前教育、職業教育、成人識字教育なども含めた幅広い教育を受けることができる
社会の実現をめざします」と記されている。この理念を実現するには、実践とともに政策
を後押しする研究の蓄積が必要である。まさにその使命を担っているのが本学会であると
思う。
上記の趣旨のもとにスタートした本学会は、研究者、実践者、行政関係者、議会関係
者、市民、当事者による共同探究ネットワークとして、従来の枠組みにとらわれない新し
い「学会」のあり方を追究してきた。先の報告で示された５つの各分野は、いわば、人権
としての基礎教育を実質化しようとするための重要な構成要素といえる。これらに加え、
本学会は、基礎教育の実質化に向けて、次のような活動を学会として積み重ねてきた。①
行政や議員連盟への交渉、法整備・制度構築に関する取り組み、②夜間中学普及を目的と
した「こんばんはⅡ」キャンペーン、③各種要望書の取りまとめと提出　等々である。 
　以上を踏まえ、「本学会の今後の展開への期待」について述べたい。その方向性を示す
言葉として、あえて言い古された言葉の「グローカル（glocal）」という言葉を使わせてい
ただく。すなわち、地球規模の視野を持って課題を捉えつつ、地域レベルで具体的な行動
を積み重ねていくという姿勢である。まず、地域レベルでの取り組みについてである。
我々は、身近な地域で、基礎教育の機会を欠き、生きる上で困難を抱えている人々に手を
差し伸べ、夜間中学や識字の実践、その他各種生活課題の取り組みを支援する方法を追求
している。いわば、当事者一人ひとりが自らの置かれた状況を自覚し、それを乗り越える
力を身につけていく手助けをする方法の追求といえる。一方で、こうした実践を通して、



第 10回大会報告 基礎教育保障学研究　第 10号　2026.08

195

我々が逆に当事者から得るところも多い。当事者との交流を通して、「学びの本質とは何
か」を根底から問い直す機会を与えられている。基礎教育を求め、あるいは必要としてい
る人々の多様化、不登校の急増等からは、「教育とは何か」を原点から問い直し、既存の
学校教育を中心とした教育体制の再構築を迫られているといえる。彼らとの交流からは
個々人が「共に生きる」ことの大切さや、そのための知恵を蓄積している。これらの実践
を通して、共に生きることの意味や、「共生社会」の実現を目指して関連分野と連携し、
教育・福祉・労働等の共同研究ネットワーク構築につとめ、地域に根差した実践をしたい
と考えている。
一方、グローバルな活動として、国際連携、とりわけアジア地域との連携が重要である。
グローバル化の進む現代社会は、課題は地球規模のものが山積している。国際的には、
悲惨な大戦の経験から、問題克服の仕組みが様々模索され、何よりも「教育の大切さ」の
認識を共有してきた。ユネスコの「学習権宣言」（1985）は、「学び」が生きていく上での
不可欠の人権であることを示した。その後、『学習：秘められたる宝』（1996）では、「と
もに生きる方法を学ぶ」が付け加えられ、さらに『仁川（インチョン）宣言』（2015）、「教
育2030年」の文書等々へと、共に生きる世界の創造へとより具体的に議論が積み重ねら
れており、実現すべき目標として諸国が共有すべき課題を様々提示してくれている。 
　国際的協力、アジアでの協力のもと目指すは一人ひとりの幸せと「平和な社会」の実現
である。そのための基盤は「基礎教育をすべての人に保障する」ことにある。こうした国
際動向を踏まえつつ、本学会は共同研究を通して一定の役割を果たし得ると思う。
現代社会は、グローバルなつながりを強める一方、効率優先の仕組みは格差や分断を生
み出している。個人の自立は強まるものの、人間の本質であるはずの「共に生きるすべ」
を失い、孤立を深めている面も否定できない。さらに、自国中心主義が跋扈し、自国防衛
を理由に戦力増強が進む動きは、それがいかに危険なことであるかは歴史から学んできた
はずである。このような時代だからこそ、その流れを押しとどめられるのは一人ひとりの
市民が、自らを知り、自ら社会を創造していく力を育むことが求められている。その根幹
をなすのが、基礎教育である。
戦後80年を迎える今年、戦争の悲惨さ、そこから何を学ぶべきか、いかに継承し平和
な社会につなげていけるかが問われている。一人ひとりが自らの歴史を創造する主体とな
り、「共に生きる」術を身に着けていく「学び」がこれまで以上に重要なのではないだろ
うか。とりわけ、基礎教育を十分に受けられず、社会の周縁に追いやられがちな人々を支
える仕組みを構築することは、各国、各地域でそれぞれの平和な社会を築く方法を模索す
ることにつながり、今後ますます国際的に共同研究を展開していくことが求められる。
その道筋を明らかにしていこうとする本学会の研究と実践は、きわめて大きな意味を持
つ時代であると思う。今後も、地域レベルのきめ細やかな実践を重視しつつ、国際的連
携・協力を強めていく活動を模索していく必要があるのではないだろうか！
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〈報告〉
第 10 回大会会場校企画

―教育を支える基盤となる関係構築―

久富陽子（大妻女子大学）／高橋ゆう子（大妻女子大学）／
魵澤裕子（社会福祉法人杉の子保育会 経堂保育園）／

中島亮子（三鷹市立 三鷹第五小学校）／
加藤悦雄（大妻女子大学）／石井章仁（大妻女子大学）

Ⅰ. 企画の趣旨：久富陽子

第10回基礎教育保障学会研究大会は、東京都千代田区にある大妻女子大学で行われた。
会場校の実行委員となったのは家政学部児童学科の教員である。児童学科では設立当初よ
り、子どもの生きる現場（生活の場）を重視し、子どもの傍らにあるおとなとしての生き
方を考え続けてきた。障がいのある子ども等、特別な配慮を必要とする子どもと向き合う
こと、そうした多様な子どもとの出会うことによって、常に私たち自身が子どもから問わ
れる立場にあることも大切にしてきた。今回、会場校企画シンポジウムの開催を要請され
る中でテーマとしてあがったのが「教育を支える基盤となる関係構築」である。就学前の
子どもたちの教育的な営みは「保育」という言葉で表現される。「保育」という言葉の意
味は「養護と教育の一体化」であり、教育という一側面だけではその営みが成立しない。
つまり、教育のベース（基盤）には、必ず、保護等というおとなからの援助や関わり、あ
るいは、信頼、愛着という子どもが拠り所にできる大人の存在が不可欠であるということ
である。こうしたおとなと子どもとの関係は、就学前に限らず、「教育」という営みが子
どもに本来の意味をもつ上では重要と考える。今回、このテーマのもと、司会やシンポジ
ストとして登壇してくださったメンバーが報告してくださった概要は以下の通りである。

Ⅱ. 高橋ゆう子（司会）

社会構成主義の第一人者であるケネス・ガーゲン（2020）は、著書『関係からはじまる　
社会構成主義がひらく人間観』の中で、教育の目的は他から独立し自律的に考えることの
できる人間を生産することではなく、関係のプロセスを促進し、それによってより広い世
界の中で関係の流れを持続し、広げていくことであると述べ、関係の可能性を拡張するプ
ロセスの促進を強調している。また、教師が伝える意味を生徒が支えなければ、教師の言
葉は意味をなさないと述べ、互いの関心や関与があってこそ教える・学びという相互プロ
セスに参加でき、換言すれば子どもの育ちを支えるおとなも子どもによって支えられてい
るという関係性が子どもが育つプロセスにおいては重要であり、教育の鍵となることを示
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している。
私たちは、子どもや子どもを巡る人たちとの関係作りを大切にしたいと考え実践、研究
を続けているが、今回は特に乳幼児期から児童期に焦点をあてて「教育を支える基盤とな
る関係構築」というテーマでシンポジウムを企画することになった。子どもの権利条約
12条には、子どもに耳を傾けることが義務付けられており、個々の意見を持った主体と
して尊重されることが記述されている。意見を表明する権利について、原文（英語）を見
てみると、意見はopinionではなくviewとなっている。opinionでは、自分の意思で表出
するまとまった見解という意味合いが強くなるが、原文にあるviewは視点や思いと理解
でき、言葉に限らず、態度やしぐさなども意見の現れとして捉えられる。このような点を踏まえる
と、子どもの思いを推測するおとなの存在と態度が重要になることは想像に難くない。
どのように子どもと互いに意識し合い、関係を作っていくことができるか、まずは、外
国につながる子どもの育ちを支える保育園での実践、次に、就学前後について多様な工夫
をされている小学校の実践について報告いただいた。具体的なエピソードから、自然と子
どもたちの姿が浮かんできて、日々のやりとりと積み重ねがいかに子どもたちの安心につ
ながるのかが実感された。続けて「世田谷区子どもの権利条例」の作成のプロセス、就学
前の多文化の子どもの「遊びを通した生活や学び」についての研究調査報告を通して、子
どもの〈関係の質・形〉を変えていく責任等について話題提供していただいた。限られた
時間ではあったが、それぞれの場における実践の積み重なりが動向としてまとめられ、条
例策定等に活かされていくことを予想することができた。
しかしながら、このような道のりは自然にできるわけではなく、子どもに関わるおとな
一人ひとりが問われており、子どもと関わる自身のありようを考えていかなければならな
いことも同時に感じた。会場にはさまざまな形で子どもの教育に携わる方々がいらっしゃ
ったが、幼児期から児童期の子どもとの関係作り等の話題が新鮮に感じられた方も少なく
なかったようだ。逆にその感触は、企画した私たちにとっても新鮮で興味深く、新たに考
えるきっかけとなった。私たちは子どもと関係作りの難しさや課題から目を背けないで、
いかに子どもの育ちを支えていけるか。実は子どもに関わるおとなも支えられながらであ
ると思うが、明確な道筋が見えない不確実な状況にいながらも、多様な立場から取り組む
姿勢の大切さを実感しつつ、私自身はどうかと、身の引き締まる思いがした。

Ⅲ. 魵澤裕子 : 「個人を尊重しつつ周囲との「つながり」を育む保育環境から考
える―子どもの育ちの連続性の確保を目指して」（シンポジスト）

私たちは、0歳から就学前のお子さんの育みを支える保育園を「多様な人たちが“共に
暮らす（生きる）場”」として捉え、子どもをまん中に、保育・教育を創り出していくこと
を大切にしている。暮らしの営みには、周囲（人・もの・コト）とのつながりが欠かせず、
乳幼児期に周囲とどのような関係を構築していくかは、その子の育み、学びを支え、幸せ
に生きていくことへと紡がれる重要な視点であると考える。乳幼児期の「教育」は、生ま
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れて間もない小さな人たちを対象とするが、大人が一方的に何かを教え、知識を伝えるも
のではない。周囲の環境に関わり、暮らしや遊びの中で出合う正解のない課題や問いに自
分や仲間、大人たちと向き合い、分かち合い、ひらめきや試行錯誤することをおもしろが
りながら答えを生み出し学べる学習環境が、教育を支える基盤となっていくのだろう。
保育現場の教育をとりまく環境には、園が建つ国や地域の文化とともに、利用している
家庭の持つ個性や地域性、文化的な考えなども含まれる。多様性を受け入れ、個々を権利
の主体者として尊重し、自ら育とうとする力を引き出しながらその子なりの歩みを保障し
ていくこと、周囲との間で心と体を響かせながら、かけがえのない自分らしさを見つけて
いかれる環境には、子ども自身が体験を通して学びを得ていくことのできる居場所、時間
や空間の保障が必要であり、子どもの権利を守り、最善の環境を創り出していくには、そ
れを支える大人たちの人権も守られ、周囲との関係構築の中で生き生きと子どもに向かえ
る環境づくりが大切であろう。
以下、自園における保育実践からの考察を行う。
Jくん（4歳児）は、急な転園で自園の仲間になった。国籍はネパール、母国語はネパー
ル語である。本児はもちろん保護者も日本語はほぼわからず、保護者とは翻訳機器や携帯
電話の読み取り機能、ジェスチャーなどでコミュニケーションを図るところからはじめ
た。Jくんは、発達の特性から言葉（発語や理解）の遅れと多動の傾向があるとのことで、
問いかけへの反応は少ないながら、自ら園内を探索する中で、風で揺れるもの、乳児の
姿、音が鳴る玩具に関心を寄せる姿があり、表情、仕草、声などのことば、表現が豊かに
受け取れた。探索の中では、目に入った物を手にして投げる、唾を吐くという行動もあっ
た。困り感を抱く人もいる中、同年齢の子どもたちは「なんで唾を吐くのかなぁ？」と問
いを持ち、唾を遠くに飛ばせることに関心を寄せた。その姿に大人たちも刺激を受け、
「不安？」「確認？」「何だろう」と共に探求し、唾を拭くティッシュをあちこちに置く、
唾がかかって嫌な人はマスクをする、帽子をかぶる、Jくんにもマスクをしてもらうなど
の環境を創り出してみた。この工夫は、Jくんと周囲との関係を和やかに繋いでいったよ
うに感じる。一通りの探索後、自然豊かな園庭が Jくんのお気に入りの場となる。園庭で
は、おしっこをする行動で周囲を驚かせた。園庭の真ん中にある太鼓橋の上からおしっこ
をした時の光景（出来事）は、園内に大きな波紋を呼んだ。
ここでも子どもたちは好奇心豊かにＪくんの世界に近づこうとし、おしっこが飛んだ距
離を測り、橋の上から山の下におしっこが飛んだ様子を再現し、漏斗や水鉄砲で水を跳ば
す遊びを創り出す。「いいこと考えた！」と、唾はティッシュに出す、物を投げると危な
い、おしっこはトイレでするなどをポスターにして自分たちの暮らしにある文化や習慣を
楽しく伝える工夫策を試みながら、子どもたちは J君に声をかけて促していく。
更に、走るのが速い、高く跳べるなど、Jくんの得意なことに着目し、憧れを抱き、共
に遊ぶ（一緒に遊んでいるというよりは、Jくんの真似をする、Jくんのようになりたいと傍で挑戦す

る感じであった）。子どもたちが時間と空間を共にし、心と身体を響き合わせて遊ぶ中には、



第 10回大会報告 基礎教育保障学研究　第 10号　2026.08

201

ことばや発達の個人差、文化の違いの壁はなかった。明確なやり取りはなくても、相互関
係の中で高め合い、学び合い、共に変化していく様子があった。　　
ある日、JくんはKくん（2歳児）の電車遊びに興味を持つ。夢中に遊ぶ姿を Jくんの保
護者と共有すると、ネパールでも電車を見るのがすきだったことがわかった。Ｊくんが生
き生きと遊ぶ姿を、写真を見ながら共有し、笑顔で喜びを交わし合うコミュニケーション
は、翻訳機器等に頼るよりもスムーズで、共通の言語は持たずとも心で繋がれた感覚があ
った。保護者と保育者が対話（言語だけに頼らず）を通して子どもの姿を分かち合い関係を
構築していくことは、その子の理解を深め、適切な教育環境を共に創り出す大きな手掛か
りになるとあらためて感じた。そして Jくんが、Kくんの姿を観て、声を聴いて、砂、土、
草、水などの地面環境（自然環境）の中で遊ぶ姿からは、周囲とつながり、思考と試行を
繰り返しながら、「こうしたい」の願いを叶えていく体験がもたらす関係の構築が、豊か
な学びへとつながることが受け取れた。Jくんの学びは、日本とネパールの鉄道について、
同年齢の仲間と探究することにも繋がった。誰もが生き生きと学びに向かうことのできる
教育を支える基盤は、周囲と関係を構築する中で個人だけでは叶わない可能性が開かれ、
学び合うことを通して獲得していかれる体験、環境を創り出していくことなのではないだ
ろうか。

Ⅳ. 中島亮子：「保育園・幼稚園との接続・児童一人ひとりを大切にする学び」（シンポジスト）
1. 保育園・幼稚園との接続
小1プロブレムと言われるようになって久しいが、現在も保育所・幼稚園から小学校に
入学する際、その接続が円滑に行われるようにすることを大切にしている。保育所・幼稚
園から小学校へと環境は変わるが、子ども自身は同じである。保育所・幼稚園での経験を
十分に活かしながら、安心して小学校生活をスタートできるようにしていくことが重要で
ある。そのために二つのことを大切にしている。

1）就学前からの保護者との関係作り
本市では保育所・幼稚園との連携を大切にし、学期に1度、年3回、近隣の保育所、幼
稚園、学童保育所の職員と1年生担任が話し合う場を設定している。特に3学期には4月
から入学する子どもの情報を共有する。そして、必要に応じて保護者からの個別の面談を
行う。就学時健康診断時には、事前に園から情報があった子ども、健診時に心配な様子が
見られた子どもについて保護者と面談をしている。校長とスクールカウンセラーが話を聞
き、保護者が入学にあたり不安に思っていることを軽減できるように話を聞いている。そ
して、後日、就学支援ファイルを提出していただいている。就学支援ファイルを受け取る
際にも面談をし、例えば入学式当日のことで不安があれば、それにも対応をしている。体
育館で行うことが不安ならば、前日に来ていただき、体育館の席に座ってみるなどの対応
も行っている。お子さん一人一人、保護者一人一人に応じて対応している。
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2）入門期のフォロー
1年生の最初の2週間はスタートカリキュラムに沿って授業を行っている。45分を1時
間の授業として行わず、15分程度に区切り、間に休みを取りながら複数の活動を行って
いる。保育所・幼稚園での活動と関連させた活動も取り入れている。国語では絵本の読み
聞かせ、音楽では今まで歌ってきた歌を歌うなどである。学級活動で係活動や当番活動を
始めるときも、保育所・幼稚園で行っていた当番活動などの経験を基に、始めている。カ
リキュラム以外では、人が関わることで、さまざまなフォローをしながら、子どもたちの
自立を目指している。例えば、6年生が入学式翌日からしばらくの間、昇降口や教室で準
備の手助けなどをし、徐々に一人でできるよう見守っている。また、最初の1週間の給食
の配膳は、保護者のボランティアの協力をいただいている。その間は、子どもたちは自分
の分の給食をしっかり運ぶことを学び、保護者の配膳の様子を見ることで配膳の仕方など
を学んでいく。
以上のように、小学校入学にあたり、大切にしていることは、子どもたちが安心して生
活できるような取り組みである。保護者、保育所・幼稚園の教職員、学校の教職員、児
童、保護者と様々な人が関わる中で子どもたちは育っていく。（「児童一人ひとりを大切にす
る学び」についてもお話しましたが書面の関係上、ここでは割愛させていただく。）

Ⅴ. 加藤悦雄： 「子どもの権利から見た関係構築―改正 『世田谷区子どもの権利
条例』を手がかりにして」（シンポジスト）

本報告の趣旨は、子どもの権利保障は子どもを取り巻く〈関係の質〉を変えていくこ
と、さらに言えば、私たちおとなが子どもと関わるときの態度を変えることによってこそ
可能になることを示すことである。筆者が令和7-8年度期「世田谷区子ども・子育て会議」
会長としてその改正に関わった「世田谷区子どもの権利条例」（2025年4月施行）の内容を
手がかりに考察を進めていく。
さて、子どもは関係の織り成す特定の状況に身を置いて生きている。一人ひとりの子ど
もがその身を置く場とは、家族・地域・自治体・国家・国際社会・地球へと同心円状に広
がる空間（縦糸）と、そこで子ども自身が遊びや学び等の経験の積み重ねを通して形作ら
れる時間（横糸）の交差する、“今”という場面である（子どもの生活世界）。
こうした考え方を踏まえ、「世田谷区子どもの権利条例」ではその目標として、私たち
おとなは、子どもが身を置くあらゆる場において、権利の主体である子どもが豊かに育
ち、子ども自身が子どもの権利を実感できる社会と文化をつくり出すことを通して、一人
ひとりの子どもが今を自分らしく幸せに生きて、明日からもよい日と思える日常を実現し
ていくことを掲げている。
子ども自身が子どもの権利を実感できる関係とは、どのような関係を意味するのか。そ
れは、話を聞かされたり、決められたりするのではなく、意見や思いを表明したり、決定
したり、聴いてもらうことのできる関係（←意見表明権）。比較され序列化されるのではな



第 10回大会報告 基礎教育保障学研究　第 10号　2026.08

203

く、存在を認められる関係（←差別の禁止）。表現を押しとどめようとするのではなく、自
分らしく表現できる関係（←表現の権利）。時間に追われるのではなく、遊んだり、休息で
きる関係（休息の権利、遊びの権利）。自然から引き剝がされた生活ではなく、自然生態系に
包摂され生きていくことができる関係（持続可能な自然環境の権利）等である。
私たちは次の三つの視点を踏まえて、子どもの権利に基づく関係構築を進めることが大
切である。第一に、子どもの権利を保障する国やおとなの応答責任（responsibility）の履
行である。子どもの権利保障の基盤としての関係構築であり、歴史的に確認されてきた子
どもの願い（子どもの権利）を実現する、おとな（国や国際社会・市民社会）の応答によって
つくり出される。第二に、多様な子どもの権利内容に即したおとなの関わり（態度変更）
の実現である。日常的な場面において、54条にわたる子どもの権利条約、26点におよぶ
子どもの権利委員会一般的意見を含む、多種多様な子どもの権利内容（権利カタログ）を子
どもとおとなの関係を通して実現することある。第三に、子ども自身が「子どもの権利」
を実感できる関係づくりである。子どもの権利は、今を生きる子どもが生活の中で経験で
きなければ意味がない。当事者である子ども自身の身体的経験に根差した、子どもの権利
を実感できる関係をつくり出すことである。
「世田谷区子どもの権利条例」の前文には、最初に〈子どもの意見表明〉として、「自分
で様々な選択をして自分らしく生きたいです」「安心できる場所を増やしたいです」「大人
に意見や思いを届けたいです」「こんな思いがかなう世田谷にしたいです」等と表現され
ている。続いて、子どもの思いに応答する〈区や大人の決意表明〉として、「私たち区や
大人は、子どもの思いを大切に受け止め、子どもにとって一番よいことは何かを真剣に考
え、対話し、応えていくよう努力します」「今と未来をつくるパートナーである子どもの
声を聴き、対話しながら、誰もがつながり支え合う地域づくりに努めます」と明記されて
いる。こうした考えを実現するために、条例第4章には10種類の「基本となる政策」、第
6章には政策の推進と、評価検証のための仕組みが規定され、今まさに子どもや若者とと
もにその実現に動き始めている。

Ⅵ . 石井章仁： 「就学前の多文化の子どもの 『遊びを通した生活や学び』におけ
る困り感と対応」（シンポジスト）

1. 就学前の基礎教育とは、子どもの遊び（学び）
就学前の遊び（学び）において、「環境を通した教育（保育）」と「遊びを通しての総合的
指導（生活や遊びを通した総合的な保育）」は保育の両輪であり、幼稚園教育要領や保育所保
育指針にも明記されている。乳幼児期における学びは、他者の遊びをよく見て真似をする
「観察と模倣」が基本となって行われる。特に、興味関心を持ち、体験と試行錯誤を繰り
返す中で、自分のものになっていく（自立・自律）、この過程が「教育」である。教育はす
べてこの過程を通して自立に向かう行為と言える。遊びは単発に終わらず、時間や機会を
経るごとに広がり、豊かになっていく。乳幼児期の「好奇心・探究心・協同性」を培うよ
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うな豊かな遊びの展開こそ、基礎教育を保障するということであると考える。

2. 日本における多文化保育の背景
日本においては、外国籍等、海外にルーツのある子どもが増え、園での多文化化が進ん
でいる。日本保育協会の調査（2008）では、日本の保育における多文化化が進行している
ことがすでに示され、保育の場においては、外国人の子どもへの受け入れガイドラインが
ないこと、子どもたちが早期に適応したかのように見えることで問題がない見えることが
指摘されているものの、いまだにその対応は確立していない。また、日本人児童にとって
の多文化教育、保育者への多文化教育の必要性とともに、多文化理解の研修の少なさの指
摘もあり、自治体と連携した体制づくりが求められている。厚生労働省（現こども家庭庁）
委託による三菱UFJリサーチ＆コンサルティングによる調査（2020）（2021）からも、現代
の日本の多文化の現況がわかる。さらに、保育における研修では、多文化保育に特化した
ものは少ないものの、多文化の保育の現状や人権等を扱うテーマ、障害児等特別な配慮が
必要なケースの一つ、子育て支援の中で、外国籍の子どもと保護者への支援について扱わ
れる機会は増えている。 

3. 遊びの中での育ちと多様性の受容
子どもたちは多くのことを遊びの中から学び得ており、遊びの中での育ちが重要であ
る。報告では、探索活動や遊びの模倣などについて、また、多文化の子どもにおける遊び
の特徴などの事例について具体的場面に触れた。探索活動を保障することが乳児期の主体
的な選択と自己決定を保障することであり、幼児期は異年齢で遊びを通して観察と模倣が
盛んに行われるのでそれを保障することが必要となる。子どもとの関係構築のために遊び
の中での言葉を例示しながら、遊びの重要性とその中での多様性の受容について考察し
た。

4. 多文化保育における困り感と配慮
石井ら（2019）が行った保育者への調査からは、外国籍等の子どもの保育に対する困り
感においては「相談できる相手はいない」という回答は少なかったものの、相談できる相
手が園長や同僚など園内の人材に限られ、外部の機関に相談を求めるのはわずかであった
（3.7％）。保育の工夫や配慮について、保育者は子どもとの関係性に最も力を注いでいるこ
とがわかった。次に大切にしていることとして、子どもが「みんなで遊べるように仲立
ち」があげられ、子ども同士の橋渡しを意識しているほか、「遊びの中で、関われるよう
な環境作り」を心掛けていることも明らかとなった。一方、各園の子どもと保護者への配
慮の違い、多文化保育や子どもへの情報や知識の不足、保育の内容や方法論の確立、小学
校との連携、行政や地域とのネットワークなどの諸課題も見られている。
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5. 関係構築のための環境と遊び（学び）
最後に、関係構築のための環境と遊びには次のような要素が必要となる。①子ども同士
の関係構築のための環境作りの重要性、②遊びの中で必要となる言葉の獲得（≒学習言語
に近い）、③集団遊び（鬼遊びほか）やリズムのある遊びは関係をつくるきっかけが期待で
きること、④分かり合うための保育環境や保育方法上の工夫、⑤遊びに対する保育者の役
割（モデル、共同作業者、環境構成・再構成、見守り）である。

6. まとめ
①遊び（学び）の充実と個に寄り添った援助、②母国の生活や文化、習慣等を大切にし

ながら日本で生活するのに必要な経験ができるような、生活の援助、③関わりややり取り
の援助、④子どもの状況を理解し、状況に合わせ適切な援助ができる（見守り、共同作業者、
モデル、環境の再構成など）子どもが自立する過程の保育者の役割、⑤園内での研修や園外
の組織との連携など、まだ多くの課題が残されているものの、これらの解決に向き合い検
討することによって、近未来の保育の課題の解決につながると考える。
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〈報告〉
「外国人」への基礎教育保障を問い直す

―特定課題研究シンポジウム　企画の趣旨と実施報告―

新矢麻紀子（大阪産業大学）

Ⅰ. はじめに：日本における「外国人」を取り巻く社会背景

日本の在住外国人数は、2026年末現在で412万5,395人となり、初めて400万人を超え
た。少子高齢化による日本の労働人口不足を解消し社会を維持するためにも外国人は欠か
せない存在となっている。各地で多文化共生の推進に関する指針や計画の策定が進められ
ており、日本にも多文化共生という理念が浸透・醸成され、実践としても広がってきてい
るように見受けられていた。
しかしながら、近年、日本社会はそれを覆すような空気に覆われてきている。2025年
の参議院選挙では、ある政党が「日本人ファースト」というキャッチコピーを掲げ外国人
排斥を主張していたり、日経郵送世論調査（2025年実施）では職場や地域で外国人が増え
ることを「良くないことだと思う」という回答が37%を占めたり等、外国人に対する嫌
悪感、抵抗感が高まっている。そして、このような動向は、日本固有の現象ではなく、世
界的な潮流でもある。欧米、そして最近では多文化社会のシンボルとも言える豪州でさ
え、移民・難民排斥を叫ぶ極右政党が台頭し、排外主義が顕著になっている現実がある。

Ⅱ. 本企画の趣旨

2021年第6回大会において「特定課題研究シンポジウム」が始まって以来、2024年第9
回まで4回にわたり、多様な「リテラシー」をテーマとしたシンポジウムが開催されてき
ていた。そこで、研究委員会で第10回大会の特定課題研究シンポジウムの企画を検討す
る際、「基礎教育保障とは何かを問い直す」という長期テーマは維持しながら、第10回と
いう節目も意識して、新たなテーマを設定することとした。
「外国人」は、本学会が教育保障を行う主要な対象の一つであり、また、「外国人」を対
象に研究や教育実践に携わる会員が多いにもかかわらず、これまで本学会では、それが主
題として真正面から取り上げられることがほとんどなかった。そこで、特定課題として、
「外国人」への基礎教育保障を問い直す」を設定することとした。Ⅰで述べたような「外
国人」をめぐる現代社会の課題に皆で向き合うとともに、不安かつ不安定な状況に置かれ
ている「外国人」に対する基礎教育保障とは何なのか、どうあるべきなのかを改めて考え
ることが趣旨である。なお、「　」付きで「外国人」としたのは、国籍や民族だけでなく、
「外国にルーツがある人」を広く対象とすること、そしてまた本人の認識にかかわらず
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「日本人／外国人」の二分法で「外国人」と分類されてしまっている人など、日本の隠れ
た課題にも目を向けたいと考えたためである。
このテーマに接近する視点については、一つは第二言語としての日本語や母語・継承語
を学習したり使用したりする権利である言語権、そのうちの特に今回は第二言語としての
日本語に、そして、もう一つは、年齢や国籍等にかかわらず全ての人が有する学習権、特
に今回は「外国人」の子どもの学習権に焦点を当てることとした。
言語権については、近年の複数の法制化をはじめ第二言語としての日本語教育の制度化
の動向や教育実践に詳しい武蔵野大学教授の神吉宇一さん、学習権については、高校教員
として外国ルーツの子どもたちの教育に長年携わり、その後も在留保障、教育保障の活動
や運動を実践されている、認定法人多文化共生教育ネットワークかながわ顧問の高橋徹さ
んに最新状況の報告をいただくこととした。また、現場で「外国人」に寄り添いながら研
究や実践に長く携わってこられており、高橋さんの紹介者でもある藍野大学の榎井縁さん
にコメントを依頼した。

【テーマ】　「外国人」の基礎教育保障を問い直す
【登壇者】
１： 在日移民の子ども・若者の課題と、多文化共生教育 

―排斥・同化を学校から超えるために
　　高橋徹（元神奈川県高校教員、認定法人多文化共生教育ネットワークかながわ顧問）
２：「教育」としての日本語教育とその保障
　　神吉 宇一（ 武蔵野大学 学外学習推進センター長・グローバル学部教授、元日本語教育学会副

会長）

　コメンテーター：榎井 縁（藍野大学 医療保健学部 教授）

　コーディネーター：新矢麻紀子 （大阪産業大学 国際学部 教授）

Ⅲ. シンポジウム実施報告

一人目の報告者、元生物の教員であったという高橋さんの話は、外来種の駆除を外国人
排除に例えるメタファーから始まった。高橋さんは、外国人労働者との「連帯」から「共
生」へ、そして、Multicultural Educationの訳として用いられる「多文化教育」ではなく
「多文化共生教育」にこだわってきた。
高橋さんが出会ってきた子どもたちの背景や過酷な状況の事例が語られた。通名を用
い、本名を使えない子どもたち。学校でひどいいじめに遭っている子どもたち。なかに
は、自死にまで至った事例も（2010年 桐生いじめ自死事件）ある。重要なのは、マジョリティ
側の子どもたち全体への指導のあり方である。
子どもたちの背景、特に在留資格を知ることが重要である。就労制限がある在留資格
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（例えば、家族滞在）と就労制限がない在留資格（例えば、定住者等、身分・地位に基づくもの）
では、進路指導の在り方が変わってくる。さらには、オーバーステイや強制送還された事
例もあった。なお、在留資格については、会場から相談に近いような質問が発せられるな
ど、強い関心が寄せられた。
二人目の報告者、神吉さんからは、近年、大きな展開を見せている日本語教育政策と日
本語教育実践のあり方について話をいただけた。日本の急激な人口減少に伴い外国人労働
者やその帯同家族が増加する中、自治体や教育現場の対応は追いついておらず、依然とし
て外国人労働者を単なる「労働力（人材）」とみなす域を出ていない状況である。日本語
教育推進法（2019年）をはじめとする法整備が進み政策的な注目は高まったものの、十分
な予算措置が伴わないまま、現場では対応が追い付いていない。
日本語教育が国として推進され、「基礎日本語教育は専門家に委ねるべき」という流れ
になっている。そこで言う「基礎」とは何なのか。「日本語教育の参照枠」でのB1レベル
（中級前半）が目標とされ、新たな評価指標として「Can-do」が導入された。教育の社会的
価値と効果については、アカウンタビリティの導入によって、倫理的観点から教育の重要
性を考えるのではなく、技術的・管理的視点から判断するようになってしまう。浜松市の
調査によれば、在留期間の長さより日本人の友人の存在の方が日本語能力と相関すること
がわかった。社会・心理的な統合が不可欠であろう。
「日本語教育」は今まで、そして今も「日本語」の部分、「基礎の文型」「基本語彙」に
注目が集まり、「教育」の視点が不十分であった。「教育」としての日本語教育とは何を目
指すものなのか、議論する必要があるだろう。現在志向の日本語教育は、社会福祉として
の日本語教育だと言えよう。未来志向の日本語教育とは、市民性教育と近く、よりよい市
民として自律的に社会やコミュニティに関わっていく基礎的な力を身につける日本語教育
である（会場では、現在志向／未来志向×公的責任／私的領域の四象限のグラフが示された）。
最後に、コメンテーターの榎井さんから、コメントとともに、日本の外国人受入れ政策
の問題点が浮き彫りにされた。日本の外国人政策は、法的・歴史的文脈において人権保障
を欠き、外国人を権利の主体ではなく、身分が不安定な「労働力」として扱ってきた。
2006年に総務省が出した「多文化共生」も、先住民族（アイヌ民族）、旧植民地出身者、在
留資格のない人、が外された枠組みである。「日本語教育推進法」は「日本語ができない
人を助けてあげる」という発想から来ている。また、日本語指導が必要な児童生徒の受入
れについて、調査が始まって30余年であるが、教育現場では「外国人を特別に扱わない」
方針により、子どもたちのアイデンティティが不可視化されていく。
この構造的差別を存続させてきた背景には、過去のレイシズムを直視せず差別を語らな
いマジョリティの姿勢がある。私たちは不平等な構造に対する自らの「連累」（テッサ・モ
ーリス＝スズキ）を自覚し、差別是正に向けた責任を果たさなければならない。そして、今
後の基礎教育保障では、既存の社会に適応させる「機能的識字」や進路保障にとどまら
ず、国民国家の枠組みそのものを問い直すパウロ・フレイレ的な「批判的識字」を育む教
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育への転換が求められる。

参加者からの意見・感想としては、以下のようなものがあげられた。
・ 学会として外国人問題について共通認識がなかったので、外国人にとっての基礎教育
保障とは何かを考える機会になったのではないか。
・ 構成がよかった。教育における多文化共生の模索と日本語教育。近いが違う領域。榎
井さんから構造の問題を提起していただけたのもよかった。
・もう少し焦点を絞って討論できたらよかった。
・ もっと現実を知らなければならない、と感じた。大事な問題がそこにある、何かが起
きた時に自分はどう動けるのか、考える必要がある。
・ このタイミングで外国人の話をしたのは意味のあることだった。障害のある人たちの
識字について考えてきたが、共通点も感じた。「基礎ってなんだ？」。問いで終らず、
どう追求していけるか。
・ 実践のお話と政策のお話の両面が聞けた。「外国人」の基礎教育、学習権・言語権の
問題を取りあげるので、日本語教育や外国人支援などに関わる人たちにももっと周知
広報できるとよかった。

3人のスピーカーの報告の後、会場との応答が行われたが、在留資格に関する質問や相
談的な内容が先行してしまい、自由討論の時間がほとんど取れなかったことは運営側とし
ての反省である。

Ⅳ . 課題と今後に向けて

本報告の冒頭にも述べたように、日本社会での外国人受入れには追い風が吹いていると
は言えない。今年に入ってからも、政府は、次々と日本語教育を含め外国人（移民）政策
を打ち出してきている。「外国人との秩序ある共生社会の実現のための有識者会議意見書」
（2026.1）では、そのタイトルに「秩序ある」という文言が明示されている。「経済財政運
営と改革の基本方針（骨太の方針）2026」（2026.6）では、「在留管理の厳格化と秩序ある共
生の両立」「日本語教育の拡充」が明示的に打ち出されている。「第二次出入国在留管理基
本計画（案）」（2026.7）も示され、共生の推進以上に、管理強化が進んでいるようである。
そのような管理体制の中で、「外国人」当事者が望む「基礎教育」を、その「保障」を、
本学会は、私たち学会員はどのように実践していけるのだろうか。本特定課題研究でも、
継続してこれについて問い直していきたい。

参考文献
総務省（2006）「地域における多文化共生推進プランについて」https://www.soumu.go.jp/main_
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content/000770082.pdf

日本経済新聞社（2025）「数字で見るリアル世論　郵送調査2025」https://vdata.nikkei.com/newsgra 

phics/postal-mail-research-2025/
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〈報告〉
多文化・多言語の子どもたちの課題
―方言札を教訓に多文化共生教育を考える―

　　
高橋 徹（元 神奈川県立高校教員／認定NPO法人 

多文化共生教育ネットワークかながわ（ME-net））

Ⅰ. はじめに

本稿は二つの領域をあつかう。一つ目は在日移民の教育課題～「いじめ」「ことば」「ア
イデンティティー」、および日本の在留管理システムが教育に及ぼす課題。私の教員経験
や、所属するNPOでの活動から見えてきた現状を元にする。二つ目は国内の多文化・多
言語地域である琉球諸島の学校で起きた「方言禁止」「方言札現象」を追跡する。先行研
究、現地の資料と私自身が2025～ 26年に行ったインタビューから得た知見を元にする。
この二つの領域を比較することで、「多文化共生教育」の留意点について論じる。（琉球諸
語は、現在では「方言」ではなく、それぞれ独自性を持った言語群と考えられているが、本稿では混乱

を避けるため、「方言札」「方言禁止」とした。）

Ⅱ. 急増する外国人労働者と子どもたち（1980年～ 2000年）

私は神奈川県立高校で理科の教員として、1978年から勤めてきた。本業の傍ら、1980
年代に急増していた外国人労働者の相談・支援活動を開始し、「寿・外国人出稼ぎ労働者
と連帯する会（カラバオの会）」の結成を担った。 一方、私の活動エリアである神奈川県は、
横浜の中華街、川崎の韓国朝鮮人の集住地域、インドシナ難民が急増した1980年から
1998年まで大和市には難民定住促進センターがあり、愛川地区には日系ブラジル人の集
住地域、京浜工業地帯を中心にラテンアメリカの日系人の集住地域、帰国した中国残留邦
人など、時代を超えて海外からの移民が繰り返し流入した地域でもある。
「日本語で行われる高校入試は、外国から来た子どもたちの高校教育へのアクセスを阻
んでいる。 なんとかしてほしい。」といった地域のボランティアの日本語・補習教室を運
営する市民の声に押されて、外国人教育に関心を持っていた教員仲間とともに，外国人向
けの「高校進学ガイダンス」を開始したのは1995年 。この頃から目標となる未来社会を
イメージした活動の理念を「多文化共生教育」というようになった（在日外国人教育2025）

Ⅲ. 多文化共生教育は、差別・いじめと闘う中で育まれた

私の活動しているME-netでは、外国につながる生徒交流会（主として高校生）を毎年実
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施している。交流会では、アイスブレイクに続いて、少人数のグループに分かれて生徒同
士語り合うミーティングを行っている。ミーティングでは、日本に来たいきさつや、日本
と母国の違い、辛かった思い出、将来の夢などが語り合われる。

図１　 外国につながる高校生が、小・中学校時代をふりかえって書いた付箋。2017年、2018年に神奈

川で行われた交流会（オルタボイスキャンプ）の生徒のミーティングにて。

図1の付箋は、そうした交流会の折に生徒達が書いた「被いじめ体験」である。移民の
子どもはほとんどの子が、心ない言葉を投げかけられたり、中には深刻ないじめを経験し
ている。他県では学校でのいじめを苦に自らの命を絶った自死事件も発生している。
戦後在日コリアンの子どもたちに出会った私たちの先輩教員たちは、いじめや差別の中
で、自らのルーツを否定的に捉え、本名を隠し、日本風の名前を名のることで、日本人の
ふりをして生きていく姿を見て、「本名を呼び名のる運動」を始めていた。在日外国人教
育（2019）、山根俊彦（2023,pp14-15）が詳しい。本名をしっかり呼び名のるということを通
じて、自らの存在を肯定的に捉えられるようになることが教育の課題である。

Ⅳ . 重くのしかかる、日本の外国人管理制度

図2　「技能」などの働ける在留資格を持つ親に扶養される子どもの在留資格は「家族滞在」である。
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2010年横浜の中華街近くの高校の教員が、「中華街から通っている子たちで、卒業時で
就職できない子がいる」ことに気がついた。そうした生徒の親は在留資格「技能」で在留
し、中華料理店でコックとして働いていた。「家族滞在」は「技能」のような就労系の在
留資格で働く親に扶養される家族に与えられる在留資格で、週28時間以内のアルバイト
はできるが、フルタイムで働くことは認められていない。高卒後に就職はできず、進学し
て別の在留資格を狙うしか方法がない。日本に「技能」で来るためには、10年の実務経
験が求められる。本国で調理師として働く若者が、結婚して子どもができ、日本に来る頃
には、長男・長女は10代半ばにさしかかっている。日本語と格闘しながら高校を卒業し
ても大学や専門学校に通える日本語力を得るのは並大抵ではない。中華街の事情通の人に
「家族滞在」の高校生が卒業した後、どうしているのか聞いてもらった。「みんな説得して
本国に帰ってもらっている」インド・ネパール料理店で働くシェフの子どもたちも同様である（図2）。
私たちの10年に及ぶ法務省への働きかけで、高卒後の「家族滞在」の子どもたちが日
本で働ける在留資格に変更できる運用が始まったのは2020年3月からである。「高等学校
卒業後に本邦で就労する者の取り扱いについて（依頼）（入管庁管1455号　令和3年3月25日通

知）」この「通知1445」によって18才未満で入国したことを条件に、日本の高校を卒業し
ていれば就労できる在留資格への変更が可能となった。しかし、「家族滞在」の3つ（以下
①②③）の不都合な課題は今も子どもたちを圧迫し続けている。

　① 高校を卒業しても、在留資格を変更しないと、日本で働けない。また、上記1445
号通知を適用するには、17歳以下で来日していなければならない。

　② 「家族滞在」は親に依存するため、親の失業、病気、死亡、DV別居、帰国などの
出来事があると、子どもの在留資格は消失する。日本の在留資格制度は子どもの学
びと進路を保障する仕組みになっていない。

　③ 日本学生支援機構（JASSO）の奨学金は入国時の年齢制限があり「家族滞在」全員
が利用できない。

「家族滞在」と同様な問題を抱える在留資格はほかに「公用」「外交」「特定活動」「留
学」などがある。また、夜間中学で学んでいる「家族滞在」の生徒については、来日時の
年齢が18歳を超えている場合が多く、高卒就職はできない事が多い。また、親の在留資
格の不安定さから、単身日本に残ることになった場合、夜間中学の生徒は在留資格を「留
学」に変えて学校を続ける事が難しいかもしれない。中学校で「留学」を取得できる年齢を、
夜間中学の学生は超えている子が多く、また、入管は夜間学校では「留学」を認めないからだ。
外国籍高校生の在留資格にからむ進路指導の実務についてCINGAという団体の企画立

案により、私たちが2024年に作成したセミナー動画が詳しいので参照されたい。
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「外国籍の高校生・若者の進路支援のために」セミナー動画
動画視聴のためには、つぎのURLまたは図3のQRコードから登録（無料）すると、視聴
用のURLが送られてくる。

図3　セミナー動画視聴用の登録サイトへのリンク

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSckxnXLI1wWjobWavZ16_

QjeFlr7pcJpbsCqnZjNgTJGCZEGA/viewform（2026年2月27日閲覧）

図4はより安定な在留資格を上にして、日本の在留資格制度は身分制度のような階層構
造を形成していることを示した図である。外国人は出入国在留管理庁が示す「条件」を一
つ一つクリアしながら、より安定な「定住者」「永住者」「日本国籍取得」へ駆り立てられ
る。この駆動圧を高橋徹（2023: 6）は「同化圧」と呼んだ。

図4　在留資格により子どもたちの間に形成された階層構造と同化圧。

グラフ内の数字は2025年6月の入管統計から 18歳未満の在留資格別人員数である。

Ⅴ. 「方言札」～言葉を奪われた子どもたち

私は「まんが　クラスメイトは外国人～課題編〈第2版〉」（みなみななみ2022）の「第9
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章アイヌと沖縄」の原作を担当した。アイヌや沖縄など、少数言語・文化を持つ人々のこ
とを多文化共生という文脈で考えてみたいという思惑である。このまんがの中で、学校で
事実上禁じられていたアイヌ語や、琉球諸語（奄美語、国頭語、南部沖縄語、宮古語、八重山
語、与那国語）を話すことを禁じる「方言札」と呼ばれた罰札が琉球諸島の学校で教育具
として使われてきたことを扱った。
そうした関心もあり、2025年4月、旅先の奄美大島で、出会った男性から、方言が禁止
されていた時代について話を聞いた。「集団就職で内地に行ったとき困らないように」と
いうのが学校で説明された方言禁止の理由という。関東大震災での朝鮮人虐殺にふれなが
ら「内地で朝鮮人と間違えられたら殺されかねない」といわれたこともあったという。こ
の話を聞いて、私は「方言札現象」は内地の外国人差別、島差別が同化圧として働いてい
たことに思い到った。松山東雲女子大学の西村浩子氏は1993～ 1997年に奄美諸島から八
重山諸島にかけて詳細なインタビュー調査を行ってこの地区の「方言禁止」の実態の記録
を残している（西村浩子1997, 1998a, 1998b, 1999, 2001）。西村氏の報告にはとても及ばないが
2025～ 2026に行った私のインタビュー結果を表にして示す（表1）。
文部省は1900年に小学校の教育課程に読書、作文、習字を合科した国語科を設置した。

1902年には国語調査委員会をもうけて「方言を調査して標準語を選定すること」を課題

発生年・地区
（証言者数） 小・中学校での「方言禁止」の状況など

1947年～ 53年
笠利（1名）

小学校で、方言を使うと校庭を走らされた。方言札はなかった。先生の気分次第
で罰は変わった。連帯責任をとらされることもあった。

1948年～ 73年
名瀬（7名）

方言を禁止されていた。（7名）　方言を話すとバケツを持って立たされた（1名）
（いずれも方言札の経験無し）

1950年～ 59年
沖永良部、知名 
（1名）

小・中学校時代。「方言使用者」と書かれていている木製の方言札が使われた。
方言を使うと首から提げさせられ、べつの新しい方言使用者が出るとわたした。
方言を禁止する理由は、「内地に行くと恥をかくよ、バカにされるよ」といわれた。
あの頃は内地では「島差別」が結構あったから。

1961年～ 71年
住用（8名）

  小学校の時、壁の名前が書いた紙に、方言を使うと×が付けられた。×の数が
一定数になると厚紙でできた方言札を使われた。方言札には「私は方言を使いま
した」と書かれていた。中学校では方言札はなかった。内地に行って方言を使う
と、朝鮮人に間違えられると言われた。

1961年～ 71年
龍郷（1名）

小学校では方言を使うと壁に張った名前の上に×を付けられた。中学では方言を
話すと「肥汲み」をさせられた。罰が怖くて、学校では沈黙ですごした。「家で
も標準語を話しましょう」というチラシが渡された。親は標準語をしゃべれず、
八月踊りの唄などを、標準語で唄って子どもに教えようとして、意味のわからな
い唄になった。

1963年～ 72年
喜界町（2名）

小学校時代、方言を使うとほっぺたを ,左右両方からつねられ引っ張られた。中
学校でも禁止されていた。方言札は使われなかった。

1973年名瀬 岩元岩壽氏の取り組み 1973年（本文参照）
1973～ 1988年
西阿室（1名）

方言を理解できない、話せない子どもがほとんど。家庭の言語は標準語だった。
学校の今週の標語「方言を使わないようにしましょう」

1977年喜界（2名） 1977年以降「方言を大切にしよう」といわれるようになったように思う。

 表 1　奄美大島「方言禁止」についての証言。（2025～ 26年高橋徹のインタビュー）
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とした。各地域の教育会は、「方言」やなまりの矯正に取り組み始めた。「方言札」は、そ
のころから、琉球諸島の学校で島の言葉を具体的に禁止する教育具として瞬く間のうちに
使用されるようになった。「方言札は何らかの法律や通達によって、全ての学校に一斉に
導入されたものではない」（近藤2008: 25）。また近藤は標準語習得を推進した沖縄人教員の
論を紹介し「大和から異国視されるなどの見られ方を意識し、そのような差別的な状態か
ら脱却すること、その上で日本国民になっていこうとすること」「沖縄人も大和人に劣ら
ない立派な日本国民であることを誇示しようとし、その方策として標準語習得が位置づい
ている」（近藤2008: 45）と指摘している。
「方言札」現象は単純な様相ではなく、軍国主義、戦争、復帰運動、貧困、集団就職、
という歴史の流れの中で「方言禁止、標準語化」は学校文化として継承されていった。
1975年ごろまで「方言禁止」をしていた学校もある。学校での様相・実施時期は地域や
学校で異なり、校長や教員の考えによって差がある。多様な言語や文化の存在を許さな
い、差別的・排外的な日本社会の時代の空気が同化圧として島嶼の学校を包み込んで駆り
立てられたと見るべきだろう。継承言語の禁止は、言語だけではなく、継承された文化を
野蛮で撲滅すべきものとして子どもたちにすり込む効果があったであろう。

Ⅵ . 多文化共生社会のイメージのために

西村（1998）によれば、学校での方言禁止は1975年前後を境にして方言尊重に切り替わ
ったとしている。西村はこの切り替わりの背景に、失われ行く言葉への危機感、伝統文化
継承への危機感の二点を指摘する。杉浦（2025）はこの時期の教育行政の郷土教育、ゆと
り教育などの方針の変化や、地域の行政の積極的な取り組みを指摘している。これらに加
えて、私は1972年沖縄の返還とその後に訪れた日本社会の「沖縄ブーム」により、多言
語・多文化の存在を許容できる空気が日本社会にじわりと広がったことを指摘しておきた
い。日本社会の強烈な同化圧が緩んできた時期なのだ。ちょうどこの頃、日本人の若者た
ちの中でアジア、ラテンアメリカ、アフリカなどを放浪するバックパッカー現象も広が
り、多言語・多文化社会を身近に感じる者が増えた時期でもある。「方言禁止」の解凍を
迎えた時代を回想して、奄美大島のある70代の女性は「あまりにも急な転換で、今まで
散々禁止しておきながら」とその当時の戸惑いを吐露してくれた。以下の岩元岩壽（2000）

に記されている取り組みは、時代を切り開いた輝かしい記録で、方言尊重・継承文化尊重
に切り替えたのは島の人々の主体的な力が大きなものだったことを教えてくれる。

　 1973年奄美大島の多くの学校では「方言禁止」の指導が続いていた時代である。名
瀬小学校に勤務していた岩元岩壽氏は、学校長に「学習発表会」で ,「古典民謡をや
ってよいか」と申し出、画期的な「英断の許可」を得た。岩元氏は「校長も私も ,

『首』を覚悟で、学習発表会への『民謡の導入』を決断した」と記している。小学校
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2年生の女の子5名への民謡『朝花節』の特訓をし、発表会を終えた。「楽屋裏に引き
下がった頃に、聴衆のどよめきと共に、雷鳴のような『拍手』が沸き起こったのであ
る。協力してくれた親たちが、楽屋裏に詰め掛け我が子の健闘を讃えた。校長をはじ
め ,先生方もようやく胸を撫で下ろしてくれた。」（岩元岩壽2000）より要約引用）

上記のような時代を経て、奄美大島ではしだいに、音楽教育、総合的な時間などで「シ
マウタ・三味線を教える」「島口（奄美語）カルタ大会」「島口教室」「8月踊り」「泥染め」
「大島紬」「サトウキビ栽培「黒糖作り」が取り入れられるようになっていく。
「方言禁止」の教訓を、移民の子どもたちの教育課題とすりあわせてみる。「民族教育」
「郷土教育」「母語保障（榎井2022,2023）」「本名を呼び名のる」これらの学びは、呼ばれ方
は異なっても、全て同じ効果を持っている。Ⅲで述べた差別やいじめ、Ⅳで述べた外国人
管理政策などの同化へ駆り立てる圧力から子どもたち自らを守り、自立できるエネルギー
と力を与えてくれるだろう。
イスラエルの「平和のオアシス村」はユダヤ系・アラブ系の住民が互いを尊重しあって
暮らす村である。村の小学校には、それぞれの児童が同じ数だけいる。イスラエルではユ
ダヤ系だけの学校、アラブ系だけの学校が一般的だが、この村では40年ほど前から2つの
民族が共に学んでいる。授業ではアラビア語と元々ユダヤ人が使うヘブライ語の両方を使
う。互いの文化や価値観を学ぶ狙いがあり、イスラエルにはこうした学校が他にも複数あ
るという。（2023年10月26日ＴＢＳ報道特集）平和のオアシス村の小学校は、多文化共生教育
のモデルの一つとなるだろう。

Ⅶ . 多文化・多言語の子どもたち支援のためのメモ

1） 現在の在留管理システムが、子どもの学びを保障する立て付けになっていない事に
注意を払い、各学校は子どもたちの在留資格を把握し、不意な在留打ち切りや送還
によって学びが断ち切られないように必要に応じて支援団体や弁護士等と連携をとる。

2）その子の在留資格は、進路支援に欠かせない情報である。
3） 奄美の子どもたちから、奄美語を奪ったのは、不寛容で差別的な日本社会であった。
移民の子どもたちの言語教育に関わる私たちは特に心に留めておかねばならない。

4） 差別の効果が同化か排斥である。「日本風の名前を名のる。継承語を使わない。ルー
ツを捨てる。ルーツにつながる親を拒絶・嫌悪する」自発的なもののように見える
場合も、背景にあるいじめや差別を疑おう。

5） マイノリティの子どもたちには日本語の習得と並行して、継承言語、継承文化の学
びを権利と位置づけ保障する。その重要性は「国際理解教育」「郷土教育」「文化遺
産」を遙かに超える。

6） 差別やいじめをしない・させないマジョリティーの子どもたちを育てる。マジョリ
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ティとマイノリティの子どもたちの相互交流を通じて、日本国内の多言語・多文化
社会についての理解を深め，歴史の教訓を継承し、共に生きる喜びを共有する。
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〈報告〉
共生社会の実現と日本語教育

 ―地域日本語教育のあり方から―

神吉宇一（武蔵野大学）

Ⅰ. はじめに

近年、日本語教育の中でもとりわけ国内の生活者や就労者に対する日本語教育が注目を
集めている。21世紀に入ってから、日本社会は人口減少の局面に入り、それに対応する
ために、留学生や外国人労働者の受け入れを以前にも増して積極的に行うようになった。
さらに、受け入れ拡大だけでなく、在留している外国人ができるだけ長く在留できるよう
にするための法整備や仕組みの検討も進められてきた。その結果、在留する外国人に対す
る生活や仕事の日本語教育・日本語学習が大きな課題であると認識されるようになった。
国が政策として積極的に外国人を受け入れるようになる中で、地域社会に外国人が増え
ることで生じるさまざまな課題の解決については、地方公共団体の取り組みによって進め
られてきた。一方、国は「いわゆる移民政策はとらない」という立場を崩していない。そ
のため、現在や将来の日本社会のあり方と外国人の受け入れや共生について、日本社会と
してどのように考えていくのかという議論は避けられたまま、外国人の受け入れ数だけが
どんどん増えているという状況である。
本稿では、主に地域における日本語教育の観点から、今の日本社会において日本語教育
がどのような役割を果たしていく必要があるのかを論じる。そのために、日本社会におけ
る地域日本語教育の政策的取り組みを概観しつつ、地域日本語教育の具体的な取り組みを
通して、どのような成果が上がっているのかを明らかにする。そして、日本語教育を通し
た共生社会の実現を目指すために、日本語教育に求められることについて論じる。
なお、本稿は2025年夏の研究大会における基調講演の内容を原稿としてまとめたもの

であり、詳細なデータ分析をもとにした実証的論考ではないことをあらかじめ断ってお
く。

Ⅱ. 日本社会の状況と日本語教育

１. 人口減少と外国人受け入れ推進
日本社会は急激な人口減少に直面している。総務省の人口推計によると、2025年10月1
日の総人口と前年からの純増減、自然増減、社会増減はそれぞれ以下の表1のようになっ
ている。
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表１　日本の人口動態（2025年 10月）
総人口 純増減 自然増減 社会増減 国籍異動

2025年 10月 全体 123,219,024 -582,726 -918,981 336,266 -

2025年 10月 日本人 119,379,692 -915,900 -932,816 8,698 8,218

総務省「人口推計」より筆者作成

この表からわかる通り、日本の人口減少は外国人の来日によって緩和されているもの
の、日本人だけでは1年間に90万人以上減少している。また出生数も大幅に減少してい
る。表2は2020年から6年間の出生数データである。

表2　日本国内の出生児数の推移（2020年～ 2025年 各年 10月 1日）
2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

全体 870,718 831,304 799,486 757,939 717,291 694,162

日本人 852,195 812,798 782,089 739,140 695,391 671,094

総務省「人口推計」より筆者作成

2025年の出生数694,162件という数字は、国立社会保障・人口問題研究所（2024）によ
る人口の将来推計よりも18年早く70万件を下回ったものであり、今後、出生数の減少傾
向が劇的に改善することは考えにくい。この減少分を補うために、日本政府は外国人の受
け入れを急速に進めている。特に2019年に施行された改正出入国管理及び難民認定法で
は、在留資格「特定技能」が創設され、労働者を正面から受け入れるようになった。そし
て、特定技能2号の在留資格を取得すると、家族の帯同が許可されるとともに、在留資格
の更新にも上限がなくなった。これは実質的な移民政策であると言われている。

２. 日本社会と外国人
外国人の増加は今に始まったことではないが、近年の急激な増加によって、今まで以上
に外国人の存在が目立ち始め、それに対する不安も増加している。2025年夏の参院選を
境に、「日本人ファースト」という語が注目され、外国人に対する排斥的な言説が増加し
ている。このような社会的潮流を受けて、日本政府による出入国管理政策も厳格化の方向
で変化し始めている。また、日本語教育に関しては、「日本語・生活学習プログラム（仮
称）」の提供を入管庁が検討し始めているが、その中身や方法については2026年夏時点で
ははっきりした情報がなく、状況は流動的である。いずれにしても、今後、日本語教育は
確実に拡充されるだろうが、それは「統合」や「共生」のための日本語教育ではなく、
「排除」や「選別」の日本語教育になりかねない危うさがある。
日本社会での外国人と日本人の接点はどの程度のものだろうか。日常的に飲食店やコン
ビニで外国人を見ることが多くなっているとはいえ、それは多くの人にとって自分の生活
とは深く関わりのない「風景の一部」のようなものであろう。入管庁が2024年3月に発表
した「外国人との共生に関する意識調査（日本人対象）報告書」という報告書がある。こ
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の報告書中に「あなたは普段の生活で外国人との付き合いがあります（ありました）か。
（過去の経験も含め、当てはまるもの全てを選択）」という問いがある。この問いに対する回答
は以下である。

表3　普段の生活での外国人との付き合い（n=4,424）
回答 割合

1 一緒に仕事をしている（していた） 27.7%
2 友人に外国人がいる（いた） 17.1%
3 外国人とあいさつ程度の付き合いはある（あった） 16.3%
4 通う学校に外国人がおり、知り合いである（あった） 11.5%
5 子どもの友達やその親に外国人がおり、付き合いがある（あった） 6.3%
6 自分または家族・親族の配偶者・パートナーが外国人である（あった） 6.2%
7 その他、自治会やPTA等、地域のグループで一緒に活動している（していた） 2.6%
8 NPO等の外国人支援団体や国際交流団体で一緒に活動している（していた） 1.3%
9 医療や介護現場でサービスを受けている（受けていた） 1.2%
10 その他 2.1%
11 外国人の知人はいないし、付き合ったこともない 41.5%
12 無回答 1.4%

出入国在留管理庁「外国人との共生に関する意識調査（日本人対象）報告書」より筆者作成

この結果から「外国人の知人はいないし、付き合ったこともない」という人が4割以上
いることがわかる。日本社会の多くの人たちは、「外国人」との接点がないままに、外国
人の増加に対して漠然とした不安を持っていると言えるだろう。このような状況を踏ま
え、地域に暮らす人たちの相互理解を深めていくために、日本語教育はどのようなことが
できるだろうか。地域の日本語教育の事例を簡単に紹介しながら考えてみたい。

Ⅲ. 地域の日本語教育と共生社会

１. 地域日本語教育の考え方
2019年には日本語教育の推進に関する法律が公布・施行され、国内の日本語教育の目
的が共生社会の実現のためであることが明文化されるとともに、日本語教育実施の責任主
体として国・地方公共団体が位置づけられた。こうした政策的動きに先立ち、地域におけ
る日本語教育のあり方に関する最初のまとまった報告は、日本語教育学会が2008年に発
表したものである。文化庁からの委託事業として「生活者としての外国人」を対象として
広範かつ多様な調査を行った上で報告書がまとめられており（日本語教育学会 2008, 2009）、
本報告書中に、地域日本語教育システムという図が提示されている。ここでも図１として
再掲しておく（日本語教育学会 2009：25）（1）。
当該報告書には、システム図について以下のような記載がある。

　 「専門家による日本語教育」は，非日本語母語話者である外国人が日本語社会で生活
していく上で必要な情報へのアクセスの可能性を高め，多様なコミュニケーション場
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面に参加していくために必要な日本語能力を最低限保障するための場である。そし
て，「協働の場」は生活者としての外国人・日本人が協働活動を通して対話を重ねる
ことで，お互いの相互理解を深め，人間関係を築く場であり，双方がコミュニケーシ
ョンの力を身につける場である。この二つが両輪として機能することによって，非母
語話者である外国人も含めた地域社会の人間関係構築に基づいた地域社会形成のため
のことばの教育が実効的に機能する。 （日本語教育学会 2009：30）

現在の地域日本語教育の考え方は、まさにこのシステム図を基盤としたものである。図
1に示されている通り、システム図中央の左円が「専門家による日本語教育」、右円が「対
話・協働の場」であり、この二つが両輪として位置づけられている。では「対話・協働の
場」と「専門家による日本語教育」の取り組みが融合したシステムによって共生社会の実
現を目指す地域日本語教育とは具体的にどのようなものであろうか。次節ではT市の取り
組みとN町の取り組みという二つの事例をもとに、地域における日本語教育のあり方を考
えてみたい。なお、以下で扱う事例について、T市に関しては筆者が関わっている事業の
2025年度報告資料・報告書等の記述から、N町については2024年11月に筆者らがフィー
ルド調査・インタビュー調査を行った際の調査メモの記述や録音した音声の文字化データ
をもとにしている。T市に関しては公開されている報告書の記述を発表や論文執筆に引用
してよいという許諾を得ている。またN町に関しては、あらかじめ調査研究に関する同意
を得た上で訪問調査をおこなっている。さらに両自治体とも、本稿を事前に見てもらい記
述内容を確認してもらった。

図 1　地域日本語教育システム図
日本語教育学会（2009）『平成20年度文化庁日本語教育研究委託 外国人に対する実践的な日本語教育

の研究開発（「生活者としての外国人」のための日本語教育事業）-報告書-』より筆者作成
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２. T市の取り組み
１）T市の取り組み概要
T市は、外国人に対する日本語教育について、国内でも先進的な取り組みを行っている

都市の一つである。T市では、日本語教室を日常的に実施できる施設を保持しており、国
と市の予算によって専門職を常勤として雇用している。市が運営する日本語教室のうち
「生活日本語コース」という主たる取り組みは、平日の月・火・木・金の4日間、9: 30か
ら13: 30の時間帯で実施している。授業を担当する教師は全員日本語教育の経験がある専
門家である。授業では言語知識やスキルの習得だけでなく、会話やロールプレイ、教室外
での実践活動等も盛り込み、社会とのつながりを意識した学習活動をデザインしている。
このような環境で学んでいるT市の学習者たちは、日本語コミュニケーション力が着実
に向上している一方、課題にも直面している。コース開始時と終了時に実施している試験
等では、日本語コミュニケーション力の伸びが目に見える形で成果となっている。しか
し、一部の学習者からは、日本語ができるようになっても使う場がない、話す相手がいな
いという課題が聞かれるようになった。

２）T市の実践の成果
このような課題を踏まえ、T市の教室では、日本人住民との対話的活動が行えるような

取り組みを学習活動として盛り込んでいる。その一つが「プロジェクトワーク」である。
あるテーマに沿って学習者が調査を行って結果をまとめて発表会で発表するという学習活
動を行である。これを学習者一人で行うのはハードルが高い。そこで、教室補助者（いわ
ゆる学習支援者）や過去のコースを受講していた先輩学習者が適宜サポートをしながら学習
活動を進めている。このプロジェクトワークで調査を行う際に、市内在住の日本人住民に
インタビューに協力をしてもらうことで、自然に接点を持てるようにしている。また、プ
ロジェクトワーク発表会への日本人住民の参加を促しており、発表会後に学習者と一般の
（教室補助者のような日常的に学習者との接点があるわけではない）日本人住民の交流会も実施さ
れている。

T市のプロジェクトワーク発表会と交流会を行うことで、日本人住民の意識にも変化が
もたらされることがある。2025年度前期の交流会に参加した一般の日本人住民の感想と
して、以下のようなものがあった。

　 普段、外国人と全く接触がない。報道で外国人は怖いと思っていたが、交流会でスタ
ッフに促され学習者と話したところ、同じ人間なのだと180度見方が変わった。こう
いう場があってよかった。 （T市の2025年度事業報告書より）

この感覚が多くの一般的な日本人の感覚なのではないだろうか。本稿Ⅱ -2で引用した
入管庁の調査からもわかる通り、外国人が増加している日本国内でも4割以上の日本人が、
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外国人と個人的な関わりを持ったことがない。このような状況にある日本社会の中で日本
語教室を運営するにあたり、その教室の活動を通して、人々がつながりを持ち、相互理解
が進むような取り組みを行うことが、地域日本語教育の一つの大きな役割だと言える。
もう一点、T市の取り組みのポイントとして、教室補助者と先輩学習者が重要な役割を

担っていることが挙げられる。教室補助者は、例えば会話練習のロールプレイの際に会話
の練習相手となる。そのような役割に加えて、プロジェクトワークの際には、インタビュ
ー相手と学習者の間の橋渡しをしたり、教室でのコミュニケーション活動と社会でのコミ
ュニケーション活動の橋渡しをしたりしている。教室補助者がいることで、インタビュー
が円滑に実施できることもある。このような橋渡しの役割を担う人がいなければ、学習者
と、インタビューに協力する一般の日本人住民の間のコミュニケーションや対話的活動が
うまくいかない場面も出てくるはずである。

３. N町の取り組み
１）N町の取り組み概要
N町は、空港、国際貿易港、高速道路のインターチェンジなどが町内にあり物流インフ

ラが整っているため、自動車産業を中心に大規模工場が多く立地しており、外国人労働者
の多い町である。特に、2017年に技能実習法が改正された頃から外国人労働者が急に増
え始めた。2022年にはN町多文化共生推進プランが策定され、そのプランの基本施策の
トップに「日本語学習支援の充実」が掲げられ、公的な日本語教室の開催が決まり、役場
主催の日本語教室を充実させているところである。

N町の公的日本語教室の特徴は、企業との協力体制のもとで計画・実施されていること
である。N町では、まず、日本語教室を開催する準備として実態調査を行った。その調査
で企業から話を聞く中で「外国人従業員が孤立化している」「コミュニケーションを取る
のを（日本人・外国人）双方諦めている」「（企業が）自分たちで日本語教育を単独で行うの
は難しい」という意見があったそうである。そこで、地域課題の解決も視野に入れ、企業
と連携した就労者向け日本語教室を立ち上げた。また、どの会社も「会社で使う日本語の
教育は望んでいない」一方で、「外国人の孤立化をもっとも危惧」していることがわかっ
た（「　」内はいずれも筆者の調査メモより）。

２）N町の取り組みの成果
N町の日本語教室が始まってからいくつかの成果と言えるものが見え始めている。一つ

目は学習者が自信を持って日本語を使えるようになり、社内コミュニケーションが活性化
したということである。以下の先生とコーディネーターのことばにもそれが現れている。

　 会社に行って挨拶だけして働いて帰るという学生が「この日が楽しみ、来るのが楽し
み」と言ってくれて、日本語を話すことに勇気を持てた、ちょっと間違ったくらいで
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指摘してくる人はいないので、日本語を話すことをそんなに難しくとらえなくてもい
いんだと思ってくれたようで、地域日本語教室でよく話すようになって、会社でもよ
く話すようになったと言ってくれて。 （先生へのインタビュー）

　 みんなが「緊張する」と。日本人と話すのが緊張すると言う。ボランティアや私た
ち、先生と話すことで「大丈夫だよ、わかるよ」と言ってあげることができる。話し
かけるきっかけを作ることができると考えた。 （コーディネーターへのインタビュー）

これは、言語としての日本語が習得できているというだけでなく、実際に人と話すこ
と、そしてその相手が共感的に受容してくれたという経験を積み重ねていったことが、
「勇気」に繋がり、自信を持って日本語を使えるようになったということであろう。
二つ目の成果として挙げられるのが、日本人側の外国人に対する意識に変容が見られ始
めたことである。ある企業では、外国人従業員が日本語学習を始めたのに合わせて、日本
人従業員に対してコミュニケーション研修を行った。その研修を通して日本人従業員の外
国人従業員を見る目が「温かい目に変わっていった」とのことである（筆者の調査メモよ
り）。また、学習支援者として関わっているボランティアの一人が役場の職員であり、そ
の職員にも変容が見られた。

　 ボランティアの１人が職員。グラウンドの貸し出しの担当だった。最初は「外人勝手
にグラウンド使って」と言っていたのが、「外国人の方たちにもいろいろ事情がある
よね」と意識が変わってきた。いろいろな人にボランティアとして関わってもらうの
にも意味があると思っている。 （日本語教育担当の役場職員へのインタビュー）

N町の取り組みでもT市と同様に、外国人との接点を持つことで、相互理解が深まり、
相手の事情に配慮したり、寛容さが高まったりしていると言えるだろう。日本語教室が日
本人と外国人の間をつなぐ「場」として機能していると言える。ここまで、T市とN町と
いう二つの地域日本語教育の事例を見てきた。これらの事例から何が言えるのか、次章で
は改めて地域日本語教育システムのあり方について提案を行う。

Ⅳ . 今後の地域日本語教育のあり方

１. 二つの円を重ねるデザイン
一つ目に重要なことは、地域日本語教育システムの二つの円を重ねる学習活動・言語活
動のデザインが必要だということである。多くの地方公共団体では、日本語教育の拡充を
進めようとしている。その取り組みを促進する一つの方法として、オンライン日本語教育
が急速に広がっている。オンライン日本語教育は、時間や場所の制約を越えて一定の質の
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学習機会を提供できるという点で、学習機会の保障に大きく寄与するものである。しか
し、オンライン日本語教育には、学習のモティベーションの維持の困難や、学習が一方向
的になりがちでインタラクションが生じにくいという課題がある。さらに、地域日本語教
育という文脈では、住民同士の接点を生み出し、相互につながりを持ち、それが相互理解
に発展していくという側面が弱い。本稿図1で示した左円「専門家による日本語教育」で
目指すことはある程度カバーできるが、右円の「対話・協働の場」の設定は別途行う必要
がある。オンライン日本語教育は、あくまでも学習機会を拡充するための取り組みの一部
であり、日本語教育システムの大部分を代替することは難しい。

T市とN町の事例に共通する優れた点は、左円の「専門家による日本語教育」に着実に
取り組みつつ、右円の「対話・協働の場」も丁寧にデザインされており、この二つが教室
活動を通して重なり合っている点である。左円も右円も、まずは専門家が活動のデザイン
を綿密に行うことが大切で、その中で協力者である住民がどのような役割を担うのかとい
うことが問われる。その役割は、話し相手や練習相手、日本語・日本に関する知識等を伝
達する人というだけでなく、日本社会・日本人と学習者の橋渡し役を担うことが求められ
る。そして、左円と右円が有機的に影響を与え合うことで、日本語教室自体が、学習者と
日本社会をつなぐ場となる。日本語教育学会（2009）によるシステム図は左円と右円を分
けて書いてあるが、現実としてこの二つの円は重なり合って動いていくものととらえるの
がよいだろう。したがって、地域日本語教育に関わる専門家・専門機関に求められるのは、
左円だけではなく、システム全体のデザインと実施を担うことである。

２. 仲介行動への注目の必要性
二つ目に重要なことは、言語コミュニケーション行動の一つとしての仲介行動に注目す
ることである。仲介（mediation）とは、欧州言語共通参照枠（CEFR）の増補版である
CEFR-CV（Council of Europe 2020）で強調されるようになった概念で、ことばや文化の違い
などによって隔たりのある人と人、人と情報の間を橋渡しし、相互の理解とコミュニケー
ションを促進する言語行動を指す。T市の先輩学習者の関わりや、各地の行政職員・コー
ディネーターの取り組みなどは、仲介の観点から分析可能だろう。日本国内の日本語教育
は、「日本語教育の参照枠　報告（以下：参照枠）」（文化審議会国語分科会 2021）を参照しつつ
進めるというのが政策的な動きであるが、現在の参照枠には仲介行動に関する記述は盛り
込まれていない（2）。今後は、参照枠を発展的に捉え直し、仲介行動に注目した地域日本語
教育の実践と、そのような観点からの学術的分析が求められる。

Ⅴ. おわりに

本稿では、社会の現状や地域日本語教育の取り組み事例をもとに、地域の日本語教育の
あり方について論じた。今後の地域日本語教育を考える上で必要な視点として、地域日本
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語教育システムの左円と右円の重なり合い、仲介行動への注目という二つの点を提示し
た。地域日本語教育・教室の持つ機能や役割は、それぞれ個別に存在するのではなく、そ
れらは複合的な社会システムの一部である。したがって、地域日本語教育を動的なシステ
ムの一部として捉える視点が重要である。日本語教育が、社会から切り離された形で日本
語の知識やスキルを身につける取り組みを行うだけでは、外国人住民と日本社会が求めて
いる非母語話者日本語コミュニケーション力も、人とのつながりも、社会的な課題の解決
にも十分には寄与できない。
本稿での議論を、言語教育政策の観点から整理し直すなら、政策のマクロとミクロのつ
ながりの中で日本語教育のあり方を考えるということになる。言語教育政策研究・日本語
教育政策研究の新たな地平を開くという意味でも、マクロとミクロの相互作用の中からど
のような実践が生起していくのか、その実践が人々や地域社会にどのような影響を与えて
いるのか等を分析していくことも今後の課題と言えるだろう。

注
（1）初出は日本語教育学会（2008）であるが、当該報告書ではページ送りの関係でシステム図の一部が

見切れているため、ここでは日本語教育学会（2009）からの引用とした。図については、報告書

からそのままコピーすることもできるが、当時の画像制作のスペックの制約からやや見づらいも

のとなるため、筆者が同じ図を再作成して本稿に掲載した。その際、記載事項はそのまま反映さ

せているが、フォントは変更した。

（2）文化審議会国語分科会日本語教育委員会における参照枠の議論でもCEFR-CVの知見を盛り込むべ

きではないかという問題提起があった。しかし、CEFR-CVの2020年版が発表された時点では、す

でに参照枠の議論がかなり進んでいたことなどもあり、一旦参照枠を完成させ、すぐにCEFR-CV

を踏まえた継続の議論を行うということになった。現状、CEFR-CVの内容が反映された参照枠の

新たな版は作成されていない。
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〈報告〉
国勢調査活用プロジェクト　最終成果報告

添田祥史（福岡大学）・碓井健寛（創価大学）・江口怜（摂南大学）・
棚田洋平（部落解放・人権研究所）・横関理恵（旭川市立大学）

Ⅰ. はじめに

基礎教育保障学会が3か年計画で進めてきた国勢調査活用プロジェクトが完結し、第10
回研究大会（2025年8月31日）において、最終報告を行った。このプロジェクトでは、①す
べての都道府県において義務教育未修了者の現状と課題をまとめたレポートを作成･公開
する、② 誰でも簡単に市町村ごとの義務教育未修了者数が検索できたり、県内の分布が
視覚的に把握できるデータベース（特設Webサイト）を学会ホームページに追加することを
目指してきた。プロジェクトの趣旨と実施体制については、添田・碓井・江口・棚田・横
関 （2024）を、特設Webサイトについては添田（2026）及び本稿の付録を参照されたい。
プロジェクトの軌跡は、次のとおりである。第1回公開学習会は2023年5月7日に福岡
大学（オンライン併用）で「漁業従事者の義務教育未修了問題」をテーマに開催した。報告
者は、江口怜（摂南大学）「漁村の不就学・長期欠席問題を考える―1950～ 60年代の夜間
中学の事例を中心に」、碓井健寛（創価大学）「国勢調査を用いて量的にも質的にも視覚化
する―漁業従事者の分布を手がかりに」、コメンテーターは、上杉孝實（京都大学名誉教授）、
工藤慶一（北海道に夜間中学をつくる会）であった。
第2回公開学習会は2023年7月8日に「社会を変えるデザインの力」をテーマにオンラ
イン開催した。田北雅裕（九州大学）が基調講演を行い、添田祥史（福岡大学）が「国勢調
査を用いた都道府県レポートの公開にむけて」を提案した。コメンテーターは、近貞美津
子（創価大学）であった。司会は碓井健寛（創価大学）が務めた。
第3回公開学習会は、2023年9月3日に福岡大学（オンライン併用）で「国勢調査データ
を用いて何ができる？何をすべき？」を開催した。報告は関本保孝（えんぴつの会）「国勢
調査の『小学校卒』新設までの運動」、碓井健寛（創価大学）「国勢調査と基礎教育保障学」、
コメンテーターは、稲月正（北九州市立大学）、田北雅裕（九州大学）、司会・趣旨説明を添
田祥史（福岡大学）が務めた。
その後は、基礎教育保障学会の理事会開催にあわせて公開学習会を開催し、構成や図表
の検討、執筆者の選定、草稿を持ち寄っての意見交換、プロジェクトの運営体制や役割分
担などを協議した。（第4回2023年11月19日、第5回2024年2月18日、第6回2024年5月12日）。
その成果として、21自治体のレポートを『基礎教育保障学研究 別冊』（以下、別冊）1号に
掲載することができた。
第7回公開学習会は、2024年9月1日に神戸大学（台風接近に伴いオンライン開催に変更）で
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の第9回研究大会時に開催した。報告は、嘉納英明（名桜大学）「沖縄県の都道府県レポー
トとその活用方法」、三戸達雄（Sprout Japan）「データベースの進捗状況報告」、趣旨説明・
司会は添田祥史（福岡大学）が務めた。公開学習会の後半は、別冊2号の都道府県レポート
及び特設Webサイトの検討にあてた（第8回2024年12月8日、第9回2025年2月9日）。最終段
階はエリア責任者を中心に協議し、別冊2号に残りの26自治体のレポートを掲載すること
ができた。
本稿では第10回研究大会時のプロジェクトの最終報告会の内容、とりわけ都道府県レ
ポートの総括を中心に記録としてまとめる。エリアごとに義務教育未修了者（以下、未修
了者）の分布と特徴、基礎教育保障の現状と課題について述べる。 （添田祥史）

Ⅱ. 北海道・東北エリアにおける義務教育未修了者の分布とその特徴

既刊の別冊1号に所収された北海道（工藤慶一）と、別冊2号に収められた青森県（遠藤
智恵子）、岩手県（横関理恵）、宮城県（石井山竜平）、秋田県（横関理恵・野山広）、山形県（庄
司匠）、福島県（碓井健寛・大谷一代）の報告を参照した。北海道・東北エリアは未修了者が
集中し、その特性と課題は顕著である。本稿では同エリアの未修了者の特徴、地域・産業
的背景と学びの場、レポート分析からみえる課題と展望を示す。
地域的分布をみると、青森県の義務教育未修了者率（以下、未修了率）は全国平均の2倍
以上であり、北海道は未修了者数が1.2万人を超え全国最多である。市町村レベルでも全
国ワースト50の6割以上が北海道・北東北に集中する。未修了率が高い地域として、北海
道（黒松内町8.20%）、青森県（七戸町5.58%）、岩手県（一戸村5.71%）が挙げられる。これら
は、未修了者が特定地域に集中し、構造的問題として存在することを示している（学歴不
詳者除外）。
地域的・産業的背景では、未修了者は交通インフラの弱い山間部や沿岸部に多く、主に
第一次産業地域に分布する。地理的条件は通学機会を大きく制限している。学びの場は札
幌・仙台・福島の公立夜間中学に限られ、それ以外は市民団体や個人による自主夜間中学
が断片的に存在するのみである。多くの自治体にはいずれの学習機会もない。
以上から、本エリアの課題として、①地理的制約による通学困難、②高齢未修了者の存
在と学び直し意識の啓発、③地域間連携の不足による教育資源の分散が挙げられる。とく
に高齢未修了者への生活状況に応じた支援体制が求められる。
今後の展望として、第一に学びのリソースの拡大が必要である。公立夜間中学整備に加
え、自主夜間中学やフリースクール設置を促進する。秋田県の日本語学校整備は、自主夜
間中学を地域日本語教育の拠点として位置付ける事例となる。第二に地理的・物理的制約
の克服である。公共交通の脆弱性を補うコミュニティバス夜間送迎やオンライン学習の拡
充が不可欠であり、ICT操作支援サポーター配置も重要である。第三に広域連携と多様な
人々への学習保障の強化が必要である。北海道と青森県による連携中枢都市圏制度を活用
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した広域的教育サービスは有効である。また、高齢化と並行して外国籍若年層も増加して
おり、国籍・年齢を問わず学べる体制整備が求められる。総じて、本エリアにおける義務
教育未修了をめぐる課題は、地域性と歴史的背景が影響しており、多層的アプローチが不
可欠である。学びの場の拡充、人材育成、財政支援を進めることで地域に根ざした教育保
障の実現が期待される。 （横関理恵）

Ⅲ. 関東エリアにおける義務教育未修了者の分布とその特徴

既刊の別冊1号に所収された茨城県（関本保孝）、栃木県（田巻松雄）、埼玉県（野川義秋）
の分析と、別冊2号に収められた東京都（庄司匠）、神奈川県（長岡智寿子）、千葉県（榎本博
次）、群馬県（碓井健寛）の報告を参照し、関東1都6県全体の状況を整理した。
関東エリアの状況について、未修了率の高い順に並べると、群馬県（0.98%・16,466人）、
茨城県（0.89%・21,950人）、栃木県（0.83%・13,793人）、千葉県（0.57%・30,789人）、埼玉県
（0.54%・33,985人）、神奈川県（0.41%・32,666人）、東京都（0.33%・39,969人）の順となる。全
国平均（0.83%）を上回るのは群馬県と茨城県であり、栃木県は全国平均と同程度である。
他方、千葉県・埼玉県・神奈川県・東京都は全国平均を下回る。都市部では未修了者数は
多いものの未修了率は低く、逆に山間部・島しょ部・外国人集住地では高い傾向がみられ
る。こうした県レベルの分布傾向の背後には、県内でも地域により未修了率の差が大きい
という構造的特徴が存在する。東京都檜原村7.35%、群馬県南牧村4.58%、千葉県匝瑳市
2.61%が代表的事例である。
次に各県の特筆すべき点をまとめる。東京都では、特別区を中心に公立夜間中学が8校
設置されており、そのうち7校が特別区内にある。千代田区立神田一橋中学校通信制課程
のように、柔軟な学び直しの仕組みも整備されている。市民団体や自主夜間中学との連携
も活発であり、行政施策と市民運動の協働が特徴的である。また東京都では未修了率が低
い一方、檜原村のような山間地域が例外的に高い値を示す。千葉県では未修了者の33.5%

が県西部に集中し、船橋市・千葉市などの都市部に多い。公立夜間中学は市川（1982年）、
松戸（2019年）、千葉（2023年）の3校が順次開設され、自主夜間中学が活動している。市
民運動の蓄積と行政交渉の継続が開設の基盤となった。東京都内への越境通学もみられ、
千葉県外房地区から都内まで2時間以上かけて通う事例も報告されている。千葉県におい
ても匝瑳市など周縁地域で高率がみられる点は、地域内格差の大きさを示している。神奈
川県では、横浜市の未修了者が約1万1千人と最多である。公立夜間中学は横浜・川崎・
相模原の3校で、戦後初期の浦島丘中学校に端を発する長い歴史をもつ。現在は多文化的
背景をもつ成人学習者を対象にした教育支援が進められ、「えんぴつの会」など5団体の
自主夜間中学が各地で活動している。都市部では未修了率が低い一方、県内の特定地域で
は高率もみられ、地域特性に応じた支援の必要性が指摘される。群馬県では、未修了率が
全国平均を上回る一方、長らく夜間中学が存在しなかった。2024年、県内初の公立夜間
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中学である「みらい共創中学校」が伊勢崎市に開校し、生徒52名のうち外国籍が85%、
13か国から通学している。授業は18時開始でオンデマンド授業も検討されており、県内
外の多様な学びのモデルとなることが期待されている。南牧村のように高率地域が存在す
ることも、群馬県内の地域差の大きさを示している。
以上のように、関東エリアでは都市部における公立夜間中学の蓄積と、周縁地域におけ
る新設の動きが並行して進んでいることが特徴的である。都市集積・外国人居住・中山間
地といった地域構造が未修了者分布に強く影響しており、地域の実情に応じた多様な学び
直しの仕組みを構築し、外国人や高齢者を含む誰もが学び続けられる環境づくりが、今後
の課題である。 （碓井健寛）

Ⅳ . 中部エリアにおける義務教育未修了者の分布とその特徴

別冊1号の新潟県（前川喜平）、福井県（前川喜平）、岐阜県（小島祥美）、静岡県（河合世津
美・添田祥史）、愛知県（笹山悦子・碓井健寛）及び別冊2号所収の富山県（庄司匠）、石川県
（土屋明広）、山梨県（横井敏郎）、長野県（荒井英治郎）の9県の報告を参照した。
未修了者数は、全国で愛知県が2番め、新潟県が5番めに多い。すべての県において、

全国平均0.83%を上回っている。中部エリアで公立夜間中学の歴史があるのは、富山県富
山市と愛知県名古屋市のみである（江口2022）。1969年に最後の公立夜間中学が名古屋市で
閉鎖された後は、愛知県教育委員会と名古屋市教育委員会の後押しによって愛知県教育サ
ービスセンターが社会教育の領域で「中学夜間学級」事業を開始した。長らく公立夜間中
学の灯が途絶えていた地域であったが、近年、公立夜間中学の開校が相次いでいる。2023
年4月に静岡県立ふじのくに中学校、2025年4月に石川県立あすなろ中学校、愛知県立と
よはし中学校、名古屋市なごやか中学校が開校した。2026年4月に愛知県、福井県が、
2027年4月に新潟市、富山県、長野県軽井沢町が開校予定である。また、長野県上田市で
設置検討が進められており、山梨県と岐阜県は新設検討が進められているが設置主体が未
定である（2026年2月現在）。
近年、自主夜間中学の開設も相次いでおり、新潟県に1団体（新発田自主夜間中学校）、岐
阜県に1団体（高山自主夜間中学）、山梨県に1団体（みらい学校自主夜間中学校）、静岡県2団
体（しずおか自主夜間教室、しみず自主夜間教室）、愛知県に1団体（自主夜間中学「はじめの一歩
教室」）がある。長野県、福井県、富山県、石川県での開設が待たれる。
中部エリアで特筆すべき点として第一に、公立夜間中学の新たな設置・運営の試みを指
摘できる。静岡県ふじのくに中学校は、横長の県域の西部に磐田本校を、東部に三島教室
を配置しており、本校の校舎は JR磐田駅から近い商業施設の3階部分を使用している点
もユニークである。愛知県では、夜間定時制課程を併設する県立高校内に全部で4校開校
した（とよはし中学校、とよた中学校、こまき中学校、いちのみや中学校）。名古屋市立なごやか
中学校を含めると一気に県内5校体制となった。長野県軽井沢町で開校予定の軽井沢オー
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プンドアスクールは、公立夜間中学と学びの多様化学校を併設したものである。
第二に、外国にルーツのある児童生徒層の多さと、NPOが先導してきた外国人支援の

分厚い蓄積である。1990年の入管法改正に伴う日系人労働者の流入により一気に外国人
住民の集住が進んだ地域では、専門性とネットワークを有するNPOと行政による協働事
業が取り組まれてきた。そうした官民協働の経験を基礎教育保障においても活かしていく
ことが求められる。 （添田祥史）

Ⅴ. 近畿エリアにおける義務教育未修了者の分布とその特徴

別冊1号掲載の三重県（前田亜弓・岡田敏之）、兵庫県（桜井克典）、和歌山県（江口怜）と、
別冊2号掲載の滋賀県（岡田敏之）、京都府（岡田敏之）、大阪府（棚田洋平）、奈良県（生田周
二）、2府5県のレポートを参照した。
未修了率でみると、全国平均（0.83%）を上回っているのは和歌山（1.15%）・三重

（1.10%）・滋賀（0.94%）で、奈良（0.74%）・兵庫（0.73%）・京都（0.61%）・大阪（0.56%）は
平均以下となっている。未修了者数では、全国で大阪（42,399人）が3番め、兵庫（33,928

人）が7番めに多い。また、最終学歴が「小学校卒」の者は大阪が4番め、兵庫が6番めに
多く、「未就学」者は大阪が1番多く、兵庫は6番めに多い。市部では未修了数は多いが、
未修了率でみるとその割合は低く、町村で未修了率が高い傾向にある。
近畿エリアの特徴は、公立夜間中学、自主夜間中学、識字学級、日本語教室といったさ
まざまな基礎教育を保障する場がまんべんなく存在していることである。三重では、識字
学級と日本語教室が県内各地にあり、2025年度には公立夜間中学が開校した。滋賀には、
日本語教室が多くあるが、加えて2025年度に公立夜間中学が開校した。京都は、公立夜
間中学が1校あり、さらに府内各地に自主夜間中学、日本語教室、識字学級がある。奈良
には、公立と自主の夜間中学がそれぞれ3校ずつあり、さらに複数の日本語教室や識字学
級がある。和歌山では、自主夜間中学、識字学級、日本語教室にくわえて、社会教育とし
て「きのくに学びの教室」が県内4箇所に設置されている。さらに、公立夜間中学が2025
年度に1校開校し、2026年度にも1校が開校した。大阪には全国最多の11校の公立夜間中
学があり、さらに府内全域に200を超える識字・日本語教室が存在する。兵庫には公立夜
間中学が4校あり、その他に、自主夜間中学や識字学級、日本語教室が県内各地に広く存
在する。
近畿エリアにおいても、他エリアと同様に、公立夜間中学の地理的偏在が課題である。
そのため、教育機会確保法以前から公立夜間中学がある府県では、公立夜間中学が不在で
あった地域（大阪：南部、兵庫：西部）に新設校が配置されている。和歌山では、2025年度
に県西端の和歌山市に新設校が開校したが、2026年度にも県東端の新宮市で新設校が開
校している。一方で、京都と三重は府県庁所在地に1校、滋賀は南東部に1校しかなく、
奈良は平野部の県北部に既存3校が集中している。地域バランスを考慮した新設校の設置



第 10回大会報告 基礎教育保障学研究　第 10号　2026.08

236

とあわせて、サテライト方式の導入や近接県の夜間中学への受け入れなども含めて検討し
ていく必要がある。
他方で、近畿エリアは、教育機会確保法以前から、公立夜間中学が多く開設されてお
り、近畿夜間中学校連絡協議会という組織のもと、府県域を超えた連携が取り組まれてき
た。近畿エリアにおいても、教育機会確保法以降、7校の新設校が開設されており、そう
した連携の取り組みをとおして、既存校が培ってきた理念と実践を継承していくことが求
められる。
また、近畿エリアには、公立夜間中学だけではなく、自主夜間中学、識字学級、日本語
教室、社会教育講座など、多様な基礎教育保障の場が存在する。そのことは、基礎教育を
求める者がそれぞれのニーズや事情に応じて、自身に適した学習の場を選択することを可
能にしている。まさに、法律がうたう多様な教育機会の保障であり、すべての地域で実現
していくべきものである。その際、多様な場が存在しているだけではなく、それらの場を
つなぐ領域を超えたネットワークの構築も不可欠である。 （棚田洋平）

Ⅵ . 四国・中国エリアにおける義務教育未修了者の分布とその特徴

別冊1号に、鳥取県を石山雄紀、山口県を中村文建、別冊2号の島根県と愛媛県を新矢
麻紀子、岡山県と香川県を城之内庸仁・江口怜、広島県を溝内亮佑、徳島県と高知県を江
口怜が執筆している。以下では、それらのレポートを中心に参照した。
四国・中国エリアでは、伝統的に公立夜間中学が設置されてきた地域は広島市の2校

（1953年開設）のみである。近年になって新しい公立夜間中学として、徳島県立しらさぎ中
学校、高知県立高知国際中学校夜間学級（以上2021年度）、香川県の三豊市立高瀬中学校夜
間学級（2022年度）、鳥取県立まなびの森学園（2024年度）、岡山市立岡山後楽館中学校夜間
学級（2025年度）が設置された。山口県、島根県、愛媛県では、現在も公立夜間中学の設
置が検討されていない。自主夜間中学に関しては、1990年代に高知市で設置がみられ、
2010年代以降に岡山市、山口県防府市・宇部市、島根県大田市での新たな設置があった。
全体的に、「夜間中学」への認知度が低いと想定される地域だと言える。
同エリアの未修了率の高い順番に並べると、以下の通りである。徳島県（義務教育未修了

率1.42%・義務教育未修了者8,713人、以下同）、島根県（1.40%・8,134人）、高知県（1.28%・7,734

人）、鳥取県（1.15%・5,508人）、愛媛県（1.10%・12,642人）、香川県（0.88%・7,147人）、岡山
県（0.72%・11,496人）、広島県（0.67%・16,094人）。全国平均より低いのは広島県と岡山県で
あるが、未修了者数では広島県が最多で、岡山県も比較的多い。数と率の双方が高い数値
を示しているのが、愛媛県である。未修了率が特に高い地域に関しては、高齢者の多い中
山間地、日系ブラジル人コミュニティ、豪雪地域等の背景が指摘されている。
以下、レポートの中から浮かび上がった論点として、3点を指摘する。
第一に、公立夜間中学以外に多様な学びの場が存在することである。被差別部落の識字
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学級・読み書き教室、在日外国人や中国帰国者対象の日本語教室、在日コリアンの識字教
室、教育支援センター、フリースクール、社会教育による夜間教室等があり、レポート著
者の問題関心、自治体の問題関心、公的または民間の取り組みの歴史的文脈性・固有性な
どに応じて、多様な実態が記述されている。既存の社会資源と夜間中学の果たす役割に関
して、「成人基礎教育システム」の確立という観点から考え、多様なレベルでネットワー
クを構築していくことが課題になる。
第二に、公立夜間中学の新設・増設、入学条件緩和の必要性である。未設置県は、教育
機会確保法の精神に基づき、「まずは1校目」を設置することが喫緊の課題となる。既設
県は、人口分布や交通網を考慮し、ある程度の規模の自治体への増設が必要であることも
指摘されている。入学条件を限定（市内在住者等）している地域は、その撤廃・改善も課題
になる。とりわけ、「隣県であれば通える」層の存在についても指摘があり、県境をまた
ぐ通学を可能にする仕組みを作っていくことも求められる。
第三に、分教室設置やオンライン対応、地域の大学との連携など、新たな取り組みが開
始されていたり、今後求められるだろうという指摘がなされた。公立夜間中学の新設校が
多いことから、かえってこれまでの枠組みにとらわれない挑戦もみられ、その意義や課題
等について検証・議論を進めていくことが求められる。 （江口怜）

Ⅶ . 九州・沖縄エリアにおける義務教育未修了者の分布とその特徴

別冊1号に所収された福岡県（溝内亮佑・大塚正純・木村政伸）、長崎県（古本裕美）、大分県
（宮崎克己・宮嶋晴子）、宮崎県（宮嶋晴子・添田祥史）、鹿児島県（肥後耕生）、熊本県（山城千
秋）、沖縄県（嘉納英明）及び別冊2号に所収の佐賀県（宮嶋晴子・添田祥史）の8県の報告を
参照した。
人口は、福岡県、熊本県、鹿児島県、沖縄県、長崎県、大分県、宮崎県、佐賀県の順で
多いが、未修了者数では、福岡県（28,406人）、熊本県（19,864人）、沖縄県（18,329人）、鹿
児島県（17,978人）、長崎県（13,261人）、宮崎県（12,628人）、大分県（9,280人）、佐賀県（6,927

人）の順で多く、沖縄県が3番めに宮崎県が6番めとなる。未修了率ではさらに順位が変
わり、沖縄県（1.53%）、宮崎県（1.38%）、熊本県と鹿児島県が同率（1.34％）、長崎県
（1.17%）、佐賀県（1.00%）、大分県（0.96%）、福岡県（0.66%）となる。未修了率が全国平均
0.83%より低いのは福岡県のみである。
九州エリア8県のうちで公立夜間中学の歴史をもつのは福岡県のみであり、24校あった

ことが確認されている（江口2022）。福岡市や北九州市だけでなく、旧産炭地および炭鉱関
連産業の集積地（大牟田市、旧山田市、宇美町、志免町、田川市、川崎町、糸田町、行橋市、苅田
町）に設置されていた。また、組合立の夜間中学もあった。しかし、その多くは1950年代
半ばには閉鎖され、最後に残った福岡市内の夜間中学も1966年に閉鎖された。それ以降
公立夜間中学の空白地帯であった。
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他方、九州エリアでは、自主夜間中学の歴史もない地域が多い。自主夜間中学は北九州
市に2団体、福岡市に1団体のみである。その他の7県は、自主夜間中学の歴史もなく、
夜間中学増設運動もほとんど展開されてこなかった。

2022年の福岡きぼう中学校の開校を皮切りに、公立夜間中学の開校が相次ぎ、2026年
に全国に先駆けて「県・政令市に少なくとも1校以上」を実現した。未経験の夜間中学運
営にあたり、福岡きぼう中学校の呼びかけで「九州地区夜間中学研究会」が2024年8月に
誕生した。オンラインによるゆるやかで息の長い情報交換をめざしている。特筆すべき
は、自主夜間中学も正規メンバーとして第1回目の会合から参加している点である。今後、
九州からの発信が期待される。 （添田祥史）

Ⅷ . おわりに

全体の共通する傾向として、未修了者数は都市部に多く、未修了率が高いのは、山間
部、離島、半島の先端部、旧産炭地であった。
共通する検討課題として次の点を指摘しておく。第一に、公立夜間中学がまだまだ足り
ないという点である。第二に、自主夜間中学の空白地帯があり、公立夜間中学を守り育て
るためにも開設が待たれる点である。第三に、地域日本語教室や識字学級、フリースクー
ル等の多様な教育機会との連携の必要性である。第四に、アクセス保障をめぐる問題であ
る。公立夜間中学への市外在住者の受け入れ促進、離島や山間地に暮らす義務教育未修了
者への対応などをどうするか。県域全体の基礎教育保障をどう進めていくかという点も含
めて議論が必要である。
本研究は、JSPS科研費23K02124、21K02303、24K05615、公益財団法人前川財団の助成

を受けた。紙幅の都合で、お名前をあげることができないが、お一人おひとりのご協力に
心より御礼申し上げる。このプロジェクトの成果は、社会を変える一助になると確信して
いる。 （添田祥史）

引用文献
江口怜（2022）『戦後日本の夜間中学―周縁の義務教育史』東京大学出版会。

添田祥史・碓井健寛・江口怜・棚田洋平・横関理恵 （2024）「国勢調査活用プロジェクト都道府県レポ

ートの趣旨と実施計画」『基礎教育保障学研究 別冊』第1号、pp.5-15.

添田祥史（2026）「資料紹介　基礎教育保障学会　国勢調査活用プロジェクト特設Webサイト『夜間中

学がまだまだ足りません―国勢調査にみる義務教育未修了者』」月刊社会教育、第836号、pp.76-

79.
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横井敏郎・厳平・潘昆峰・張揚 編著
『教育格差是正政策の日中比較 教員確保・学校存続・教育機会保障』
北海道大学出版会　2025年9月　　　　　　　　　

山田 泉（元 法政大学教員）

本書は、戦後の日本と中国の学校教育のうち主に初等中等教育について、それぞれの年
代における社会の在りようとの関係で、教育行政が行った対処を検証した14本の論文に
よって構成されたものである。取り分け、教育格差問題を中心テーマとしてなされてきた
各研究者それぞれの論考を集めた論文集である。論文集という性格から、関係研究のテキ
スト集としての意義を有する専門書籍と言える。
全体は序章及び書籍のサブタイトルのように3部構成で、第Ⅰ部が「教員の確保・配置

と人事制度」についてで、日中両国の研究者による6本の論文を収めている。第Ⅱ部も同
様に「学校の存続・統廃合と学校間格差是正」について述べた4本の論文を収めている。
第Ⅲ部も同様に「教育の格差・不平等と教育機会保障」について4本の論文を収めている。
評者は、初中等教育の研究者ではなく、その格差是正については、一般的な関心はあっ
ても自らの研究としての視点を持ち得ていない。本書評では、三つの部の各章について、
序章の解説を参考に、概略を記すことに留めざるを得ないことをお断りしておきたい。第
Ⅲ部第12章「日本における外国ルーツの子どもの義務教育保障の課題」に関しては、評
者の専門とつながるものであり、「格差」という観点からの考察は意義深いと考える。若
干だが評者なりの意見を添えたい。
まず、序章では、戦後の日本と中国の公教育の形成に触れ、4節「本書の構成」で三つ

の部を構成する各章の内容を数行で概説している。5節「日中の公教育制度と教育条件整
備の特色と課題」で、「日本との比較で見れば、中国の公教育制度は基礎となる教育条件
整備の統一的基準が未成熟で、一時的短期的な資源移転策によって格差を緩和する方式を
採っている。こういった点から見ると、戦後日本と中国の公教育制度のあり方は教育条件
の統一的基準と均等化という方式と教育資源移転方式による格差是正方式という教育の平
等、機会均等の原理的差異が確認できる」と述べている。
次に、各章について、序章4節の記述を踏まえて、概述する（「　」部分は序章4節の引用）。
第Ⅰ部、第1章（大沼春子論文）は、日本の「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員

数の標準に関する法律」の制定過程を検討している。この法律は学級数に応じて教員数を
決めるもので、「地方自治体の財政状況に」よらず「教職員を配置できる」が、「教職員の
多忙が続」くのは「標準」の決め方に因るものか考察し、法律運用の「問題点を指摘」し
ている。
第2章（王婷論文）は、「現代日本の非正規教員、特に助教諭の増加について分析してい
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る」。免許を持たない非正規教員の助教諭は、戦後の教員不足を補ったが、2000年代に一
部の県で増加している。「沖縄県を事例に、小学校での助教教員増加の要因を教員の需給
状況の視点から」、考察している。
第3章（辻村貴洋論文）は、小中学校の教員の人事権について、「都道府県教育委員会が
人事権を持ちつつ、市町村教育委員会が内申権をもち、教員の人事希望も一定尊重する柔
軟な制度として定着してきた」と述べている。
第4章（王佳寧論文）は、2000年代中盤、胡錦濤政権時代における農村の教員確保の推進

がなされたことについて、一時的な配置で、「安定的な農村教員確保は実現できていない」
とし、「中国の教員条件整備の特質を明らかにしている」。
第5章（葉陽永論文）は、「中国の公立小中高教員の人事法制について」「法的身分は明確
ではなく、権利救済制度も整備されていない」とし、「人事制度の構築の必要性と課題を
提示」している。
第6章（周詳、延然論文）は、「中国における公立学校教員の法的身分の不明確さ」を述
べている。教育行政管理部門・学校と教員の関係が曖昧で、「人事管理や招聘任用契約の
更新・解除等について紛争事例も取り上げ」「公務員としての性格を明確にすべきと主張
する」。
第Ⅱ部、第7章（横井敏郎論文）は、「近年の小中学校存続・統廃合をめぐる政策を整理

し」「北海道を事例に過疎地、地方都市、政令指定都市における学校統廃合と小規模校存
続の取組」の検討を行った。これらは少子化、財政改革、公共施設管理の影響と、近年の
小中一貫校政策も影響している。
第8章（篠原岳司論文）は、少子化の中、北海道の「小規模高校存続」の取組事例として
離島の「魅力的な教育活動創出」と道教委の遠隔授業配信を検証し、「教員配置の見直し
の必要を指摘している」。
第9章（厳平論文）は、2000年代における中国の小中学校統廃合政策の問題性を指摘し、

地域での教育機会保障と物的条件整備基準の策定の重要性を指摘している。
第10章（張揚論文）は、大都市部で推進されている「教育集団化」施策（優れた取組をし

ている学校が脆弱な学校の学校経営、教員人事交流を集団としてサポートする）について、上海と
北京での事例を元に考察し、「効果と課題」を考察している。
第Ⅲ部、第11章（上山浩次郎論文）は、高校の階層的序列と生徒の社会階層の序列が相

関することが指摘されている中、北海道では札幌・石狩地方に高偏差値高校、高等教育機
関が多く偏在していることを指摘し、「過疎地からの高等教育進学機会の不利と不公平と
いう課題」を提示している。
第12章（横井敏郎論文）は、「日本における外国ルーツの子どもの義務教育機会保障につ

いて検討している」。文科省が「特別の教育課程」や日本語指導教員の基礎定数化をして
きたが、なおも民間に頼る体制を続けていることの問題点を愛知県の事例で明らかにして
いる。評者の希望として、義務教育機会保障がなぜ必要かとそれをいかに達成すべきかを
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研究成果として示していただけたらありがたかった。
第13章（張東輝論文）は、中国の「流動人口家族」（農村地域から都市部に就労移住をした家

族、多くは戸籍が移動されていないので、就学に不利益が生じる）の就学機会保障に焦点を当てた
研究で、北京市での調査をもとにそれぞれケースの就学戦略を紹介しながら、「個々の家
族や子どもたちの行動や反応を踏まえた対応の必要を指摘」している。
第14章（潘昆峰論文）は、「中国における貧困家庭の子どもの教育機会保障政策について

取り上げている」。農村地域の貧困が指摘されているが、教育によって貧困を削減する取
組がなされていても、その効果は目立った形で現れていない。教員も含め個人と社会にと
って教育の重要性を認識し、堅実な対応が必要で、日本における戦後の取組も参考にした
いとしている。
以上、本書の各章の概要を示し書評としたが、第13章で述べているように、教育格差
是正にはマスで捉えるとともに個別のケース、個人の問題としての考察による改革が必須
だと感じた。非専門家としてのコメントだが、可能であれば事例等をもとにした考察であ
るとより理解しやすいと考える。
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西垣順子・武井哲郎・伊田勝憲著
『地域がつくる子どもの居場所―不登校になっても孤立しないまちづくり』
晃洋書店　2025年1月

生田周二（奈良教育大学（名誉教授））

フリースクールを中心とする6つの団体の不登校支援の多様な展開が記録されていて興
味深い。彦根市での学習支援と教育相談を兼ね備えた「フリースクールてだのふあ」（第4

章）、子ども食堂活動から始まった「日野里山フリースクール」（第5章）、子どもの「好き」
や「得意」を中心とした学びを支える「大津オルタナティブスクール トライアンフ」（第
6章）、栗東市での自然体験型環境教育や「森のようちえん」活動を基盤にした「スキニシ
ー学佼」（第7章）、竜王町の学童保育の運営団体である「NPO法人竜王子育てネットワー
ク」の取り組み（第8章）、東近江市を拠点に産前・産後の子育て支援に始まる「一般社団
法人ぐるり」の取り組み（第9章）である。
これら6団体は、2022年度から滋賀県で休眠預金による助成を得て始まったまちづくり

事業「あらゆる子どもの育ちを保障する地域総働」（助成期間は2025年度まで）に参加し、
「所在する市町や地域において、行政や学校、地域の人々との連携を図りながら、学校に
行きづらい子どもたちやその保護者を支援していくための体制・活動づくりや拠点整備に
取り組んだ」（はじめに : ii頁）。本書は、その成果をまとめた記録である。
不登校支援の居場所運営をしている者として関心を持った点は、どの団体も触れていた

「活動に必要な資金をどう工面していくか」という安定した経営の難しさ、子どもたちが
「自力で足を運ぶのが難しい」ケースも多いというアクセスの問題、子どもとの関係性や
複合的な問題を抱える親子も多いため家庭・保護者への支援を必要とする点、これらを地
域のネットワークで考え合い連携していく仕組みづくりである。これらの課題を踏まえつ
つ、子どもを応援する組織や集団のギャップを超える「滋賀モデル」として、「どんな家
庭の子どもでも、どこに住んでいても、学校に行っていない子どもたちが行ける場所が必
要で、地域総働はそのきっかけづくりとして大きな役割を果たした」と総括している（127

頁）。
各団体の取り組みの中で印象的なのは、上記の課題と関わって、下記の記述にある通
り、公民のあり方を問いかけている点である。

○ 「私が自治体からの『公的支援』にこだわるのは、本来行政が担うべき仕事のすべて
を一民間団体に委ねていいのか、それは行政の『甘え』ではないのかという問題意識
からである。」（てだのふあ : 44頁）
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○ 「社会の中に不登校の当事者が利用できる支援があまりにも少なく、『家で親子だけ
で過ごす』以外の選択肢がほとんどないことに気が付いた」（日野里山フリースクール : 

51頁）

○ 「日々の子育て支援活動の中で、行政の相談窓口を利用しづらい家庭や、複合的な問
題を抱える親子に多く出会った」（ぐるり :  88頁）

公民のあり方を考える上で、第Ⅰ部基礎編では、第1章「学校に行きづらい子どもたち
と教育を受ける権利」、第2章「不登校児童生徒と学校をめぐる今日的状況」を通して、
日本の教育制度のもつ隘路である一条校中心主義がもたらす教育を受ける権利からの排除
的傾向、その一方で本書の滋賀県を始めとして子どもと保護者を支える地域共生社会の実
現に向けた取り組みが展開されている意味を問いかけている点が重要である。これを受け
て第Ⅱ部実践編の第3章「学校に行きづらい子どもたちの権利保障─居場所を地域につく
ることの意義を考える」で居場所づくりの大切さを述べている。学校でも家庭でもない居
場所が「特に地方で必要とされている」こと、「誰とも・どことも・何ともつながらずに
毎日を過ごす子どもたちが少なからず存在するなか」（38頁）、学習と生活両面での支援と、
「異質な他者が集える空間のなかで相互の関係性を豊かにするための仕掛け」（39頁）の設
定が孤立を防ぐことにつながるとともにこれらが子どもの権利保障にもつながっている点
を指摘している。

6団体の取り組みとともに非常に興味深いのは、第10章「地域総働をはぐくむ伴走支援
（資金分配団体の活動）」である。そこでは、休眠預金事業の「資金分配団体」の役割と体制、
各団体への伴走支援を行うPO（プログラム・オフィサー）として資金分配団体のコンソーシ
アムを構成する「碧いびわ湖」と「東近江三方よし基金」から本書の執筆者ともなってい
る村上悟氏と西村俊昭氏が出てそれぞれ3団体ずつ担当し各団体と月1回以上の面談をし
ながら事業展開を見守ってきたこと、その伴走支援の一環として「不登校の背景や当事者
の困難、団体の活動意義などが周囲の人びとに十分理解されていない」（100頁）という団
体の課題に対応するため音声配信「学校に行かないカモラジオ」を開始したことなどが記
されている。関連して、コラム1「学校行かないカモラジオから見た風景」、コラム2「市
民コミュニティ財団について─東近江三方よし基金の事例から─」でも担当者の観点から
叙述されており興味深い。
こうした取り組みは、家庭への着目につながっている。すなわち、「学校に行くか行か
ないか、どのフリースクールに通うか（通えるか）は、保護者の意向や置かれた状況（特に
経済的な状況）が大きく影響する」こと、「家庭環境の不安定さが子どもの不安定さの原因
になる場合も少なくないこと」、「子どもの支援体制に比べて保護者の支援が脆弱である場
合も多いこと」 （102頁） などである。このような視点の広がりが、ネットワークでのサポ
ート体制の構築につながり、2022年滋賀県フリースクール等連絡協議会設立、2023年度
滋賀県「しがの学びと居場所の保障プラン」の策定、2024年度滋賀県子ども若者部内に
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「子どもの育ち学び支援課」開設などの動きに反映している。
「子どもの育ち学び」に関連して、学校教育の考察も大切である。終章「地域総働で子
どもの育ちと学びを支えるということ」では、学校教育のスリム化・肥大化・断片化が語
られている。社会の人材育成ニーズに応えようと、「教科教育（特に受験教科）で育成され
る学力が特に強調されるようになった」ため、「子どもたち一人ひとりの状況はお構いな
しに、学力向上という目標へと有無を言わせず急き立てるものになる危険性」が高まり、
「スリム化したはずの学校教育は別の側面では肥大化して、子どもたちにとって息苦しい
場所になってしまいやすくなっている」（115頁）と学校教育のもつ問題点を整理し、「子
どもたちは人からも生活からも切り離され」、そこでの学びは「断片化された学び」（116

頁）となってしまい、学校からの忌避のきっかけとなる。これに対して、各団体の取り組
みの共通するキーワードは「つなぎ直す」「つながり直す」である。それは、自分自身と
のつながり直し、身体・環境とつながり直し、地域社会のつなぎ直し・つながり直しでも
ある。「地域総働で子どもの育ちを支えるということは、子どもが暮らしやすく育ちやす
い社会のあり方や教育のあり方について、子どもの目線に立ちながら皆で考えていくこと
のできる社会づくりの一歩となる」ことが期待されている（120頁） 。
以上のように、学びのあり方、学校のあり方、地域における組織体制や居場所的な「場」
を支える仕組みを考えさせてくれる本である。
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『媒介者とマイノリティの教育社会史―人と教育をつなぐ』　
昭和堂　2025年11月

高橋味央（大阪教育大学）

本書は、マイノリティの子どもたちと主流の学校教育との間をつなぐ媒介者の歴史的営
為に着目し、20世紀の教育社会史を再構成した研究である。対象となるのは、社会的に
周縁化された人々をめぐる多様な歴史的場面において、その境界に立ち奮闘した教師や支
援者である。近代公教育が掲げた「完全教育」の実現過程において、その普遍性や画一性
のもとで取りこぼされた子どもたちに対し、媒介者はいかに制度と生活世界を取り結ぼう
としたのか。本書は、多彩で厚みのある史料を通してその実践を描き出し、公教育とマイ
ノリティとの関係を歴史的に再考することを試みている。
本書の構成と内容を紹介する。第1章では、1950～ 1970年代の荒川第九中学校夜間学
級を対象に、教師が媒介者としてのエージェンシーを形成し、その営みが次世代へと継承
される「媒介の連鎖」、さらには社会運動と結びつくことで、多様な主体をつなぐ「媒介
地」の様相を呈していく動態を描出している。媒介者が複合的困難を抱える生徒の生存権
と教育権との接続を模索するがゆえに、その実践が時として国家や資本に対する批判的な
ものへと変容しうることが示されていた。
第2章では、1970年前後の岡山県立邑久高等学校新良田教室を対象に、ハンセン病療養

所の隔離や偏見・差別に抗う派遣教師の媒介者性を検討している。教師たちは隔離の枠組
みを内側から揺さぶる実践とともに、社会復帰を見据えた進路保障にも注力していくが、
その際、病歴を隠すことを選択しつつ、孤立を防ぐための信頼関係の構築を重視してい
た。これは、理念だけでは解けない現実の矛盾を引き受けた媒介者の戦略であったといえ
る。
第3章では、1950年代前半の山口県岩国市基地拡張問題を背景に、中学校教師の学校文
集をめぐる実践を扱っている。実践は、基地をめぐって分断されがちな生徒が相互に生活
を考える「教室的媒介」を構築する一方、無意図的にも反基地運動のネットワークに接続
され、「運動的媒介」としても作用していく。これは、教育、地域社会、政策それぞれの
論理が交錯する場において、教師が担った媒介者性の複雑さを示しており、その行為の意
味を一面的に捉えることの困難さを窺い知ることができる。
第4章では、1930年代の独立準備期のフィリピンにおける植民地教育を対象に、短編小
説に描かれたフィリピン人教員の媒介者性を探索している。ナショナリズムの高揚期に、
フィリピン人教員は子どもを近代市民へと育てる役割を担う一方で、植民地教育の理念を
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自ら内面化していたため、学校教育を内側から組み替える媒介者にはなり得なかった。す
なわち、媒介者が制度と地域社会を結び直す存在であるとは限らず、支配的な教育観を再
生産する場合もあることが示唆される。
第5章では、1930年代に東大セツルメントから始まる松永健哉の実践と教育論の展開に

着目している。松永が志向した校外教育や児童集団の活動は、子どもの主体形成を通じて
社会問題に取り組むという「社会問題の教育化」であった。他方で、社会問題を教育的主
体の形成へと回収する発想は、時局の論理に取り込まれるリスクをはらみ、再官僚化へと
傾斜しうる危うさを内包していた。
第6章では、編者が提唱する「創発的包摂」の概念を手がかりに、1970年代のアイルラ
ンド市民による多宗派学校運動の事例を検討している。保護者たちの活動は、既存の教育
秩序を揺るがし、宗派や信条の違いを前提に子どもが共に学ぶ学校の新設を実現させてい
く。この事例が示していたのは、リベラルな専門職層が集まる地域環境、調査や交渉を担
いうる知識・技能、参加者間の結びつきといった社会資源が、マイノリティのニーズを社
会全体の教育課題へと押し広げる媒介的条件として機能したことである。
第7章では、20世紀前半のアメリカにおける黒人女性教育者メアリー・マクロード・ベ
シューンの実践を検討している。彼女は黒人女子教育を出発点に、黒人女性の組織化と連
帯、政権内部へのアクセスを通じて教育・雇用機会の拡充を実現した。筆者により特筆さ
れているのは、対抗的な姿勢を前面に押し出すよりも、制度内の資源を戦略的に活用する
道を選択したという、媒介者としての現実主義的な実践である。
第8章では、炭鉱閉山期の「筑豊の子供を守る会」を取り上げ、キリスト教学生運動に

おける媒介者の役割を検討している。学生たちは外部から来た媒介者として、近代化によ
り周縁化された人々の困難を問い直し、連帯と熟議を志向した。一方、運動の組織化に伴
い、理念や立場の違いが新たな支配構造を再生産する危うさを露呈させた。この事例は、
媒介者が自らの権力性を常に自覚しておく必要があることを示していたといえる。
第9章では、1950～ 1960年代の尼崎市の公立朝鮮学校を対象に、民族教育を支えた制

度的な場の意味を検討している。公立朝鮮学校は制度的な不安定さゆえに、朝鮮人教師と
日本人教師が試行錯誤しながら独自の教育実践を形成し、教育権を公的に支える場となっ
た。他方で、その実践が植民地支配責任への認識を十分に伴わず、脱政治化された教育論
に留まったという限界も指摘されている。
以上の各章を通じて、本書は多様な媒介者の歴史的営為を描き出している。以下では、
終章の議論を踏まえつつ、本書の意義を整理する。本書に登場する媒介者の実践は、合理
性よりもむしろ信念にもとづく行為であり、主流社会への単純な接続や同化ではなく、既
存の秩序を揺るがし、新たな関係や主体を生み出す契機となるものであった。評者の専門
であるソーシャルワークでは、ミクロ・メゾ・マクロという重層性を意識しながら、抑圧
された人々と連帯し、社会変革や社会開発に基づき解放とエンパワメントを志向する。本
書に立ち現れた媒介者たちの実践には、まさにそうしたソーシャルワークの起源と親和性
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をみることができた。しかし、媒介者の行為が持つ意味を「一意的に決定するのは困難」
（p. 326）であると編者が述べるように、媒介性が制度変革を促していく一方で、再び制度
や支配構造に回収される危うさも同時に存在していた。媒介性を成功か失敗かという単純
な評価基準で測ることはできず、意図せざる帰結に目を向けることも重要である。そうし
た意味で、本書は教育保障をめぐる議論に、包摂そのものを問い直す歴史的視座を与えて
いるともいえる。
最後に、今後さらに議論を深めうる点についても述べておきたい。第一に、媒介者の実
践が豊かに描かれる一方で、マイノリティ当事者自身の主体性や声が、媒介者の働きとの
関係でどのように位置づくのかについては、なお掘り下げる余地がある。第二に、媒介者
が制度変革を導く過程で生じる再官僚化は重要な示唆であるが、それがどのように新たな
排除を生み出すのかについては、さらに具体的な検討が求められる。第三に、これは評者
の専門関心に引きつけたやや外在的な読みかもしれないが、本書の媒介者の概念は、主と
して組織論で用いられる「対境担当者」や、そうした者が直面する「二重のコンフリク
ト」概念と接続しうる射程をもつと考えられる。もっとも、本書が描く媒介者は、単に制
度や組織と当事者をつなぐ調整者ではなく、抑圧的な秩序を揺さぶり、周縁化された人び
とが新たな主体として現れる場を切り開こうとする存在である。その意味で、本書の議論
は、組織論の知見に解放と包摂の視点や歴史的文脈を重ねる可能性を示している。ひいて
は、学校・家庭・地域・諸機関の間で協働を組み立てるスクールソーシャルワークの実践
を、葛藤を抱えた媒介の営みとして捉え直すうえでも、重要な示唆をもたらすのではない
だろうか。
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江口怜著
『夜間中学との出会い方―未来を考えるための歴史』
東京大学出版会　2026年3月

松本大（放送大学）

前著『戦後日本の夜間中学』に続き、本書は、「あってはならないが、なくてはならな
い」存在として、義務教育の周縁に位置づけられてきた夜間中学の歴史を、膨大な史料を
もとに緻密に豊かに描いている。
本書を読み、まず評者が想起したのが、評者の専門である社会教育・成人教育研究にお
ける「昼」と「夜」という比喩である。成人教育研究者のガストン・ピノーは、社会の中
心として高度に制度化されたフォーマルな学校教育を「昼」、その対極としてのノンフォ
ーマル・インフォーマルな自己形成を曖昧な「夜」に喩えている。人間の生において「夜」
は人生の半分を占めるほどに重要なものであるにもかかわらず、「夜」は支配的な教育の
実践と理論においては、存在しないものとされるか、昼の「残滓」とされてきた。ピノー
によれば、そうした「夜」を教育の理論と実践に位置づけるためには、教育に関わるラデ
ィカルな再定義が必要となる。
さて、著者が本書で描いているのは、「夜」としての夜間中学が、「昼」としての義務教
育の矛盾を照らし出しながら、「昼」と「夜」の両者の問い直しと再定義に苦闘してきた、
アポリアに満ちた歴史である。本書では、その歴史が、12章の論考と4つのエッセイから
なる4部構成のなかで見事に描写されている。
本書の特徴は、第一に、夜間中学をめぐる葛藤やせめぎあいのダイナミズムがつくる歴
史について、前著に続き周縁という観点を基盤にしつつ、より多角的・関係論的に描いた
点にある。比喩的に言えば、本書は、「昼」の周縁性としての「夜」だけではなく、多様
な「夜」のあり方を描いている。この点に対する著者の思いは、『夜間中学との出会い方』
という本書のタイトルに示されている。「異なる時代に、あるいは異なる場所で夜間中学
と出会った人々の間では、その夜間中学像の違いから摩擦や葛藤が生じやすい。夜間中学
との『出会い方』が、それぞれの夜間中学像に影響を与える」のであり、「夜間中学との
出会いの多様性を歴史的に紐解」くことが意図されている（p.2）。
本書の特徴の第二は、前著が1940年代から1970年代初頭までを対象にしていたのに対
し、本書では1970年代以降の動向を分析の中心としている点にある。教育機会確保法や
不登校といった現在の夜間中学が直面する課題などに関して、夜間中学内外で生じてきた
争点を歴史的に紐解いている。特に、こうした歴史について、「先行する時代から引き継
がれるものと、新たに生み出されつつあるもの」との地続きの関係として捉えることが強
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調されている（p.1）。なぜなら、多義的で矛盾をはらんだせめぎ合いの歴史の先に夜間中
学の未来が見据えられているからである。
著者は「未来を考えるためには、過去にぶつかった困難とそこへの応答のありよう、
様々な苦闘や論争そのものの中に、『可能性の中心』を見出すこと」が重要であるとする
（p.312）。本書に挟まれるエッセイなどに見られるように、豊富な史料だけではなく著者の
人生に裏打ちされた論考群は、多くのアポリアが存在するとしても、夜間中学の未来を考
え続けることの意味とその可能性を読者に問いかけるものとなっている。
では、本書に示される、夜間中学をめぐる苦闘や論争の歴史それ自体がもつ「可能性」
とは何か。この問いに本書は明確な答えを提示しているわけではない。安易に処方箋を提
示するのではなく、夜間中学をめぐる読者の理解を揺さぶることに主眼が置かれている。
以下では、そのように夜間中学観を揺さぶられた読者の1人として、今後の研究の発展に
向けた論点を2点提示したい。
第一に、葛藤やせめぎ合いの歴史が夜間中学にもつ意味である。本書では、数多くの史
料をもとに夜間中学をめぐる社会史が丁寧に描かれている。しかし果たして、そうした歴
史性は夜間中学の運動や実践それ自体にいかなる意味をもつのだろうか。
評者としては、摩擦や葛藤としての歴史そのものが夜間中学をめぐる運動を駆動させる
条件として機能しているようにみえる。本書が描くように、夜間中学をめぐり形成される
多様な差異には、容易に割り切ることのできないアポリアが重層的に存在する。しかしそ
れでも、相互交流や論争を通して、割り切れなさも認めつつ、多様な差異を抱えながら運
動が形成されてきた。ここに、差異を認識し、その差異と対峙し続ける学習がある。
ガート・ビースタに依拠すれば、このように差異から学ぶことが、民主主義をつくる教
育の条件である。冒頭の比喩に戻れば、こうした差異は、「昼」と「夜」をめぐる境界と
して把握することができる。教育学的には、本書における夜間中学をめぐる周縁とは、固
定的なものではなく、「昼」と「夜」の境界が絶えず問い直される学習の場として解釈で
きる。本書を通読すると、夜間中学の実践や民主的な運動を歴史的に駆動させてきたの
は、このような境界をめぐる学習であった、と評者は読む。それゆえ、本書から発展的に
考えれば、基礎教育保障において、こうした境界をめぐる民主的な学習をいかに保障する
のかという視点の重要性が喚起される。
第二に、葛藤やせめぎ合いの歴史と個人との関係性である。本書は、周縁としての夜間
中学について、制度や運動の歴史として描いている。しかし、本書が「出会い方」による
多様性に注目したように、夜間中学と出会う個人もまた、周縁を生きる多様な存在であ
る。それは、個人的・社会的な歴史のなかで、様々な矛盾や葛藤を抱えながら生きる営み
である。つまり周縁にある個人は、それぞれ異なる歴史や経験を重ねた重層的な存在であ
る。比喩的に言えば、本書が示唆するのは、夜間中学運動をめぐる「夜」の多様性だけで
はなく、個人にとっての「夜」の個別性や多様性、さらには重層性である。
このようにみれば、なぜ異なる「夜」を生きる人びとが夜間中学をめぐり協働できるの
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かという問いが生まれる。夜間中学の運動や実践は、多様で重層的な個人が矛盾を抱えな
がらも、他者との協働を通して公共性を形成していくプロセスと言える。個人がそれぞれ
に矛盾を抱えたまま他者と協働することを可能とする機制、あるいはこのときの学習の条
件を解明することが、基礎教育保障における研究の論点になりうる。
以上、書評としては踏み込んだコメントとなったかもしれない。しかし、これだけ真摯
に夜間中学に向き合い格闘している本書だからこそ、評者も社会教育・成人教育研究の立
場から誠実に応答したくなった。評者は、本書が多くの読者に豊かな知的刺激をもたらす
「出会い方」を提供するだろうことを確信している。
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編集後記

本号を会員の皆様のお手元にお届けできることを、大変うれしく存じます。まずは、ご
寄稿くださった執筆者の皆様、査読にご協力いただいた皆様、そして刊行に向けてご尽力
くださった関係者の皆様に、編集委員会を代表して心より感謝申し上げます。
本号では、査読付き論文13本（研究論文11本、研究ノート2本）、査読なし報告3本（研究報

告1本、実践報告2本）、評論1本の投稿がありました。査読の結果、研究論文5本、研究ノ
ート2本を掲載するとともに、研究報告・実践報告、評論、書評を掲載いたしました。ま
た、書評については5本の投稿があり、そのうち4本を掲載することとなりました。投稿
件数は年々増加しており、本学会への研究関心の高まりとともに、基礎教育保障研究の広
がりと深化を実感しています。
投稿論文数の増加は学会にとって大変喜ばしいことですが、その一方で、学術的水準を
維持しながら丁寧な査読・編集を行うことの重要性も増しています。本号の編集にあたっ
ては、延べ30名の査読者の皆様にご協力を賜りました。限られた時間のなかで査読にご
協力いただいた査読者の皆様に心より感謝申し上げます。学会誌は、執筆者、査読者、編
集委員会、そして会員の皆様の支えによって成り立っています。この場をお借りして、厚
く御礼申し上げます。
本号には、第10回基礎教育保障学会大会（東京・大妻女子大学）の記録も掲載しています。

節目となる第10回大会では、基礎教育保障をめぐる研究成果や実践報告が共有され、活
発な議論が展開されました。また、2026年は教育機会確保法の制定から10年という節目
の年でもあります。この10年間で、夜間中学をはじめとする基礎教育保障をめぐる環境
は大きく変化しました。一方で、不登校、外国につながる人々の学習機会保障、貧困や社
会的孤立への対応など、なお多くの課題が残されています。制度化の進展とともに見えて
きた成果と課題の双方を見据えながら、今後の研究と実践の方向性を検討していく必要が
あるでしょう。
最後に、本年度をもちまして、現編集委員会、ならびに野山編集委員長のもとでの編集
体制は一区切りを迎えることとなりました。編集会議では、投稿された論文や報告につい
て活発な議論を重ね、学術的価値と実践への示唆の双方を大切にしながら編集作業を進め
てまいりました。その過程で、多くの執筆者、査読者、学会員の皆様から貴重なご示唆と
励ましをいただき、編集委員会自身も多く学びを得ることができました。
野山編集委員長をはじめとする編集委員の皆様には、学会誌の発展のためにご尽力いた
だきましたことに、心より敬意を表するとともに、深く感謝を申し上げます。また、本誌
を支えてくださった執筆者の皆様、専門的かつ実践的な視点から真摯に査読を担ってくだ
さった査読者の皆様、そして学会活動を支えてくださったすべての会員の皆様に、改めて
厚く御礼申し上げます。本誌が今日まで歩みを重ねることができたのは、多くの方々が基
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礎教育保障の理念を共有し、それぞれの立場で研究と実践を積み重ねてこられたからにほ
かなりません。
教育機会確保法制定から10年を迎えた今、基礎教育保障をめぐる課題は新たな局面を

迎えています。こうした節目の年に編集委員会として本誌の刊行に携わることができたこ
とを、大変光栄に感じています。本誌がこれからも研究者と実践者、そして学びの当事者
をつなぐ場として発展し、次の10年に向けた新たな知見と実践を生み出していくことを
願っています。これまで賜りました温かいご支援とご協力に心より感謝申し上げるととも
に、今後とも本学会誌ならびに学会活動への変わらぬご支援をお願い申し上げます。
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